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アジア諸国との拠点大学交流事業 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

 

 



 

 

 

 

 

日本学術振興会は、世界各国の学術振興機関と協力して様々な国際交流事業を行って

います。 

その中でも「拠点大学交流事業」は、アジア諸国との交流に大きな役割を果たしてい

るものです。「拠点大学交流事業」は、特定の研究テーマを決めて複数年にわたって実

施しているものであり、現在、中国、韓国及び東南アジア諸国と計 27 件を実施してい

ます。 

日本学術振興会におけるアジア諸国との交流の様子を広く知っていただくため、日本

側で中心的な役割を果たしている大学や研究機関に、それぞれの交流の状況について紹

介してもらいました。あわせて、交流の成果としての論文等のうち代表的なものを巻末

に掲載しています。 

 この資料が、日本学術振興会の活動に関する理解の一助となれば幸いです。 
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独立行政法人日本学術振興会 国際事業部 地域交流課 

 

 

 

 



拠点大学交流のあらまし 

 
 拠点大学交流事業は、特定テーマに関して、アジア諸国の学術対応機関との協力により、国際

学術交流を行うものです。アジアにおける研究者交流の促進とアジア諸国の研究者養成・研究活

動に貢献しています。また、日本の大学に国際的な研究機会の場を提供することにより、学術の

振興を図ることを目的としています。 

実施件数 
・２国間交流によるもの：２５件 

相手国の内訳：中国４件、韓国６件、タイ６件、インドネシア４件、フィリピン２件、マレ

ーシア１件、ベトナム２件 
・ 多国間交流によるもの：２件 
   相手国の内訳：中国・韓国１件、東南アジア諸国１件 

各事業の開始年度 

年度 8 年度 9 年度 10 年度 １1 年度 １2 年度 １3 年度 １4 年度 １5 年度 １6 年度 １7 年度

中国     核融合 → → → → → 

     乾燥地 → → → → → 

 バイオ → → → → → → → → →

     都市環境 → → → → → 

韓国  エネルギー → → → → → → → →

   半導体 → → → → → → →

   セラミックス → → → → → → →

    ソフトマテリアル → → → → → →

     水産 → → → → →

       IT → → →

タイ 歯学 → → → → → → → → →

  微生物 → → → → → → → →

   医学 → → → → → → →

   社会科学 → → → → → → →

    水産 → → → → → →

     薬学 → → → → →

インドネシア 海上輸送 → → → → → → → → →

  応用生物 → → → → → → → →

 木質 → → → → → → → → →

 地球環境 → → → → → → → → →

フィリピン  水産 → → → → → → → →

   環境工学 → → → → → → →

マレーシア    環境 → → → → → →

ベトナム   地球環境 → → → → → → →

    熱帯医学 → → → → → →

多国間    加速器 → → → → → →

     海洋学 → → → → →

実施期間 
事業によって異なりますが、４－10年間の複数年度にわたって実施しています。 

 



実施分野 
実施している研究交流テーマは多岐にわたりますが、その傾向を大まかに整理すると以下のよ

うになります。 
・両国で先端技術分野に関する研究を行うもの 
・交流の相手国における生物・海洋資源の研究に関するもの 
・交流の相手国における医療、開発、環境問題解決のための研究に関するもの 

交流体制 
日本学術振興会 アジア諸国の対応機関

研
究
協
力
者

協力大学群

拠点大学

覚書締結

研
究
協
力
者

協力大学群

拠点大学
共同研究、セミナー
等の交流を実施

実施に当たっては、日本学術振興会

と相手国の対応機関との間で実施を

合意することが前提となっています。

現在、７ヶ国９機関と覚書を交わして

います（中国及びインドネシアは２つ

の対応機関があります）。 
各事業では、両国から拠点大学を定

めて交流の中心的役割を果たしてもらっています。さらに、両国から多くの協力大学・協力研究

者が関わることで、特定の大学間の交流にとどまらないものとなっていることが特徴です。 
主となる研究テーマの下には、複数の研究課題が設けられており、それぞれに関して、共同研

究、セミナー等が行われています。その際、相手国の人材養成の支援に重点を置くところも多い

ようです。各交流では、両国の拠点大学に、全体の連絡調整を行うコーディネーターがいますが、

そのほかに、各研究課題にグループ・リーダーを置くことで、具体的な交流が進められています。 

経費 
日本学術振興会が支給対象とする経費の主なものは、拠点大学交流に係る渡航費、滞在費、国

内旅費、セミナー開催経費（会議費、印刷製本費等）、謝金、備品・消耗品購入費等です。 
相手国との経費分担の扱いは、中国・韓国の場合と東南アジアとの場合で異なっています。 
中国・韓国との交流： 日本人の相手国への渡航に係る航空賃及び滞在費は日本学術振興会

が負担しています。相手国から来日する研究者については渡航費を対応機関が負担し、滞

在費を日本学術振興会が負担しています。セミナーの開催に係る経費は、開催国側が負担

しています。 
東南アジア諸国との交流： 相手国におけるセミナー開催経費などは対応機関が負担するこ

ととなっています。そのほかの交流のための経費の多くは、日本学術振興会が負担してい

ます。 

活動の成果 
拠点大学交流を通じて、相手国の学術機関及び大学と密接な関わりを継続的に築くことが可能

となっています。以下のような効果が多く報告されています。 
・共同研究やセミナーを通じて、論文等の成果物が多く生まれています。 
・日本と相手国の将来を担う若手研究者の交流が進んでいます。 
・相手国の人材養成や基礎研究の振興に貢献しています。 
・日本の大学の研究環境の国際化に貢献しています。 
・医療、開発、環境等の社会的課題の解決に貢献しています。 

 

 



                           

プラズマ・核融合 

先進核融合炉の炉心と炉工学に関する研究 

 

【開始年度】2001年度（平成13年度）                     渡利 徹夫        王孔嘉 
【組織】             

日本側  相手国側 
日本学術振興会 事業主体 中国科学院 
核融合科学研究所 拠点大学 中国科学院等離子体物理研究所 
本島 修・核融合科学研究所・所長 
 

実施組織代表者 李建剛（Li Jiangang）・等離子体物理研究
所・所長 

渡利徹夫・核融合科学研究所・教授 コーディネーター 王孔嘉（Wang Kongjia）・等離子体物理研究
所・所長助理 

北海道大学、室蘭工業大学、岩手大学、東北

大学、新潟大学、筑波大学、東京大学、東京

工業大学、電気通信大学、富山大学、信州大

学、岐阜大学、静岡大学、名古屋大学、三重

大学、京都大学、大阪大学、広島大学、山口

大学、九州大学、東京都立大学、大阪府立大

学、兵庫県立大学、日本原子力研究所、慶応

大学、上智大学、中央大学、東邦大学、中部

大学、三重中京大学、大阪工業大学、産業技

術総合研究所 ほか３大学 

協力大学 中国科学技術大学、近代物理研究所、西南物

理研究院、北京科学技術大学、中国原子能科

学研究院、上海セラミックス研究所、応用物

理計算数学研究所、高効率激光物理研究所国

家実験室、山西煤炭化学研究所、清華大学、

西北師範大学、復旦大学、北京大学、上海交

通大学、レーザー核融合研究センター、物理

研究所、上海光学精密機械研究所、紫金山天

文台、四川材料技術研究所、大連理工大学、

華中大学 

 
【研究の背景・目的】 
 核融合のエネルギーを人類に開放する核融合炉の開発研究は、過去１０年において急速な発展を遂げ、国際的な実験

炉の建設が具体的に提案されるに至りました。これらの研究の中で、日本は先進的な寄与をなしました。大きな人口を

抱えた中国では、生活水準の向上とともに電力需要が増大することは必至であります。日本においては、エネルギー資

源がなく安定したエネルギー源を必要とします。したがって、無尽蔵でクリーンなエネルギー源である核融合炉の開発

は日中両国の共通の課題であります。経済的な核融合を実用化するためには、炉心性能のさらに向上させる必要があり、

この目的のために両国が研究上の協力を行うことが、この拠点事業の背景及び目的であります。世界的に先導的な役割

を果たしてきた日本と、急速に成長しつつある中国が、研究者の研究交流、研究施設の共同利用を通じて次世代の核融

合炉のために寄与することを目指しています。 
 
【研究テーマ】 
同計画は、国際熱核融合実験炉（ITER）、等、核燃焼を志向する核融合研究段階において、経済性のある先進的核融
合炉の開発を目指し、共同研究を行うものであります。 

以下の３つの研究テーマを主要研究テーマとしています：  

I. 「炉心特性の改善研究」は、核融合炉の炉心となるプラズマの性能向上を目指した研究で、プラズマの加熱、プラ
ズマの計測、プラズマのエネルギー輸送、プラズマ・壁相互作用、等、核融合炉の小型化・定常化を目指しています。 

II. 「炉工学の基礎研究」は、核融合炉用低放射化構造材料、核融合炉のブランケット、先進核融合炉の設計統合、
等、核融合炉の建設のために必要な技術の研究を行うものであります。 

III.「理論シミュレーション研究」は、プラズマのMHD及び微視的不安、トーラスプラズマの輸送理論、プラズマ
の自己組織化の物理、等、の研究テーマを通じて炉心特性改善のための方策を考案するとともに、核融合炉に関連した

プラズマの物理を学問として確立するものです。 
 



【交流の状況・成果】 
 核融合科学研究所（NIFS）では大型ヘリカル装置 LHD を用いた閉じ込め実験が軌道に乗り、拠点事業としても多
数の中国人研究者を迎えた共同研究が行われました。中国・等離子体物理研究所（ASIPP）では、EAST装置の建設が
急ピッチで進んでおり、超伝導技術を含んだ総合システムに関する技術交換が新たに重要性を増しています。中国の、

西南物理研究院では、HL-2A装置が2002年末に建設され、ダイバータに関する実験研究が開始されました。2002年
には中国が ITERに参加することが認められました。以下に、この学術交流の主要テーマに関する学術的研究成果を記
述します。 
       人的交流実績表  本学術交流事業が開始されて以来の、日中間の研究者の相互

交流の実績を、右の表にまとめました。  日本→中国 
人（人・日） 

中国→日本 
人（人・日） 

計 
人（人・日）

平成13年度 47(329) 38(810) 85(1,139)

平成14年度 56(366) 55(843) 111(1,209)

平成15年度 66(443) 41(664) 107(1,107)

平成16年度 52(778) 69(421) 121(1,199)

合  計 221(1,916) 203(2,738) 424(4,654) 
I. 炉心プラズマ特性改善 
 定常核融合を目指した長パルス運転のための研究協力は本拠点事業の主要課題です。NIFSにおいてはイオンサイク
ロトロン加熱により30分の、また電子サイクロトロン加熱により60分の放電が達成されました。一方、ASIPPでは、
イオンバーンスタイン波加熱を行い、閉じ込め時間の改良を確認しました。LHD 磁場配位の磁気井戸・磁気丘がプラ
ズマの特性に及ぼす影響に関する研究が進みました。京都大学では、球状トカマク装置 LATE が完成し、完全非誘導
電流立ち上げに関する研究が開始されました。プラズマ壁相互作用に関する課題では、プラズマ対向材料の評価（耐熱

特性、ガス放出、プラズマによる損耗）が行われました。特に、ボロン・チタンをドープした炭素材料は良好な特性が

確認され、HT-7のリミターとして使われています。ASIPPでは、第一壁の洗浄を行う高周波放電洗浄、高周波を用い
たボロン化の手法を確立し、平成 15年度には 1分の長時間放電、平成 16年度には 4分の放電が達成されました。原
子分子の分野では、多価イオンに関する素過程の研究が進みました。超高密度プラズマに関する研究では、大阪大学に

おいて主唱された、高速点火の卓越性が確認され、実験手法シミュレーションに関する共同研究が開始されました。 
II. 核融合炉工学基礎研究 
日中独自に製作したバナジウム合金の水素脆化特性を中国で、高温クリープ特性を日本でそれぞれ比較評価する研究、

中国で高温イオン照射した炭化珪素材料を日本で電子線追加照射し損傷挙動の変化を確認する研究、中国でイオン注入

した機能性セラミックス材の原子配列変化を日本で高分解能観察する研究など、日中の材料製作、評価研究の特徴を生

かした共同研究が進められました。ブランケット分野では、中国のハイブリッドブランケットと日本の増殖ブランケッ

トの燃料生成、回収挙動の解析相互比較研究が進められました。炉設計の分野では、日本の高純度バナジウム合金を用

いた廃棄物放射化量の推定を中国の核計算プログラムで行う研究が行われ、特に評価プログラムの効率化、核データの

見直しなどが共同で進められました。 
III. 理論・シミュレーションによる炉心プラズマ挙動の研究 
プラズマのMHD及び微視的不安定性解析理論の研究、トーラスプラズマの輸送理論・数値解析コードの開発及び閉
じ込め改善モードの研究、複雑性プラズマにおける自己組織化の物理、及び周辺・ダイバータプラズマのモデリング及

び不純物、リサイクリング粒子のコントロール等、重要な研究課題に関して協力研究を行いました。トーラスプラズマ

の閉じ込め改善を模索する上で重要なプラズマ中の微視的不安定性の特性を解析し、併せてこれらのモードにより誘起

される異常輸送の構造の解明と軽減化の検討を進めました。特に電子の異常輸送については、理論の定式化と実験観測

結果の比較検討に力を入れ、イオン及び電子温度勾配型不安定性の非局所安定性解析を検討し、短波長領域での振る舞

い、有限ベータ効果などについて新しい知見が得られています。プラズマとレーザーとの相互作用に関する理論及びシ

ミュレーション手法の開発等広範な研究テーマについて、プラズマの複雑性の科学、自己組織化過程について共同研究

が遂行されています。EAST装置（ASIPP）や西南物
理研究院で実施されている HL-2A トカマク装置の重
要検討課題であるプラズマ周辺部及びダイバータ部で

のプラズマの振る舞いを調べるための２次元流体解析

コード（B2/EIRENE）の開発など、共同研究の成果
が挙がっています。 
 
【右写真】第４回アジア太平洋プラズマ物理学会（2003年10

月13日－10月16日、杭州、中華人民共和国） 

 

 



 
 

乾燥地研究 

中国内陸部の砂漠化防止及び開発利用に関する研究 

 
 
【開始年度】2001年度（平成 13年度）                
【組織】                              

日本側  
日本学術振興会 事業主体 中国

鳥取大学・乾燥地研究センター 拠点大学 中国

能勢隆之・鳥取大学・学長 実施組織代表者 李 

所・

恒川篤史・鳥取大学乾燥地研究センター・

教授 
コーディネーター 田 均

所及

東京大学・大学院農学生命科学研究科、独

立行政法人国立環境研究所・国際室、総合

地球環境学研究所・研究部、九州大学・農

学部附属演習林、京都大学・フィールド科

学研究センター、千葉大学・園芸学部、東

京成徳大学・人文学部、山口大学・農学部

附属農場 

協力大学 中国

省延

ス技

研究

疆農

 
 

 
【研究の背景・目的】 
 砂漠化とは、世界の陸地の約半分を占める乾燥地における気候変動や人間

ます。陸地の約４分の１、人口の約６分の１が砂漠化の影響を受けており、

 中国の砂漠化は特に深刻で（毎年、四国以上の面積の緑地が消失）アジア

わが国も中国内陸部から飛来する黄砂の影響（粉塵被害、日照不足等）を受

 砂漠化防止は村、地方、国、地域（大陸）といった様々なレベルで取り組

学的アプローチだけでなく、社会科学的アプローチも必要とされます。 
砂漠化に対する個別対策はありますが、総合的な対策はまだ確立されてい

漠化対処条約に加盟し、砂漠化に対する科学技術的支援を行う義務を有して

中国内陸部の乾燥地帯のベンチマークにおいて砂漠化防止の実践的研究を行

開発利用の総合的対策モデルを構築することを目的としています。 
 
【研究テーマ】 
本拠点大学交流事業は、「中国内陸部の砂漠化防止及び開発利用に関する

を鳥取大学乾燥地研究センター、中国側拠点を中国科学院水土保持研究所と

研究対象は中国内陸部の砂漠化地域であり、特に黄土高原の砂漠化地域を

防止に関する様々な問題について日中の研究者が協力し研究を行っています

研究は①砂漠化の過程と影響の解明、②砂漠化防止計画の作成、③適正技

加と環境教育に関する計画作成、⑤緑化と環境保全のあり方に関する総合的

れており、砂漠化の最前線現場で研究が進められています。 
 これらの研究成果を基にして、総合的な砂漠化防止対策を確立し、中国の

ける地域社会の持続的発展方向を提示することがねらいです。 
   恒川 篤史    
 

         
相手国側

科学院 
科学院水利部水土保

鋭・中国科学院水利

所長 
良・中国科学院水利

び西北農林科学技術

科学院石家荘農業現

河流域世界銀行プロ

術課、西安理工大学

所、北京師範大学、

業大学、陜西省水利

活動に起因する土地

深刻な地球環境問題

全体の環境変動にも

けています。 
まれる必要があると

ません。わが国は

います。本研究は、

い、世界に応用でき

研究」を実施するも

して平成１３年度か

重点研究地域として

。 

術と代替システムの

研究、という５つの

みならず世界各地の
   田 均良 

 

持研究所 
部水土保持研究

部水土保持研究

大学・教授 
代化研究所、陝西

ジェクトオフィ

、陜西省砂漠冶理

中国農業大学、新

庁 

の劣化を意味し

の一つです。 
影響が大きく、

ともに、自然科

1998 年、国連砂
中国と共同して

る砂漠化防止と

ので、日本側拠点

ら開始しました。 

、砂漠化とその

開発、④住民参

課題から構成さ

砂漠化地域にお



【交流の状況・成果】 
本交流事業は、今年度で５年目に入りましたが、５

つの課題のいずれにおいても順調に国際交流と研究活

動がすすんでいます。 

 国際交流については、日本と中国で開催地を交互に

して、毎年度セミナーを実施しています。これまでに

日本側からは２０９名、中国側からは８４名の参加者

がありました。また若手研究者の国際交流にも力を注

いでいます。日本人の博士院生やポスドクは現地に長

期滞在し、調査・観測を行い、中国側の若手研究者は

本事業を通じて日本に招聘され、観測や解析手法を取

得しています。この結果、日中研究者による共著論文

が数多く生産され、すでに日本での学位取得者が出る

などの交流の成果があがっています。 

 研究活動については、これまでに次のような成果があがっています。 

 第 1課題（砂漠化の過程と影響の解明）では、黄土高原のなかでもとくに侵食が激しい陝西省神木県六道溝流

域を対象として、侵食のメカニズムの解明や侵食が生物生産に及ぼす影響についての解析をすすめています。こ

れまでに、水食を引き起こす降水量の分布を気象衛星から高い精度で推定できる手法の開発、風食の程度を決定

する大きな要因である土壌水分量を推定する土壌３層モデルの開発などの成果が得られています。 

第2課題（砂漠化防止計画の作成）は、他の４課題と連携をとりながら、中国政府によってとられている砂漠

化防止対策とその効果をレビューするとともに、黄土高原の砂漠化防止計画地域区分図を作成し、各地域区分の

砂漠化対策を整理しています。また黄土高原に源流を持つ洛河下流域に位置する洛恵渠灌区において、農地での

灌漑と地下水挙動が塩類集積に及ぼす影響の解明をすすめています。 

第 3課題（適正技術と代替システムの開発）では乾燥地域における伝統的な技術と先端的な技術との適切な組

み合わせからなる砂漠化防止技術パッケージを提示するとともに、その核となる要素技術についての開発・改良

をすすめています。現在、取り組んでいる伝統的技術の例としては魚鱗坑による水収穫、先端的技術の例として

は分子育種的手法による耐乾性品種の作出があげられます。 

第4課題（住民参加と環境教育に関する計画作成）ではこ

れまで陝西省延安市および呉棗元村、河北省北部の豊寧県、

新彊ウイグル自治区ウルムチ地区など多くの地域で先進的な

砂漠化モデル事業の事例調査および農民、行政担当者からの

ヒアリングを実施してきました。その結果、環境意識の低さ

から、必ずしも住民が自主的に砂漠化対策に取り組んでいる

わけではないこと、多くの地域では砂漠化防止対策の事業主

体が林業部にあるため、植林が優先され、農地が減少し、農

民の収入が減少していることなどの問題点が指摘されていま

す。  
侵食の広がりつつある延安周辺の山々。 

 

第 5 課題（緑化と環境保全のあり方に関する総合的研究）

では、延安地区の原植生と推察されるリョウトウナラ林と人

工林の代表であるニセアカシア林を対象に、両者の生理生態

特性や森林構造、生物多様性を比較することによって、延安

地域における持続的な緑化や生態系の回復の方法が明らかに

なりつつあります。 

以上の研究の成果は、中国の砂漠化防止当局にも提供され、

砂漠化防止の基礎的な知見として活用されるなど、すでに砂

漠化防止の実用面においても成果があらわれてきています。 

 またすでに研究成果は多くの論文として発表されています

が、日中研究者の共著による書籍の出版も予定しており、一

般の方々へも成果を十分に伝えていきたいと考えています。 
2004年日中共同セミナー 
日本、中国などから 100名以上の研究者が
参加しました 



 

バイオシステム学 

地域資源の利・活用による持続的発展のためのバイオシステムの確立と評価 

 

【開始年度】1997年度（平成9年度）                     前川 孝昭    唐 孝炎 
 

【組織】 
日本側  相手国側 

日本学術振興会 事業主体 中華人民共和国教育部 
筑波大学 拠点大学 北京大学 
井上 勲・筑波大学・生命環境科学研究科長 
 

実施組織代表者 唐 孝炎・北京大学・環境学院・教授 
 

前川孝昭・筑波大学・生命環境科学研究科・

教授 
コーディネーター 唐 孝炎・北京大学・環境学院・教授 

 
東北大学・大学院工学研究科、岩手大学・農

学部、弘前大学・農学生命科学部、茨城大学・

農学部、千葉大学・海洋バイオシステム研究

センター、新潟大学・農学部、日本大学・生

物資源科学部、神戸大学・農学部、島根大学・

生物資源科学部 

協力大学 清華大学、中国農業大学、南開大学、南京大

学、中国海洋大学、復旦大学、西北農林科技

大学、吉林大学、上海交通大学 

 
【研究の背景・目的】 
持続的発展と環境保全的調和の観点で人類生存に不可欠な食料生産システムの秩序ある構築のために、バイオテクノ

ロジーを中心とする先端技術と地域に実在する技術との融合、学術研究を実施しています。 
 中国は、21世紀の前半に15億人の人口増加することから食料生産が追いつかなくなる可能性が大きく、まさに持続
的発展のために、秩序ある食料生産システムの構築が要求されてます。食料生産システムの秩序化には、バイオテクノ

ロジーやライフサイエンスの知見の導入による高度な学術研究の推進、生産による開発と生態系に攪乱を生じない環境

保全、さらには人類生存のための倫理面に沿った技術評価による技術選択など、バイオシステム学が目指す新しい学術

研究の確立を目指しています。（詳細は http://www.geocities.jp/kyotentsukuba/）。 
 
【研究テーマ】 
平成10年度～平成12年度 

a: 機能化植物の作出による農業生産性の向上 
b: 劣化土壌修復と持続的生産性の確保 
c: 食料生産システムにおける汚濁水の再利用 
d: 農産物の流通・加工技術の適正化 
e: 水源地修復及び水質改善生物技術の応用 
f: 大気汚染の農林生産性に対する影響 

平成13年度～平成16年度は、前期3年間の研究成果を検討し、
大気汚染の影響を評価する課題を加えました。 

1. 環境修復と食料増産のためのバイオテクノロジー 
2. 持続的・資源保全的な食料生産，加工，流通システムの開発
3. 乾燥地の生物生産システムにおける土壌環境の評価と改善 
4. 水源地修復及び水質改善技術の応用 
5. 農林業および生態系に及ぼす大気汚染の影響評価 

平成17年度～
1. バイオテクノロジー、農業生産およびポストハーベスト技術の開発 
2. 水源地修復及び水再利用・水質改善技術の応用 
3. 生物生産環境の評価と改善 



【交流の状況・成果】 
1.共同研究成果の概要 
研究成果はBiosystem Studies (ISSN1344-7432)に年2号掲載し、第7巻(通巻14号)に達しています。 
本拠点大学交流ではこれまでの拠点大学交流の主目的である人的交流から共同研究を柱にした交流に主目的を置き

替えた結果、共同研究に関係する予算獲得等が両国で行われ目に見える研究成果が挙がってきております。共同研究

は、平成17年度より3分野に統合し、日本側ならびに中国側サブリーダーを中心として具体的共同成果の内容を整
理し、上海の復旦大学の百周年記念セミナー(2005年6月)において検討しました。 

2.留学生の共同研究への参加 
中国側の博士課程へ進学した研究留学生は16人に達し、平成10年度に受入れた魏斌（Wei Bin：筑波大学）氏は
本学 44条第 2項適用者として秀れた研究業績をもっていることが認められ平成 13年度に学位取得でき、同様に王
頴氏も平成13年度に学位取得できました。他の14名もほぼ順調に学位取得にむけて研究を続けています。このよう
に国費留学生として受入れた学生の大部分がこの拠点大学交流事業で確実に成長していることは注目すべき成果の

一つと考えています。 
3.共同研究成果 

1）土壌トレンチ法による水質浄化効果（写真1,2） 
この共同研究は、日本筑波大学、北京大学、中国水利部水利水電研究院および昆明環境研究所と設計施工、2002
年より3年運転されている。その後2005年度になって、4基が設計され、施工中であり、本年8月末に稼動予定で
す。 
2）日光温室の性能とその解析 
この共同研究は日本筑波大学、中国農業大学，吉林大学との共同研究として開始され、実モデルのデータ取得，コ

ンピュータ解析等を行なって大型施設のスケールアップを可能にする設計基準へ結びつけています（写真3）。 
 
 

 （写真1）新聞記事          （写真2）工事完成      

4. 賞 
本水処理生物学会論文賞：日本水処理生物学会 杉浦則夫,院多本華夫,前川孝昭 1999.11 

前川孝昭、2003.6 
04.8 

智治 他 2004.8 

5. 部評価の実施状況 
ロジェクトは外部評価を受けて、拠点大学交流を継続しています。 

 

 
   （写真3）日光温室  

 
受

1）日
2）日本食品工学会ポスターセッション賞：食品工学会 張振亜,前川孝昭 2003.9 
3）日本沙漠学会賞：日本沙漠学会、安部征雄、2003.5 
4）生態工学会論文賞：生態工学会、杉浦則夫,内海真生,
5）農業施設学会論文賞；農業施設学会、山口智治,畔柳武司,陳青雲 他 20
6）農業施設学会ポスタープレゼンテーション最優秀賞：農業施設学会、趙淑梅,山口
 
外

2001年度にこのプ



 

 
武田信生 教授 ハオ 吉明 教授

都市環境 

都市環境の管理と制御 

 

【開始年度】2001年度（平成13年度） 
【組織】 

日本側  相手国側 
日本学術振興会 事業主体 中国・教育部（MOE） 
京都大学 拠点大学 清華大学 
荒木光彦・京都大学・大学院工学研究科長 実施組織代表者  
武田信生・京都大学・教授 コーディネーター ハオ吉明・清華大学・教授 
北海道大学・工学研究科、東北大学・工学研

究科、東京農工大学・工学部、豊橋技術科学

大学・工学部、滋賀県立大学・環境科学部、

龍谷大学・理工学部、立命館大学・経済学部、

大阪大学・工学研究科、岡山大学・資源生物

科学研究所、広島大学・工学研究科、愛媛大

学・工学部、高知大学・農学部、福岡大学・

工学部、九州大学・工学研究院、山口大学・

工学部、琉球大学・工学部 他 全31大学 

協力大学 
 
 
 
 
 
 

北京大学、南開大学、大連理工大学、同済大

学、上海交通大学、昆明理工大学、重慶大学、

哈爾浜工業大学、華東理工大学、東南大学、

四川大学、西安建築科技大学、武漢大学、湖

南大学、西安交通大学、北京工業大学 

 
【研究の背景・目的】 
 人が生活する場として，より快適で豊かな都市を求める時代が，環境の時代という名でそこまできています。便利で

効率的な物質文明社会の中で，生活と生産の場近くで副次的に発生した公害問題，環境破壊を早急に解決し，安全で安

定した生活を確保する事が求められています。本事業では，単に公害問題を解決するだけでなく，人の行動規範として

省資源・省エネルギーの立場がより強く意識され，自然との共生を図りうる資源循環型社会の構築を目的としています。 
 相手国である中国は急速な経済発展のただ中にあります。持続的な発展のためには経済発展と環境保護の両立が不可

欠であることを，我々日本人は実際に体験し，そこから数多くのことを学んできました。この経験を中国の研究者と共

有し，発展に貢献することは我々の義務と考えています。また，中国は急速な経済発展に対して環境保護が立ち遅れる

という途上国に典型的な環境問題に加え，急激な都市化に伴う都市生活環境汚染の拡大や自動車排ガス汚染の拡大とい

う先進国型の環境問題を同時に抱え，解決がより一層困難となっています。このような中国の特殊な事情に対しては本

事業内での研究者の交流，さらにそれを発展させた共同研究において解決策を共同で見出すことを目指しています。 
 
【研究テーマ】 
 この拠点大学交流プログラムでは，都市環境問題を扱う以下の 4つの領域を設け，各領域で重点研究課題を設定し，
交流活動を実施しています。※括弧内は中国側，日本側のグループリーダーを示しています。 

  G-1. 都市水環境制御・管理に関する研究（黄霞・清華大学教授，津野洋・京都大学教授） 
  G-2. 大気汚染制御・管理に関する研究（ハオ吉明・清華大学教授，北田敏廣・豊橋技術科学大学教授） 
  G-3. 廃棄物制御管理と資源化に関する研究（王偉・清華大学教授，武田信生・京都大学教授） 
  G-4. 都市基盤施設（ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ）の管理・制御に関する研究（賀克斌・清華大学教授，宗本順三・京都大学教授） 

 また，平成17年度より，研究だけでなく，環境に関する教育についても日中間で意見を交換していく予定です。 
 
 



【交流の状況・成果】 

《 セミナー風景 》 

 研究グループ1と4が合同で，またグループ2と3が合同で各々毎年1
回，セミナーを開催しています。セミナーは中国で1回，日本で1回開催
することを原則としていますので，各グループの研究者は2年に1回は相
手国で開催されるセミナーに参加することになります。セミナーでは両国

の研究者から平均30件程度の研究発表があり，参加者は50名内外です。
当初は相手国研究者の研究分野や関心事を知ることに重点が置かれてい

ましたが，現在では，共同研究テーマに昇華していくことが重要であると

認識されています。 

 研究者交流では毎年10名程度が各々数日間程度日本から中国へ派遣さ
れ，また，30名程度が各 1々0日間程度中国から来日して研究活動を行っ
ています。これらの交流の中では小規模セミナーを開催したり，研究者同

士の討論を行ったりするほか，互いの国の環境条件や技術開発や普及のレ

ベルを理解できるように都市施設や企業などの訪問も積極的に進めてい

ます。今後はさらに，特に若い研究者が共同研究者の研究室に比較的長期

に滞在できるようにし，研究の融合化を進めていく予定です。 

表 これまでに開催したセミナー 
回 年 月 開催地（ホスト校）

1 2001.11 中国・清華大学 

2 2002.01 京都大学 

3 2002.07 中国・大連理工大学

4 2002.10 岡山大学 

5 2003.10 中国・同済大学 

6 2003.12 愛媛大学 

7 2004.07 琉球大学 

8 2004.10 中国・上海交通大学

 拠点大学交流事業は人的交流を支援する事業ですが，我々はここで培

われた人的ネットワークを基礎に，次のような新たな事業を生み出して

きました。 
(1) マラヤ大学，清華大学，京都大学間での同時進行型連携講義の開設 
 京都大学大学院工学研究科ではマレーシア副学長会議（VCC）との
拠点大学交流事業（拠点：マラヤ大学）も実施していますが，この事業

と連携をとり，平成16年度よりマラヤ大学，清華大学そして京都大学
の間での同時講義を開設する計画を進めています。本事業は文部科学省

の現代的教育ニーズ取組支援プログラム（2004～2006年度）として推
進しているものです。 
(2) 京都大学－清華大学日中環境技術共同研究・教育センターの設置 
 環境技術の普及や一層の技術開発を促進するためには，人材の育成やオンサイトの研究開発を発展させる拠点が必要

です。そこで清華大学の協力を得て清華大学深圳研究生院での京都大学都市環境工学専攻の寄附講座「日中環境技術研

究講座」の設立が 2005年 10月 1日に計画されています。本講座では，京都大学と清華大学が研究・教育・実務を共
同で実施し，学術交流・環境技術普及・新技術開発・人材育成を発展させる拠点となることが期待されています。 
 このほかに，中国における廃棄物最終処分場の改善を目的とした清華大学－福岡市－福岡大学による廃棄物処分技術

「福岡方式」の普及を含めた環境分野の技術協力協定の締結，『大都市圏廃棄物処理と環境保護シンポジウム』の開催

（2003年9月，北京），国際協力銀行『中国環境円借款貢献度評価に係る調査』の受託（京都大学と清華大学が評価を
実施），部局間学術交流協定の締結などがなされています。 

《 セミナー風景 》 《 施設見学：石炭火力発電所 》 



 

エネルギー理工学 

高品位先進エネルギーの開発と応用 

 

【開始年度】1998年度（平成10年度）                    小西哲之     Il Soon Hwang 
 

【組織】                                
日本側  相手国側 

日本学術振興会（JSPS） 事業主体 韓国科学財団 (KOSEF) 
京都大学エネルギー理工学研究所 拠点大学 ソウル国立大学 
吉川 潔・ 
京都大学エネルギー理工学研究所・所長 

実施組織代表者 Chang Hyo Kim・ 
Seoul National University・Professor 

小西哲之・ 
京都大学エネルギー理工学研究所・教授 

コーディネーター Il Soon Hwang・ 
Seoul National University・Professor 

京都大学･大学院工学研究科／大学院エネル

ギー科学研究科／国際融合創造センター／

原子炉実験所、北海道大学、東北大学、東京

大学、名古屋大学、大阪大学、京都工芸繊維

大学、九州大学、核融合科学研究所 

協力大学 東義大学、東義工科大学、浦項工科大学、釜

山国立大学、延世大学、韓国先進科学技術大

学(KAIST)、韓国原子力研究所(KAERI)、韓
国基礎科学研究所 

 
【研究の背景・目的】 
私たち日本と韓国は、地球上でもっともエネルギーの伸び率の高いアジアにあり、ともにエネルギー先進国であると

言われています。長い交流の歴史を有する隣国同士の日韓両国が協力し合い、人と情報を交換しながら、中長期的視野

からアジアと世界のエネルギー問題を考え、解決に向けての有効な指針を示す事が研究目的です。  

 本交流計画ではエネルギー理工学に関する幅広いスペクトルでの情報交換及び討論を行い、両拠点大学を核とする具

体的な研究協力を進める事としています。これらを通して、高品位エネルギー源の開発と先進エネルギーシステムヘの

応用や核分裂・核融合エネルギーの発生と利用、先進エネルギー材料の基盤および開発研究、クリーンエネルギー生産

のための新規なバイオエンジニアリングシステムの構築、水素や燃料、電池などの先進的なエネルギー媒体、エネルギ

ー変換技術など、環境適合型の先進的エネルギーシステムに関する理学・工学の発展に寄与することが主な研究目標と

なっています。両国に共通の工学的に重要な領域における材料開発活動との協力関係を深めることも目的としています。

本計画で開発される先進エネルギー材料は、機械・電子・航空・土木などの多彩な工学分野への応用も期待されていま

す。これらは日韓セミナーの開催や成果報告年報を通して広く還元する計画です。 

【研究テーマ】 
研究テーマは大きく次の４つに分かれています。１．高品位エネルギー源の開発と先進エネルギーシステムへの応用、

２．先進エネルギーシステム材料、３．クリーンエネルギー生産システムに関する開発研究、４．次世代原子力エネル

ギーシステムの開発研究。また、テーマ１は、1-1）相対論的電子ビームによる高輝度放射の発生と先進的利用、1-2）

高密度プラズマでの輻射過程、1-3）プラズマ科学・工学。テーマ２は2-1）超電導材料の大型応用調査研究、2-2）原

子力発電所の運転・保全技術の高度基盤化、2-3）先進エネルギーシステム材料研究への電子顕微鏡の応用、2-4）環境

誘起高経年化劣化機構、2-5）核融合炉材料理工学。テーマ３は 3-1）クリーンエネルギー生産システムに関する開発

研究、3-2）の、エネルギー利用に伴う大気環境影響 は本年度まとめのセミナーをすることでその研究を締めくくり

ました。テーマ４は、4-1）先進燃料サイクル、4-2）革新的原子力技術開発と材料・工学確証、4-3）水素製造および

先進エネルギー変換・貯蔵に関する研究、4-4）先進的原子炉概念。このようにそれぞれを専門的なサブテーマに分け

ることにより、研究を深く幅広く行っています。 



【交流の状況・成果】 
 拠点大学によるエネルギー分野の研究交流は、京都大学とソウル国立大学の間で平成１０年に始まり、今年で７年目

を迎えて、活発に活動を展開しています。日韓交流日韓両国のエネルギー問題の構造は類似しており、両国の先進的な

エネルギー技術への期待、関心は高く、この分野での研究協力には共通の動機があるということができます。しかし、

大学や国の研究機関の研究者の間の学術的な交流については、よくいわれる「近くて遠い国」である状況はここでもみ

られ、両国とも国際協力といえばこれまでは欧米相手が中心であったため、拠点大学による直接の交流の確立は相手を

知ることから始め、次第に関係者の努力によってネットワークが作られてゆく、という経過をたどってきました。    
 交流は、前期の各分野で、当初は情報交換、相互に交流の相手をまず探し、ついでその研究設備、能力、特色を調べ、

それから実際の共同研究に入る、という段階で進められました。当初は京大とソウル国立大の間が中心で、いくつかの

分野で相互に対応する研究組織がみつからない、という例もあり、また研究レベルの差への懸念もありましたが、その

後協力の進展とともに協力は実際の研究活動の活発な現場へと急速に対象が広がり、現在の参加大学・機関は各 70程
度にのぼっています。大学だけでなく、韓国の原子力、核融合研究の中核となる韓国先進科学技術大学(KAIST)、韓国
原子力研究所(KAERI)、韓国基礎科学研究所（ＫＢＳＩ）などを加えて、より強力な研究活動に発展しています。これ
までの実績を表１にまとめますが、内訳を見てわかるように、研究者交流からはじまって、4年次以降はほとんどが共
同研究になっており、毎年両方向に110-130件程度とおそらく拠点方式では最多の派遣数が毎年あります。距離が近い
ことを考えても大変な数であり、共同研究の成果は共著論文などと

なって、昨年までで論文、プロシーディングスなど合計１０００報

以上が日韓両国の研究者名で発表されています。研究テーマは前述

のように広範なエネルギー分野に広がっており、高品位エネルギー

源、先進エネルギー材料開発、新バイオ工学システム、次世代原子

力エネルギーシステムの 4 つのテーマそれぞれに特徴ある協力活
動がすすんでいます。特に先進エネルギー材料の共同研究は、相互

に相手の特色ある照射装置を利用しての協力研究が進められてお

り、日本の超高圧電子顕微鏡とイオン加速器を連結したマルチビー

ム型超高圧電子顕微鏡による材料照射研究設備や、韓国側の原子炉

による材料照射などのように、かなり大規模な施設の相互利用が進

んでいます（図２）。また、高品位エネルギーに属するプラズマ核

融合分野の研究でも、相互の特色ある装置を利用した共同研究が開始

されており、たとえば、ミラー型と呼ばれるプラズマ装置では韓国に

HANBIT、日本にはGAMMA-10という装置があり、トーラス装置
としては日本側のHeliotron-JやLHDと建設中の韓国のKSTARト
カマクのように、特に韓国側の最近の設備、人員の充実は目を見はる

ものがあります。交流開始当初は韓国側の研究設備、体制にはかなり

見劣りのするものがあったところ、韓国側が世界レベルに追いついて

くるのに、当交流事業も役に立っているではと思われます。 

年度別　交流人数・人日
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表１これまでの交流実績と推移

 本交流の若手研究者育成への貢献は、特筆すべきものです。多くの

日韓合同セミナーが、当交流事業のメンバーが中心となって行われて

いますが、相互に講演者を招聘しあっての交流が進み、特に学生を交

えて１００名規模の夏の学校を２回、平成１３年と今年度、行ってい

ます。また、短期間の交流をきっかけにわが国に来る韓国からの留学

生がかなりおり、博士課程などに在学して研究生活を送っています。次代をになう若い研究者が不足しがちな日本の研

究が活性化する一方、留学生が韓国に帰国して研究の中核となり、その研究拠点から次の学生を派遣するという好循環

が発生しています。これも長期的なアジア地域の研究レベルの向上を意図する交流プログラムの趣旨にふさわしい成果

であり、長い目で見ればアジア地域での学術レベルの向上と活性化、学術団体の国際化の点で、きわめて有意義な展開

といえるでしょう。 

 
写真１共同研究で利用する原子炉 

 このような、人のネットワークを作り、それが世代の間で循環するような協力は、成果を挙げるまでに長い年月がか

かります。その間、継続的な人と資金の投入が必要であり、多くは関係者の個人的な努力や献身のおかげもあって、本

交流は順調な成果が上がってきました。最近では交流は日韓を軸に、中国など近隣の国にも広がりつつあります。今後

ともこの交流の発展に向けたご支援をお願いしたいと思います。 
 



 

半導体 

次世代半導体開発 

 

【開始年度】1999年度（平成11年度）                      石田 誠   Kwang-Sun Kim 
 

【組織】                                                                  
日本側  相手国側 

日本学術振興会 事業主体 韓国科学財団 
豊橋技術科学大学 拠点大学 韓国技術教育大学 
西永 頌・豊橋技術科学大学・学長 
 

実施組織代表者 Kwang-Sun Kim・韓国技術教育大学・教授

石田 誠・豊橋技術科学大学・電気・電子工

学系・教授 
コーディネーター Kwang-Sun Kim・韓国技術教育大学・教授

 
北海道大学・大学院工学研究科、東北大学・

大学院工学研究科／未来科学技術共同研究

センター／電気通信研究所／多元物質科学

研究所、東京大学・大学院工学系研究科／生

産技術研究所、名古屋大学・大学院工学研究

科、京都大学・大学院工学研究科、大阪大学・

大学院基礎工学研究科、広島大学・工学部／

ナノデバイスシステム研究センター、九州

大、九工大、立命館大、慶応大 他 
 

協力大学 ソウル大学、安東大学、済洲大学校、全北大

学、慶北大学、全南大学、壇国大学校、韓国

電子通信研究所、漢陽大学校、韓国科学技術

院、韓国電子技術研究所、韓国科学技術研究

院、高麗大学校、浦項工科大学校、釜山大学

校、水原大学、蔚山大学校、ソウル市立大学、

嶺南大学、延世大学、KAIST他 

 
【研究の背景・目的】 

21 世紀は、高度情報化社会であり、半導体エレクトロニクスはその基盤産業の一つであります。情報化がますます
進むことにより、高速かつ大容量の次世代半導体技術の開発が不可欠となりますが、これらの開発には膨大な研究資金

と人的資源を要します。また、派生する環境対策に関する諸問題を解決する必要に迫られ、国際的協力の拡大が必須と

なります。そこで、本交流事業では、日韓両国におけるハイレベルの科学技術専門家の交流による新しい視点に立脚し

た次世代半導体材料および半導体製造設備技術の開発に関する共同研究と、関連する新産業の創出を目指します。 
 
 
 
【研究テーマ】 
 本交流事業は、日韓両国間における共同研究および研究者交流により進められます。次世代半導体開発において、特

に、ハードエレクトロニクス用デバイス・プロセス技術の開発は緊急を要する課題であるため、共同研究（A）として、
重点的かつ集中的に研究開発を進めています。さらに、本交流事業の課題である次世代半導体材料および半導体製造設

備技術の開発に関する研究において、日韓共同研究実施のための基盤を形成する課題として、共同研究（B）を設定し
以下の4課題を重点研究テーマとして選定しました。 
1)次世代半導体新材料の開発 
2)次世代半導体デバイス設計・製造技術の開発とその応用 
3)次世代半導体成膜技術および装置の開発とその応用 
4)半導体産業における環境対策技術の開発とその応用 
 
 
 



【交流の状況・成果】 
21世紀においても高度情報化社会における産業基盤の一つは，半導体エレクトロニクスであり，高性能な新しい半

導体材料・デバイスの開発がますます必須であることは明らかです。本事業では，日韓両国において多数の有力な研究

者に本事業参加を要請し，国際的な協力の下に次世代半導体材料・デバイス開発およびその応用の可能性を追求し，活

発な研究活動を行ってきました。本研究活動開始当初には，日韓両国研究者の相互訪問による情報交換と研究者交流に

よる討論を中心に，将来有望な共同研究を立案し，効果的かつ有機的な研究方策を探ってきました。 

高性能新規材料・デバイス研究の進展に伴い具体的な共同研究を奨励する場を提供するため、平成 12年度より日韓
共同セミナーを両国で交互に開催し，両国研究者が多数同時に参加して研究成果の発表と討論を行ってきました。平成

16年度には、雲仙にて第5回日韓共同セミナーを開催し、74名（日本側36名、韓国側38名）が参加しました（写真
1）。全体講演，ポスター発表，討論を通じて共同研究の成果を発表し、研究者間で情報交換を行うと共に、これまでの
5年間の活動で得られた成果をふまえて、新たな共同研究を提案するセッションを企画し、今後の共同研究推進体制に
ついて活発な議論が交わされました。上記セミナーにおける交流以外にも、グループ単位、個人単位での相互訪問も活

発で、平成16年度には、のべ124人の研究者が相互訪問し共同研究を行いました。 
本事業の成果発表に際し，平成 12年以降、北九州，韓国済州島，中国西安、そして平成 16年には札幌で開催され
た電気工学に関する国際会議において，本事業のための特別分科会を企画し，外部研究者を交えて半導体材料とセン

サ・MEMS関係の成果発表と議論を行ってきました。また、日韓両国にて多数のミーティング，ワークショップ，セ
ミナーを企画・開催し、若手研究者、企業研究者との連携も進めてきました。平成 16年度は、ヒューマンセンシング
とバイオテクノロジーに関する国際シンポジュームを韓国の檀国大学校で，半導体ナノテクノロジーとバイオセンサに

関する日韓特別セミナーを豊橋技術科学大学のVBLで開催しました。また、韓国機械技術院とLG電子研究所で開催
した電子産業関連室内環境に関するセミナーには、多数の企業からの参加者があり、本事業の韓国国内での評価が高い

ことが伺えます。 

次世代半導体技術開発分野は、顕著な高度化、大規模化、多様化の一途をたどり、国際的な共同研究が不可欠と成っ

ています。日韓共同研究推進に関しては、本事業に参加している研究者が前述の4つの重点課題に別れて日韓共同研究
実施のための基盤形成に取り組むと共に、参加メンバー間、特にグループを横断した共同研究を推進してきました。特

に緊急かつ重要な課題に対しては、重点的共同研究

課題を選定し集中的に研究開発を推進してきました。

この重点課題の実施は、日本側の大学・研究所にて

開発した次世代半導体材料を韓国側の大学・研究機

関で評価したり、韓国側研究者あるいは博士課程学

生が日本に長期滞在し、日本側の協力のもとに半導

体研究施設を利用して新機能デバイスの設計・作製

を試み、韓国に持ち帰り詳細な測定評価を行うこと

で進めてきました。日韓の共同研究件数も12件を超
え、これらの共同研究は、多数の学術専門誌に公表

されています（平成 16年度の日韓共著論文数は 23
偏）。過去5年間で得られた多岐にわたる研究成果の
中から、主要なものを以下で紹介します。 

 
写真1 第5回日韓共同セミナー 

 

 
写真2 CMOS/MEMS研究施設(豊橋技術科学大学)での共

同研究風景 
 

 
写真3 日韓共同研究で開発されたセンサの一例

 

センサ・MEMS関係 
 韓国側研究者が考案。設計した新しいセンサ・

MEMSデバイスを、豊橋技術科学大学の VBL・固
体機能デバイス研究施設に設置されている集積回路

設計・製造施設を利用して、日本側研究者の協力の

もとで試作・評価を行ってきました（写真2）。日本
側研究者と議論・改良を重ねて、高感度のイメージ

センサ、高温で動く加速度センサ、さらにバイオセ

ンサ等の多くの成果が得られています。（写真3）。 
 
次世代半導体メモリ関係 
 強誘電体薄膜を用いた電界効果型トランジスタ

に関する研究では、本事業による共同研究成果の一

つが、韓国科学技術省と韓国科学財団による、2004
年度の日韓共同研究成果ベスト 30 選に選ばれてい
ます（文献リスト参照）。 



 

セラミックス材料科学 

 
  関野 徹 

 
SHIM, Kwang Bo 

環境低負荷型の多機能セラミックスの新しいプロセッシング及び 
ナノ構造と機能の評価 
 
 
【開始年度】1999年度（平成11年度） 
【組織】 

日本側  相手国側 
日本学術振興会 事業主体 韓国科学財団 
大阪大学 拠点大学 漢陽大学 
川合知二・大阪大学産業科学研究所・所長 実施組織代表者 KIM, Chong Yang・漢陽大学・学長  
関野 徹・大阪大学産業科学研究所・助教授 コーディネーター SHIM, Kwang Bo・漢陽大学・セラミック

プロセッシング研究センター・助教授 
大阪大学・接合研／工、長岡技術科学大学・

極限ｴﾈﾙｷﾞｰ密度工学研究ｾﾝﾀｰ／機械／化学

／環境、鹿児島大学・理工学研究科、九州大

学・工、長崎大学・工、大阪府立大学・工、

横浜国立大学・大学院環境情報研究院、京都

大学・再生医研／ｴﾈﾙｷﾞｰ理工研、東北大学・

学際科学国際高等研究ｾﾝﾀｰ／工、名古屋大

学・工、信州大学・工、神奈川大学・工、東

京大学・生産技術研究所、佐賀大学・理工、

東海大学・工、静岡大学・工、島根大学・総

合理工、立命館大学、大阪工業大学・工 

協力大学 鮮文大学、慶尚国立大学、東新大学、仁荷大

学、高麗大学、成均館大学、韓端大学、漢城

大学、江陵大学、韓国海洋大学、京畿大学、

密陽国立大学、釜山国立大学、三陟国立大学、

ソウル国立大学、ソウル国立工科大学、韓国

セラミックス工学技術院、韓国科学技術院、

韓国試験研究所、技術標準化院、韓国先端科

学技術研究所、地学鉱物資源研究所、科学技

術研究所 

 
【研究の背景・目的】 
 環境及びエネルギー問題は、我々人類が早急に解決すべき今世紀の最も重要な研究課題です。これらの問題解決の為

にセラミックス材料が重要な役割を果たすことは言うまでもありません。10年以上前に大阪大学から世界に先駆けて
発信されたセラミックスナノコンポジットはこの問題解決のための最有力な材料の一つと考えられます。ナノコンポジ

ット構造は、セラミックスの力学的機能や熱的機能を革新的に改善できることが見出されていますが、この材料設計コ

ンセプトは、現在発展が期待されている IT及びバイオ工学の加速的な進展に必須の多機能調和型材料の開発に関して
も威力を発揮することが期待できます。このような背景を踏まえ、本プロジェクトにおいては、セラミックス系ナノ及

びナノコンポジット材料を主な対象として、日韓の研究者が密接に協力して、ナノ及びナノコンポジット構造と機械的

特性の相関の解明と今後の方針を明らかにし、これを基礎にして、セラミックス系機能調和材料の開発を目指します。

開発した新しい材料技術を素早く社会へ還元し、日本と韓国の今後の発展に貢献することも大きな目標です。また、研

究成果を基にしたベンチャー起業の設立も強く志向します。これらの目標を効率的に達成する為に、毎年日本と韓国で

セミナーを開催し、両国の研究者の情報交換、装置の有効利用、成果の報告・発表を行っています。 
【研究テーマ】 
「環境低負荷型の多機能セラミックスの新しいプロセッシング及びナノ構造と機能の評価」 
  共同研究のサブテーマ1 : 環境低負荷型の多機能ナノコンポジットセラミックス構造材料の開発研究 
  共同研究のサブテーマ2 : 環境低負荷型の多機能ナノ及びナノコンポジット電子セラミックスの開発研究 
  共同研究のサブテーマ3 : 環境低負荷型機能調和ミクロ/ナノ複合材料の低コスト製造プロセスの開発研究 
  共同研究のサブテーマ4 : セラミックス系材料の機械的特性評価と機能向上機構に関する研究 
  共同研究のサブテーマ5 : 環境低負荷型ナノセラミックス及びプロセッシングのシミュレーション 



【交流の状況・成果】 
 日本側 84名（25の研究機関）、また韓国側 92名（23の研究機関）の研究者が参加して、前ページに紹介した共同
研究課題に関して、セミナーを開催すると共に、５つの研究グループに分かれ共同研究を精力的に進めています。平成

16年度においては、韓国側から 96名の研究者と学生がのべ 441日の期間日本を訪問しました。一方、日本側からは
55名の研究者が212日の期間韓国に出かけ、各種情報の交換、セミナー参加、共同研究に参加しました。 
 文化や考え方が基本的に異なる数多くの研究者が、特定の研究課題につ

いて長期に渡って国際共同研究を効率的に進めるためには、お互いの理解

と対話が必要不可欠です。また、一堂に会して討論することで、どのよう

な共同研究体制が最も有効であるかを知ることも出来ます。この為に、毎

年、両国の研究者の大多数が相手国を訪問しあって情報交換と討論を重ね

るためのセミナーをそれぞれの国で開催し、大きな成果を得てきました。

写真1は、平成16年11月に大阪で開催した日本開催セミナーの写真です。
毎年両国で開催する本プロジェクトの成果の発表会として位置づけてい

るセミナーに加え、環境問題を主対象にしたミニ国際会議「The 
International Symposium on Eco-Materials Processing & Design」
(ISEPD)も毎年開催しています 
 
 共同研究の主課題「環境低負荷型の多機能セラミックスの新しいプロセッ

ては、本プロジェクト参加研究者が前述の5サブグループの1つ以上に参加し
過去6年間で得られた多岐にわたる成果の中から、実用化につながった主な
 1) ナノコンポジットコンセプトを展開して、高強度・高靱性・高耐食性・
導性に加え、金属のように自由自在に機械加工可能なマシナビリティを有す

能調和型Si3N4/BN、SiC/BN、AlN/BN、Al2O3/BN等のナノコンポジットの
 2) 双方向ナノコンポジットコンセプトを提案し、強度・靱
性が金属系の超硬材料に匹敵するZrO2(CeO2)/Al2O3ナノコン

ポジットの開発に成功し、従来製品の10倍以上の切れ味と寿
命を持つバリカン刃の開発に成功しました（図1）。 

図1 双方

 3) 人間の指先と同じような機能を持つセラミックス/高分
子系感触センサーを開発し、ペット型ロボットの感触センサ

ーやPCの入力ペン部品として実用化に成功しました（図2）。
また、この材料を各種のナノセンサーデバイスとして展開す

るコンソーシアムを立ち上げると共に、大学発ベンチャーを

創設しました。 
 4) 界面活性剤および超音波化学を利用した特殊プロセスで、数ナノメー
ルの銀ナノ粒子を簡便に安全に環境を汚すことなく室温で作製する簡便な

ロセスを開発し、この新材料を情報技術分野へ展開する為のベンチャー企業

創設しました。 
 5) 筒状多孔質セラミックスの製造プロセス、その気孔にバナジウムナノ
子を担持するプロセスを確立し、環境浄化用プラントに組み込むことに成功

ました。 
 6) Al2O3やZrO2を中心にしたナノコンポジットのトライボロジーと生体

合性の評価の基礎研究を基にして、ナノコンポジットが各種人工骨として最

適した材料であることを、国際会議での討論を通して世界に発信しました。

 7) セラミックスの粒界の組成や構造のナノ構造制御プロセス技術の開発
成功し、絶縁性のSi3N4、AlN、ZrO2等のセラミックスに、本来の高強度と

靱性を失うことなく、イオン伝導性や電子伝導性を付与することに成功し、

功しました。 
  8) IGC（不活性ガス中蒸発・凝縮）プロセスを開発し、優れたCO→CO2触

ル型の新規ナノ/クラスター複合粉末の合成に成功し、この材料技術を産業界
 
写真 1 
シング及びナノ構造と機能の評価」に関し

、精力的に共同研究に取り組んでいます。

成果を以下で紹介します。 
高熱衝撃破壊抵抗・低摩擦係数・高熱伝

る高次に複数の優れた機能が共生する多機

開発に成功しました。 

図 2 セラミックス/高分子系ナノコ
ンポジットセンサーの原理とロボッ

トへの応用例 

 
向型ナノコンポジット製のバリカン刃

ト

プ

を

粒

し

適
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に

高

この技術を産業界に技術移転することに成

媒特性を示すCeO2/Cu 系コアー/シェ
へ移転することに成功しました。 



 

有機・高分子材料工学 

高機能・環境順応型ソフトマテリアル創製と応用  

 

【開始年度】2000年度（平成12年度）                     柿本雅明   Sung Chul Kim  
【組織】                                                       

日本側  相手国側 

日本学術振興会 事業主体 韓国科学財団 

東京工業大学 拠点大学 韓国高等科学技術院 

相澤 益男・ 
東京工業大学・学長 

実施組織代表者 
Robert B. Laughlin・ 
韓国高等科学技術院・学長 

柿本 雅明・ 
東京工業大学・教授      

コーディネーター 
Sung Chul Kim・ 
韓国高等科学技術院・教授 

岩手大学・工学部、東北大学・多元物質科学

研究所、茨城大学・工学部、東京農工大学・

工学部、長岡技術科学大学・工学部、信州大

学・繊維学部、名古屋大学・大学院工学研究

科、名古屋工業大学・工学部、京都大学・大

学院工学研究科、京都工芸繊維大学・繊維学

部、九州大学・有機化学基礎研究センター、

慶應義塾大学・理工学部 

 
 

協力大学 
 

成均館大学、漢南大学、漢陽大学、浦項科学

技術大学、光州科学院  

 
【研究の背景・目的】 

 平成 17 年春、日本のソフトマテリアル業界は実に好調です。本交流事業で取り上げる高分子材料を主としたファイ

ンな有機材料を扱う日本の化学会社は、もともとはゴムやポリエチレンといった基幹産業的な製品を製造していました

が、ニッチな分野に打って出た会社です。創業当時の製品はアジア諸国の台頭で日本での生産に採算が取れずに中止し

たところも多く、ここ数年、リストラを断行し、会社自体をスリムに高効率に仕上げてきたところに韓国や中国の特需

がやってきました。一方韓国はどうでしょう。サムソンは素材を組み合わせて世界最大のディスプレーは造るのは得意

ですが、素材から開発する余裕はまだありません。古くから素材開発に取り組んだ日本の製品を使ってくれるのはこの

ような事情があるからです。このように、日本と韓国はソフトマテリアルにおける素材メーカーとユーザーという密接

な関係にあり、また、これらを引っ張る大学レベルの研究でも凌ぎを削っています。本交流事業では先端研究から実際

の技術まで、ソフトマテリアル分野での層の厚い交流を日韓で行うことにより、ソフトマテリアルの世界的拠点を極東

の地に築くことを目的としています。 

 

【研究テーマ】 

 前述のように高機能性高分子はまず電子材料で活躍しています。ＬＳＩの高容量化を支えているのが光加工性高分子

で、他にも高耐熱性の接着剤がＬＳＩの心臓部を宇宙線や水分から守っています。液晶ディスプレーでは何枚もの機能

性高分子フィルムを使うことで、見やすい画面を形成しています。我々は今回のソフトマテリアルの研究テーマを5つ

に分類しました。１）ソフトマテリアルを創る、２）ソフトマテリアルの機能化、３）ソフトマテリアルの物理、４）

ソフトマテリアルの加工、５）バイオソフトマテリアルとリサイクルです。まず、１）で新規な構造の高分子を合成し

ます。２）では、導電性高分子、液晶、有機電解発光、燃料電池、膜分離等の機能を追求します。高分子は長い（その

長さはスパゲッチーに直すと100ｍになる）ので、独特の性質が出てきます。３）では、その性質を追求するのが目的

です。材料を形にするのは重要な過程です。４）では、特に繊維に加工する研究をします。５）では、ＤＮＡの修飾や

人工臓器の研究をします。また、生分解性の高分子の研究を行い、リサイクルの問題を取り上げます。 



【交流の状況・成果】 

 まず、東京工業大学とKAISTのソフトマテリアルにおけるポテンシャルを述べる必要があります。東工大にはソフト

マテリアルを専門に研究する、25 名の教員を擁する有機・高分子物質専攻があり、その他の部局のソフトマテリアル

に関係する教員がいることを考えると、総勢約 40 名の教授・助教授がいます。これほどの研究者を持つ大学は世界で

も最大級であるといえます。さらに、国際高分子基礎研究センターが専攻とは別の組織として活動しています。一方

KAISTには、ChemistryとChemical & Biomolecular Engineeringの２つの専攻に約10名の ソフトマテリアルを専門

に研究する研究者がいます。さらに機能性高分子研究所では企業の研究者も参加して研究を推進しています。もちろん、

韓国ではもっとも充実したソフトマテリアルの研究機関です。このように、本拠点事業にはソフトマテリアル分野で、

日本と韓国のもっともポテンシャルの高い大学が参加しています。 

本交流事業では大きく二つのことを行うように決めました。まず第１は共同研究で成果をあげること、そして第２は

若い世代への支援です。第１の課題ですが、日韓で共同研究を開始して、その結果目覚ましい研究成果を出すためには、

共同研究の一つ前、お互い十分な情報交換を行い、相手がどのように考えて研究を推進しているかを理解するのがまず

踏まなくてはいけないステップです。そこで、前述の5つのテーマを二つに分け、各々のグループが年に１回はセミナ

ーを行っています。また、年度末には来期の計画を立てるためにグループリーダー会議を開催し、効率の良い交流を目

指しています。その結果、液晶場でのレーザ発振や、新しい紡糸技術等の注目すべき共同研究をしているグループがあ

ります２００４年には「分岐ポリマーの合成と応用」と題するテーマを設定して、各グループが横断的共同研究を行え

るようにしました。この裏には東工大とＫＡＩＳＴに分岐ポリマーの合成に係わっている研究室がかなりあるという事

実があります。そして、合成系の研究室が合成した分岐ポリマーを、応用に興味のある研究室が試してみるという形で

研究が推進できると考えています。 

これら共同研究の成果をより効果的にあげるには大学院博士後期課程の学生にみっちりと実験してもらう必要があ

ります。自分の実験室では他に誘惑も多く、なかなか進まないものも、環境を変えれば何倍ものスピードで実験がはか

どるものです。韓国の学生は日本で、日本学生は韓国に、３カ月間滞在して共同研究のための実験をすることにしてい

ます。これにより、１）確実に実験データが出る、２）大学院生は異国の文化を肌で吸収できる、３）異国に良い友達

ができる、など 

１石数鳥の効果が 

期待できます。ま 

た、大学の助手や 

助教授クラスのす 

でに学位を持つ若 

手研究者の交流も 

行っています。      2004年6月にKAISTで開催した中間評価のための発表会でのスナップ写真 
彼らは若く活動的で 

短時間で多くのものを吸収できます。そこで、１週間くらいの間に相手国の大学３つを回り、各大学でセミナーを行っ

て交流を深めるプログラムを作りました。各訪問先大学では、ポスター発表形式で研究を紹介しあい議論します。若い

だけあって、予定の時間をはるかにオーバーして激しい論争を繰り広げていますが、これこそ科学の進歩に大いに貢献

する光景です。 

 ２００３年には、我々のプログラムを皆様に知っていただく目的で国際会議を韓国慶州で開催し、アメリカやドイツ

からの招待講演者を含め、日韓合わせて３５０名の参加がありました。また、２００５年１１月には耐熱性と電気特性

面でバランスの取れた電子材料と知られるポリイミドに関する韓日の会議を釜山で開催の予定です。以上のように、日

韓のソフトマテリア 

ル産業を意識した、 

特色のある交流事業 

にしていきたいと考 

えています。 

 

  
               
          2005年2月に開催したグループリーダー会議での集合写真 



 

水産学 

水産資源変動の解明と非環境負荷・ゼロエミッション型水産業の構築 

 

【開始年度】2001年度（平成13年度）                飯田浩二(IIDA Kohji) 李珠煕(LEE Ju-Hee) 
【組織】          

日本側  相手国側 

日本学術振興会 事業主体 韓国科学財団 

北海道大学 拠点大学 釜慶（プキョン）大学 

山内晧平・大学院水産科学研究院・研究

院長 

実施組織代表者 崔宗和（チェ・ジョンファ）・水産学部・

学部長 

飯田浩二・大学院水産科学研究院・教授 コーディネーター 李珠煕（リ・ジュヒ）・水産学部・教授 

東京大学・海洋研究所、 

東京海洋大学・海洋科学部、 

京都大学・フィールド科学教育研究セン

ター、 

鳥取大学・工学部、 

愛媛大学・沿岸環境科学研究センター、

九州大学・応用力学研究所、 

長崎大学・水産学部、 

鹿児島大学・水産学部 

 

協力大学 

 

慶尚（キョンサン）大学・海洋科学部、

群山（グンサン）大学・海洋科学部、 

麗水（ヨス）大学・水産海洋学部、 

済州（チェジュ）大学・海洋科学部、 

江陵（カンヌン）大学・生命科学部 

 

【研究の背景・目的】 

  日本と韓国は古くから，日本海や東シナ海などの隣接する海から様々な共通の魚介類を食料資源として利用しながら，

養殖や水産加工など共通する関連産業を発展させてきました。しかし，近年，地球規模の環境変化や過剰な漁獲が近隣

海域の水産資源を減少させています。特に，マイワシ，スルメイカ，スケトウダラなどの回遊性魚類は，その生息域が

両国にまたがっているために，これらの資源，生態研究には両国の協力が不可欠となっています。 

  今後、日韓両国が海洋から食料資源を長期的に安定して確保するためには，両国の研究者が協力して水産資源変動の

解明の基となる資源量の正確な調査や再生産のメカニズム，それらを取り巻く海洋環境変化等を明らかにすることが必

要です。さらに，両国の健全な養殖漁業の発展のためには，健康な魚を育てる養殖技術，老化した養殖漁場の環境改善，

海洋資源の高度利用，未利用海洋生物の健康食品や医薬品への利用技術などの開発に早急に取り組む必要があります。 

 そして，限りある水産資源を無駄なく有効に，かつ，それらを取り巻く環境に負荷を与えずに利用していく非環境負

荷・ゼロエミッション型水産業を構築することがこの研究のねらいです。 

【研究テーマ】 

これらの目的を達成するため，大きく４つの研究テーマ（グループ）を設けています。 

１）日本海・東シナ海の海洋環境変化と水産資源変動の解明（環境分野）：生息域が両国にまたがるマイワシ，スケト

ウダラ，スルメイカなどの回遊性魚類の生態と資源変動の原因を解明するとともに，沿岸海域に生息する魚類の分布や

生態に関する共同研究を行います。２）選択的漁獲技術と資源量評価手法の開発（漁業分野）：海洋食糧資源の安定供

給実現のため，幼魚や目的外の生物を獲らない漁具，漁法の開発，資源量評価のための定量採集装置の開発，音響を用

いた資源量推定技術の開発などに関する共同研究を行います。３）魚介類の品種開発，種苗生産，育成技術の開発（増

殖分野）：効率的かつ環境を悪化させない増養殖技術の確立のため，魚病対策，養殖漁場の環境改善，沿岸漁場の整備

などについて共同研究を行います。４）未利用資源の食料，健康食品，医薬品への利用技術の開発（食品利用分野）：

遺伝子を含む海洋未利用資源の有効利用をはかるため，海洋微生物，深海生物，海藻類を素材とした機能性食品や医薬

品の開発のための共同研究を行います。 



【交流の状況・成果】 

毎年，研究グループ毎に共同研究を実施するほか，合同セミナーを年1回，日本と韓国で交互開催しています。 

 

環境分野：生息域が日韓両国にまたがる魚類・イカ類の生態と資源変動

の解明に向けて，これまでに，二国間ワークショップや中国を交えた国

際シンポジウムを開催し，共同研究課題の抽出を行ってきました。2003
年度からは，両国の水産業を支えているスルメイカを鍵種として選び，

両国大学練習船による海洋環境とスルメイカ幼生の分布などの再生産

機構に関する共同調査を始めました。両国にまたがる水産資源の産卵場

調査は，本共同研究が初めてです。また，韓国およびその周辺海域の魚

類相を調べるために，韓国各地の魚類標本と魚類採集の共同調査を行い，

計10科の韓国初記録種と稀種を発見しました。 
 

漁業分野：日本海や東シナ海に生息する魚類の魚種や資源量を計量魚群探知機やソナーを使って調べるための基礎実験

を日本と韓国で行なっています。これまでに，日韓共通の魚種について，日本で５回，韓国で６回の共同実験を行いま

した。また，両国の練習船を使いて，現場における資源量の調査も始めました。今後，基礎実験で得られたデータを駆

使しながら，資源量推定の精度向上に努めます。一方，環境や生態系に負荷を掛けない環境低負荷型漁業の実現のため， 

目的外の魚を獲らない選択型漁具，漁法の開発や，科学的な資源管理方策についての共同研究も行っています。 

 

日韓の魚食文化の理解―類似性と相違―

日本海を中心として得
られる水産物の機能性

伝統食品の特
徴と機能性

水産食品の
安全性確保

日韓の魚食文化の理解の上にたった水産機能性成分研究と
食品の安全性の確保

世界に向け、水産物の栄養機能性の高さと有効利用方法につい
てアピール

増殖分野：水産増養殖が活発になればなるほど，餌の食べ残しなどによ

り海洋環境が悪化します。また，それにより病気が発生し，増養殖発展

の大きな制限要因となります。そのため２度にわたり，水産生物の健康

診断・健康管理に関するワークショップを開催しました。その結果，両

国には多くの共通の病気があり，病原体をしっかり調査した上で，共通

の健康管理の実施が必要であることが明らかになってきました。今後，

健康診断の方法や防疫対策について議論していきます。 

 

食品利用分野：日本や韓国では、水産物をよく食べますが、両国ではガ

ンや動脈硬化にかかる比率が欧米諸国に比べて低いことが知られてい

ます。これは、水産物に含まれる各種機能性成分を、日本人や韓国人が

多量に摂取していることが大きな要因と考えられます。そこで、本研究

では、1)海洋資源の機能性とその高度利用、2)日韓の食生活比較、3)食品素材の衛生化および電解水の利用の3点に着
目して共同研究を行っています。こうした研究により、両国の水産食文化や水産物由来の機能性成分の摂取の共通性と

違いについて理解することができ，世界の人々の健康増進にとって有益な情報を得ることもできました。こうした水産

物の利用に関する国際共同研究はたいへんユニークであり、国際的な水産科学の発展に寄与するものと確信しています。 

 

セミナー：日韓の水産研究者が集まり，特定のテ

ーのテーマは，平成 13 年度（釜山：9 月）：日

本と韓国の食文化の特徴と水産科学の役割（150

名参加），平成14年度（札幌・函館：8月）：日

本海の海洋環境と海洋生態系（120名参加），平

成15年度（慶尚・統営：12月）：沿岸域におけ

る水産資源の効率的な利用と資源管理（132 名

参加），平成 16 年度（札幌：12 月）：水産を取

り巻く災害と危機管理（108 名参加）です。全

分野の研究者の参加によるセミナーであり，

様々な視点からの議論が活発になされています。

また，各交流分野に分かれた分科会も毎回同時

期に開催し，それぞれの研究成果や今後の研究

計画について議論しています。 

ーマについて様々な側面から議論します。これまでに開催したセミナ



 

 

インターネット 

次世代インターネット技術のための研究開発と実証実験 

 

【開始年度】2003年度（平成15年度） 
【組織】 

日本側  
日本学術振興会 事業主体 韓國科學財團

九州大学 拠点大学 忠南大学 
有川節夫・九州大学・理事 
 

実施組織代表者 金 大榮・忠

岡村耕二・九州大学・助教授 コーディネーター 金 大榮・忠
 

早稲田大学、九州産業大学、長崎大学、大分

大学、佐賀大学、宮崎大学、京都大学、国立

情報学研究所、東京大学、大阪大学、慶応大

学、九州工業大学、広島大学、広島市立大学、

情報通信研究機構、筑紫女学園大学、北海道

大学、九州情報大学、長崎総合科学大学 

協力大学 韓国科学技術

学校、漢陽大

全南大学校、

技術院、成均

国大学校、濟

国科学技術研

校、慶南大学

校、釜山大学

慶尚大学校 

 
【研究の背景・目的】 
インターネットは、いまや、すっかり社会の生活基盤の一部になっています 。例え
事故などでその機能が停止してしまうと、一般生活に支障がおよぶことも多いと思いま

維持するためには実は非常に多くの高度な技術と機器が用いられています。水道や電気

今もなお研究され続け、より高度なものへと進歩している点です。このような現在より

次世代インターネットと呼ばれ、アメリカを始め欧米など世界各地でその研究開発が進

次世代インターネットの基盤技術およびその高度応用分野において日韓が協力して研究

ット研究開発基盤の確立を目指しています。 
 
【研究テーマ】 
 
本研究プロジェクトでは、次世代インターネットに関して基礎技術から、高度な応用

な研究テーマを日韓の研究者が取り組んでいます。 
 

1. 高度マルチメディアデータ通信の研究開発とe-Learning・遠隔教育への

2. 次世代インターネット基盤技術の研究開発 

3. デジタルライブラリのための次世代インターネット基盤技術の研究開発 

4. 次世代インターネットを用いた遠隔医療の開発と臨床応用 

5. インターネットにおける情報セキュリティ技術の研究開発 

6. インターネットを介した仮想現実空間構築技術の研究開発 

7. グリッドの基盤技術及びアプリケーションに関する研究 

 

岡村耕二 

相手国側 
 

南大学・教授 

南大学・教授 

大学校、ソウル大

学校、慶北大学校、

韓国情報通信大学

館大学校、梨花女子

州大学校、国立癌セ

究院、忠北大学校

校、韓国先端網協会

校、全北大学校、

ば、水道や電気と同

す。このインターネ

と違う点は、その技

もより高度なインタ

められています。我

を行ない、アジアの

まで幅広くカバーし

応用 
金 大榮 

学校、高麗大

慶煕大学校、

校、光州科学

大学校、建

ンター、韓

、順天郷大学

、釜慶大学

世宗大学校、

じように、

ットを運用、

術や機器が

ーネットは

々は、この

インターネ

、次のよう



【交流の状況・成果】 
 
本プログラムでは毎年日本、韓国それぞれ1回ずつの全体セミナーを開催しています。2004年度までの開催地は、韓国忠

南大学（2 回）、九州大学（1 回, 図 1)、九州以外の日本人の便宜を考慮して軽井沢（1 回）です。いずれのセミナーも日韓で 

100 名近い参加者があり、本プログラムの様々なテーマに関する情報交換や技術交換の場として、また、新しい交流の生まれ

る場として機能しています。2005 年度は、アジア規模の次世代インターネットプロジェクトである APAN 全体会合(Asia Pacific 

Advanced Network, 全アジアの次世代インターネット研究者 500 名程度が出席予定）と本プログラムを共催させ、本活動をア

ジア全体にアピールすることにしています。本プログラムはまだ始まったばかりですが、インターネットの発達スピードと同様

に加速しながら、既に日韓が共同して未来のインターネットに貢献しています。 

 
図1: 九州大学でのセミナーの様子 

 
本プログラムでは遠隔講義、日韓民間テレビ局の生放送コンテンツの共有実験をはじめ、すでにいくつかの実用的な

実証実験を行なっていますが、その中でも 2005年 5月14日に韓国で開催された、韓国医学会全国大会におけるデモ
ンストレーションを紹介します。韓国医学会全国大会は、日本の医学会総会に相当するもので、何年かに一回開催され

る、韓国医学会を代表する規模の大きい重要なイベントのひとつです。この全国大会中に、会場のホテルと、ソウル大

学病院、梨花大学病院、九州大学病院を超高速インターネットで接続し、韓国国内外の医師によるパネルディスカッシ

ョンのようなものが行なわれました。画像としては無圧縮の DV (Digital Video) が用いられ、低遅延で高品質な映像
が用いられました。また、ソウル大学病院から会場のホテルに HDV (High Definition Video, 超高解像度映像 )を用い
た、手術映像の通信デモも行なわれました。この韓国医学会全国大会でのデモは大成功をおさめ、韓国KBS （日本の 
NHK に相当）でも、大々的に取り上げられ放映されました。放送でのテレビのアナウンサーのコメントは要約すると
次のようなものでした。 
 
「外国にいる有名医者の助言を聞きながら実際の手術を自国で受けるのが可能でしょうか? 夢だと思われたこんな
遠隔手術の道が遂に開かれました。 執刀医と国内医療陣、日本九州大学病院医療陣までリアルタイムで繋がれて手術
画面を見ながら熱っぽい討論をすることができることは超高速インターネットが送る高画質立体画面のおかげです。 
この技術を利用すれば国内医療陣が海外有数の医療陣と所見を取り交わす遠隔手術が可能になるはずです。」 
 
さて、この実証実験では、4 地点の DV 通信をまとめる処理などは、九州大学情報基盤センターで行いました。ま
た、本プログラムのテーマのひとつである「次世代インターネットを用いた遠隔医療の開発と臨床応用」は、月に1回
以上のペースで遠隔医療教育を日韓で開催しています。もちろん、技術的には、「次世代インターネット基盤技術」に

取り組んでいる研究者が協力しています。こうした実績と技術の積み重ねがあり、協力体制が整っているからこそ、広

く一般市民にも認めてもらえるような大規模なデモを成功させることができたのだと思っています。このような日韓で

の実証実験が行なえるようになったことは、本プログラムが技術的にも人的交流という面でも順調に進行していること

の証といえるでしょう。 
 



 

歯学 

①歯科生体材料の開発研究ならびに臨床研究 
②重度顎顔面欠損症の研究 
③口腔疾患と硬組織の生理病態に関する研究                江藤一洋   Mettachit Nawachinda 
【開始年度】1996年度（平成8年度） 
【組織】 

日本側  相手国側 
日本学術振興会（JSPS） 事業主体 タイ学術研究会議（NRCT） 
東京医科歯科大学・歯学部 拠点大学 チュラロンコン大学・歯学部 
江藤一洋・東京医科歯科大学・歯学部長・教

授 
実施組織代表者 Mettachit Nawachinda・チュラロンコン大

学歯学部・助教授 
江藤一洋・東京医科歯科大学・歯学部長・教

授 
コーディネーター Mettachit Nawachinda・チュラロンコン大

学歯学部・助教授 
大阪大学・歯学部、新潟大学・歯学部、広島

大学・歯学部、長崎大学・歯学部 
協力大学 マヒドン大学・歯学部、コンケン大学・歯学

部 

 
【研究の背景・目的】 
 このプロジェクトの日本側拠点校となっている東京医科歯科大学歯学部は、アジア諸国の歯科医師養成のための指導

者や研究者を養成することを国際交流の基本方針としており、これまでにアジア諸国の主要な大学と学術交流協定を締

結し、これを基盤とした学術交流に組織的に取り組んできました。1996 年にこのプロジェクトが開始されるまでに、
すでにいくつかの学術交流活動が行われていました。東京医科歯科大学歯学部教官による若手教官研修プログラムの実

施（1992年～1994年、於チュラロンコン大学歯学部）、シンポジウム「東京医科歯科大学歯学部における歯科生体材
料の最近の進歩」（1993年、於チュラロンコン大学歯学部）の開催、文部省科学研究費国際学術研究「重度顎顔面欠損
症の研究」（1993年～1995年）などはその例です。以上のような実績を踏まえて1996年に開始されたのがこのプロジ
ェクトです。日本とタイの歯学領域における若手教官を中心とする教育研究の交流をさらに組織的に進めていくために、

日本側拠点大学を東京医科歯科大学とし、相手国拠点大学をチュラロンコン大学歯学部とすることはたいへん効果的で

あり、日本の歯学の教育研究を広く東南アジア全域に伝播させうる可能性を最大限にしている点で、大きな意義があり

ます。 
【研究テーマ】 
このプロジェクトには全期間を通じて次の3つの大きな共同研究テーマがあります。 
共同研究テーマ1：歯科生体材料の改良・開発研究 
共同研究テーマ2：重度顎顔面欠損症の研究 
共同研究テーマ3：口腔疾患と硬組織の生理・病態に関する研究 
以上のテーマは、タイの経済発展に伴って増加すると考えられる口腔疾患に対する歯科診療技術の向上の必要性と日本

の歯科医学、歯科医療の経験や技術を最も活かせるという双方の観点から決定されました。特に熱帯地方の高温多湿に

適用できる歯科材料の開発・改良に関する研究では、日本の歯科生体材料の開発研究の経験を数々の研究プロジェクト

やセミナーを通してタイ側の若手教官と共有することを目指しました。重度顎顔面欠損症はタイにおいても頻度は高く、

関心のあるテーマでありますし、テーマ3は基礎歯学と臨床歯学の双方からの包括的アプローチにより、日本の歯学の
研究成果・技法をタイの若手教官と幅広く共有することを目標に選択されました。 



【交流の状況・成果】 
 過去9年間（平成8年～16年）の実績を3つの共同研究のテーマごとに整理してみます。 
 
テーマ1：歯科生体材料の改良・開発研究 
共同研究（1）「歯科生体材料の基礎と臨床応用」では歯科金属材料における共同研究の幅広い展開が図られました。
共同研究（3）「歯質接着材料の基礎と臨床応用」では、セミナーの開催と連動して歯科材料の中で最も広範に用いられ
ている歯科有機材料における共同研究の展開が図られました。共同研究テーマの中でも、特に歯科生体材料学について

は、この9年間で格段に充実した領域であると評価できます。タイ側にとっては歯学の臨床・研究に対する意識の向上
や修士課程コース、博士課程コースならびに研究施設を設置するきっかけとなり、日本側にとってはアジアの歯学界に

おける学問上の信頼を改めて獲得したことなど、両国において大きな成果を得ることができたといえます。このような

成果を踏まえて、現在、歯科生体材料学分野での活発な共同研究（8）「チタン合金の部分義床歯への応用とその生物学
的解析」と共同研究（9）「最小限の切削による歯冠修復法を確立するための生物・工学的アプローチ」を中心に行われ、
歯科生体材料学分野での多大な成果を得ています。 
 
テーマ2：重度顎顔面欠損証の研究 
共同研究（2）「顎顔面発生とその異常における頭部神経堤細胞の役割」を遂行することにより、タイにおける基礎歯
学の定着が図られました。この研究に対応して、チュラロンコン大学歯学部に口腔生物学研究センターが平成8年に設
置されております。共同研究（7）「口腔組織の再生機構に関する研究」は、口腔組織再生の基礎研究と位置づけられ、
これに連動して開催されたセミナー「Regenerarion of Oral Tissues」（平成14年度、於バンコク）には200名以上の
聴衆が参加して、タイにおいてもこの分野における関心が極めて高いことがうかがわれ、活発な討論が行われました。

さらに共同研究（10）「顎顔面欠損患者の機能回復」や共同研究（13）「口腔組織工学の臨床応用」により日本―タイ
における重度顎顔面欠損症の研究にさらなる進展がみられました。 
 
テーマ3：口腔疾患と硬組織の生理・病態に関する研究 
 共同研究（4）「歯周疾患の生化学的・免疫学的診断、治療」ならびに共同研究（5）「歯内療法における新治療システ
ムの構築」を行い、シンポジウムの開催とも連動してきわめて活発に交流を行いました。共同研究（6）「高血圧患者に
対する精神鎮静法を応用した口腔外科手術時の全身管理」では、高齢者人口が急速に増加しているタイにおいても、高

齢者の歯科治療が極めて重要になりつつあると確認されました。平成15年度からは新たに共同研究（11）「口腔疾患の
予防とヘルスプロモーションに関するコミュニティベースの研究」と共同研究（12）「小児口腔への口腔疾患病原菌の
定着とその予防に関する研究」が開始され、タイにおいて非常に重要になりつつある小児う蝕の予防という側面を重視

した研究交流が進められています。 
 
 以上に述べてきたような共同研究の研究成果に加えて、さまざまな専門分野の研究者交流も活発に行われてきました。

また、最近になってタイから東京医科歯科大学への留学生が急激に増加している（平成4年2名、平成8年10名、平
成 16年度 23名）のは、拠点大学の果たす役割が極めて大きいことを示しており、若手研究者の育成という歯学領域
における拠点大学交流の当初の目的に照らしても十分に評価できるものと考えております。今後も引き続き若手研究者

育成に継続的に取り組んでいけば、日本とタイ国双方にとって大きなメリットのある、真の共同研究が可能になるもの

と思われます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

微生物の生物化学的研究 

耐熱性微生物資源の開発と利用 

 

【開始年度】1998年度（平成10年度）                             松下 一信    Napavarn Noparatnaraporn 
【組織】 

日本側  相手国側 
日本学術振興会 事業主体 タイ学術研究会議 
山口大学 拠点大学 カセサート大学 
古賀大三・山口大学農学部・教授 実施組織代表者 ナパヴァン ノパラットナラポーン・カセサ

ート大学・理学部・準教授 
松下一信・山口大学農学部・教授 コーディネーター ナパヴァン ノパラットナラポーン・カセサ

ート大学・理学部・準教授 
北海道大学・大学院農学研究科、岩手大学・

農学部、東京大学・大学院農学生命科学研究

科、静岡大学・農学部/連合大学院農学研究

科、京都大学・大学院農学研究科/大学院生

命科学研究科/生存圏研究所、京都工芸繊維

大学・繊維学部、神戸大学・農学部、鳥取大

学・連合大学院農学研究科、岡山大学・大学

院自然科学研究科/資源生物科学研究所、広

島大学・大学院先端物質科学研究科/生物圏

科学研究科、香川大学・農学部、高知大学・

農学部、九州大学・大学院農学研究院、他 

協力大学 
 
ブラパ大学、チェンマイ大学、チュラロンコ

ン大学、コンケン大学、モンクット王工科大

学トンブリ校、モンクット王技術大学ラドク

ラバング校、メイジョ大学、マハサラカン大

学、マヒドン大学、ナレスアン大学、ソンク

ラ王子大学、シルパコン大学、スラナリー技

術大学、シーナカリンウィロ大学、タマサー

ト大学、ウボンラチャタニ大学、ワライラク

大学、遺伝子工学・バイオテック国立研究所、

タイ科学技術研究所、農業省、水産省、他 

 
【研究の背景・目的】 
本拠点交流事業は、日本とタイの微生物学研究者が共同して、様々な機能を有する「耐熱性」をもった微生物を分離

し、それらの機能を分子レベルで解明し、さらに、これらの分離された耐熱性微生物がもつ有用な機能やそれらが生産

する有用成分の利用をめざす研究を行うことです。現在、世界中の様々な研究機関で、新機能をもつ微生物を自然界に

探索する研究が盛んに進められていますが、これらの研究のほとんどは、これまで人類が遭遇してこなかった深海など

の極限の世界から生物学的に全く新しいタイプの微生物を探索しようとするものです。しかし、私たちの交流事業は、

それらの研究とは全く違う視点で、私たちが古来より利用してきた同じ微生物種にあって、我々が見落としていた新し

い能力「耐熱性」を持つものを、タイ国のような「熱帯」環境より探し出し、その有用な機能を利用しようとするもの

です。「耐熱性」微生物を微生物産業に導入することができれば、それらの発酵生産効率が温度上昇のために損なわれ

ることもなく、また冷却に必要とされる莫大な水光熱費を削減できるので省エネルギーにつながります。加えて、生化

学的・遺伝学的に注目されているが未だ確立されていない耐熱性微生物を、好熱性細菌などと比較して相違点を明確に

することで、一群の微生物資源として位置づける基礎的な研究もすすめています。 
【研究テーマ】 

本拠点交流事業では、上述したように、様々な機能を有する「耐熱性」をもった微生物を自然界、特に熱帯性気候

を有するタイ国の自然から分離し、分離した耐熱性微生物の分類及び特徴づけとともに、それらの生物種を特定してい

る生理機能を遺伝子及び蛋白質レベルで解明することを目指しています。さらに、これらの研究を通して明らかとなっ

た耐熱性微生物とその微生物が生産する酵素や生理活性物質を利用する開発研究も視野に入れながら研究をすすめて

います。これまでの7年間は、異なる視点から違うタイプの「耐熱性」微生物を探索し、機能解析を行うため、５つの

研究課題にわかれて共同研究を進めて参りました。しかし、私たちの活動も最後の３年に入るため、本年度からは、以

下の４つのプロジェクトに体制を大幅に変更し、より具体的な成果を産み、かつ産業化への足がかりをつくることを目

指して、共同研究を進めています。1）耐熱性微生物細胞とその利用、2）耐熱性微生物由来の酵素とその利用、3）耐

熱性微生物由来の生理活性物質とその利用、 4）耐熱性微生物による環境浄化とバイオ マス利用。 

  



 
【交流の状況・成果】 
１）昨年度の学術的な成果 
 16年度は、日本側研究者19名（延べ滞在日数135日）がタイに出向き、研究討論及び研究指導を行う一方で、タイ

側研究者70名（延べ滞在日数1331日）が日本の大学において共同研究に従事しました。その共同研究の成果として、

19編（関連論文を含めると38編）の研究論文が発表され、7件の特許申請がなされました。昨年度は、また共同研究

の成果を内部で発表，討論するために、今回で４回目となる日-タイ合同セミナー（第４回 JSPS-NRCT 耐熱性微生

物資源の開発と利用に関する合同セミナー）を 11月に九州大学医学部において開催し、34件の口頭発表と 82件の

ポスター発表を行いました。日本側から84名、タイ側から77名の参加があり、非常に活発な発表と討議が行われまし

た。（その時の様子を下の写真でご覧ください）。 
 今回のセミナー発表の内容を、第１期（2000年まで）の耐熱性微生物の「分離・分類」研究、そして第２期（2003
年まで）の分離された菌株の「生理学

的研究」と比べると、右表に示すよう

に、内容的により深化した「生化学

的・分子生物学的な研究」や「応用研

究」とともに、再び耐熱性微生物の「分

離・分類」研究が増えてきていること

がわかります。これは、第１期に多く

分離されてきた耐熱性のバクテリア

と異なり、酵母、カビ、そして放線菌などのどちらかと言えば「高等」と言われる微生物種に耐熱性菌が多く見出され

てきたことに特徴があります。これは、 応用研究を考える時に、発酵生産や酵素生産等に有用なこれの高等微生物に

耐熱性が見いだされてきたことは、非常に重要な前進であると見ることができます。一方で、耐熱性微生物がもつ有用

な酵素の遺伝子クローニングが昨年度は多くなされ、これが生化学・分子生物学的研究の高い割合に反映されています。

これらの研究も、酵素利用を考える時、そのクローニングと発現系の確立が重要になりますので、大きな前進と言えま

す。加えて、有用医薬素材を生産する耐熱性酢酸菌、家禽のプロバイオティクスとして利用可能な耐熱性乳酸菌、抗菌

的食品添加物として有用なバクテオリシン生産菌、さらにバイオレメディエイションに有用な種々の耐熱性微生物など

応用研究も多くなってきています。このように、私たちの事業は、終盤の展開に向けて、より具体的な成果を得ること

が可能な方向にすすんでいます。 
 
２）その他の成果と今後の課題 
 昨年度は、上述したタイ側研究者との共

同研究の発展に加えて、本事業に関連して

タイ側から派遣され、日本側研究者の大学

院に入学した学生が博士課程2名、修士課

程2名（拠点枠はこのうち1名）にのぼり

ます。また、交換及び短期留学生として 9
名もの学生が日本側研究者の研究室に滞

在し研究活動を行いました。さらに、博士

号を取得して、新たに本拠点事業の強力な

メンバーになったもの2名（このうち拠点

枠の学生1名）がいます。このように、本

事業を通じて、タイの「微生物学」分野の

若手研究者の育成が着々とすすんでいま

す。加えて、この間の本事業の発展をベー

スとして、昨年度、京都工芸繊維大学と         九州大学で行われた第４回合同セミナーのポスター発表風景 
Chulalongkorn Univ. Fac. Scienceなど7件の大学間もしくは学部間交流協定が結ばれており、本事業を越えて、よ

り大きな日-タイの連携が培われてきていることは特筆すべきことと言えます。 
 ただ、上述した第４回の合同セミナーの組織委員会での討論および全体討論でも指摘されたように、本事業にお

ける研究の深化にともなって、その発展に充分寄与できない多くの研究者が本事業内に存在していること、本拠点大学

交流の進展にともない研究費獲得の必要性が痛切に感じられるようになってきており、今後に向けて解決しなければな

らない問題も多々見られるようになっています。 



 

医学 

感染症とその周辺領域 

 

【開始年度】1999年度（平成11年度）      
【組織】                                山本一彦       Srisin Khusmith 

 

日本側  相手国側 
日本学術振興会（JSPS） 事業主体 タイ学術研究会議（NRCT） 
東京大学 拠点大学 マヒドン大学 
廣川信隆・東京大学大学院医学系研究科・ 

大学院医学系研究科長 
実施組織代表者 Pornchai Matangkasombut・ 

マヒドン大学・学長         
山本一彦・東京大学大学院医学系研究科・ 

医学部・国際交流室長 
コーディネーター Srisin Khusmith・マヒドン大学学長室国際

交流部・研究協力副学長 
【2005 年度（平成 17 年度）】京都大学・大
学院医学研究科、杏林大学・医学部、大分大

学・医学部、東京女子医科大学・医学部、琉

球大学・医学部、名古屋市立大学・大学院医

学研究科、国立感染症研究所エイズ研究セン

ター、理化学研究所遺伝子多型研究センター 

【終了】順天堂大学・医学部、高知大学・医学

部、国立国際医療センター、岡山大学・大学

院医歯薬学総合研究科、国立公衆衛生院、神

戸大学・医学部、大阪工業大学・工学部 

協力大学 【2005年度（平成17年度）】 
チュラロンコーン大学、チェンマイ大学、

プリンスオブソンクラ大学、コンケン大学、

首相府保健省、遺伝子工学局、タイ国立癌 

研究所 

 

 
【研究の背景・目的】 
日本やタイの保健・医療分野において感染症は重要な問題の一つです。本交流は感染症の研究を通してその予防、診

断、治療を向上させる具体的な方法を開発するために共同研究を行っている両国の研究者を支援しています。 
 
 
【研究テーマ】 

1999年の開始以来、本交流では5つのグループがそれぞれ以下の研究を行って来ました。 
 

（1）ある種の細菌が抗生物質に対して耐性を持つようになるメカニズムの研究。 
（2）血液の病気にウィルス感染が果たす役割の研究。 
（3）マラリアに対するヒトの抵抗力や感受性を決める上で遺伝子が果たす役割の研究。 
（4）HIV-1 ウィルス感染がエイズに進行していく過程でヒト遺伝子とウィルス遺伝子に見られる相互作用の研究。 
（5）母子のウィルス感染を早い診断とより効果的な治療を通して減らす方法の研究。 



【交流の状況・成果】 
1999年以来、本交流が支援したタイおよび日本の研究者の渡航延べ総数は250名以上、共同研究の結果として発表
された論文やレポートは報告されたものだけでも50件以上ありました。以下は5つの研究課題の成果を要約したもの
です。 

（1）細菌は抗生物質に耐性を持つようになり、今や抗生物質がほとんど効かない菌も多く出てきています。この研究
は耐性菌（抗生物質が効かない菌）がアジアでどのような広がり方をしているかを調べ、その広がりを阻止・抑制する

方法を開発しようとするものです。耐性菌は国境を容易に超えて広がるのでこの研究はタイ、日本を含むアジアのみな

らず世界の人々の健康を守るために役立っています。（平成15年終了） 
（2）エプスタインバーウィルス（EBV）は世界中どこにでも見られるウィルスで、癌の発生に関係すると考えられて
います。この研究ではウィルスのDNAを使用して感染を早期に（病気が重症化する前にも）発見する方法を開発しま
した。日本でこの技術を修得したタイの研究者達は、既に一部の技術を検査にも導入しています。現在この分野でのア

ジアのネットワークを構築し、これらの癌をアジア全域でコントロールできるようにするための計画を立てています。 
（3）マラリアは人類に最も重大な脅威となっている3大感染症のひとつです。毎年世界中で約5億の人がマラリアに
感染し、2.7億人が死亡しています。この研究ではマラリアの新しい予防方法と治療方法の開発を目指しています。そ
のためにまず、マラリア原虫の遺伝子がどのようにしてマラリアの薬に対抗するのかを調べています。またマラリアに

感染した時に、宿主の免疫システムの細胞がどのような反応をするのかも調べています。すでに重症マラリアになりや

すい遺伝子の型を1種類、なりにくい遺伝子の型を2種類、脳性マラリアになりやすい遺伝子の型を2種類、なりにく
い遺伝子の型を1種類見出しました。これらの発見はマラリアの新しい治療法の開発や患者1人1人に適した治療の実
現に役立つと考えられています。地球の温暖化に伴い、マラリア感染領域は現在感染が見られない国にも広がる可能性

がありこの研究は世界全体の人々の健康を守るために重要な貢献をすると思われます。 
（4）HIV-1感染をした人の体内ではヒト遺伝子とウィルス遺伝子が相互作用をし、さらにそれがAIDSへの進行に関
わっています。タイと日本の研究者は共同で以下のような研究を行っています。 
a)タイのHIV-1感染患者からDNAサンプルと医療データを採取する。 
b)患者の遺伝子の多様な種類の特定、遺伝子の多様性が起こす臨床結果の考察、などに必要な研究組織や実験室を構
築・設立する。 
c)AIDS研究に使用するための遺伝子情報のデータベースを構築する。 
この研究は2003年4月に開始したので、まだ基礎となる多型情報を塩基配列決定により蓄積している段階ですが、研
究が進めばAIDSのみならず他のウィルス感染症にも有効な新しい治療法が発見されることが期待されます。 
（5）ウィルス感染はアジアの多くのお母さんと子どもたちを襲います。この研究では1回で複数のウィルス感染を見
つけることのできる検査を新しく開発しました。また、タイと日本の共同研究により以前には知られていなかった下痢

を引き起こす新種のノロウィルスが発見されました。現在は、体重、栄養、精神の発達、ウィルス性下痢症の相互の関

連を調べています。タイの研究者たちはもうすでにこの研究による成果を使用して自国の医療の改善に役立てています。 
 
 また、2005年2月8日に東京大学において、タイ-日本合同セミナー「東南アジアの新興・再興感染症制圧への戦略」
を開催しました。このセミナーを通して、（1）タイと日本の二国間のこれまでの実績の確認および評価、（2）目標と実
施計画の整合性の検討、および（3）発表された成果に基づき、明確な今後の方針を確立することができました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

左：細胞培養を行うタイと日本の研究者 
右：タイと日本の研究者との会議でスピーチを行なう 

マヒドン大学Pratap Singhasivanon教授 



 

 

社会科学 

東アジア地域システムの社会学的研究 

 

【開始年度】1999年度（平成11年度）                  水野広祐     Surapon Nitikraipot 
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【研究の背景・目的】 
本プログラムは、近年における東アジアの地域化と地域主義の進展、経済連携構想に見るような日本の東アジア政策

の展開を念頭におきつつ、「東アジア地域の社会科学的研究」を大テーマに日タイ拠点交流を実施し、(一)このテーマの
理解に資する共同研究プロジェクトを推進し、(二)日本、タイにおける東アジア研究の研究拠点を形成し、これをハブ
とする日本、タイ、さらに東アジアの社会科学者の交流を実施することを目的としています。 
東アジアの地域形成は、ヨーロッパ地域統合のように共通の政治的意志によって「地域主義」として地域統合を推進

したわけではなく、市場の力によるインフォーマルなネットワークの拡大と深化、地域的な生産・流通のネットワーク

の拡大と深化によってもたらされ、「地域化」として進展しています。 
このような地域的な経済発展のなかで、各国において都市中産階級が継起的、波状的に形成され、人、モノ、カネ、

情報がグローバルにも地域的にもかつてとは比較にならない規模と速度で流通しています。これらの変化により、東ア

ジアの地域秩序はいまどのように変容しつつあるのでしょうか。本研究は、ヘゲモニー、ネットワーク、市場連携、人・

モノ・カネ・情報の流動、「企業家精神エンタープルヌールシップ」、さらに変貌する「家族」を鍵概念としつつ、日本、

タイの社会科学者を中心とするインターディシプリナリーな共同研究によって明らかにすること、そうした知的交流に

よって日本、タイに東アジア研究の拠点を形成し、知的共同体を構築することを目的としています。 
 
【研究テーマ】 
◇共同研究6「市場と経済連携」 
アジア経済は1997年の経済危機以降、急速にその連携を強め、2国間、多国間経済連携協定が次々と生まれようと

しています。アジアは欧米への依存を低め、アジアの中での連携の強化をはかっています。ことにＡＳＥＡＮを中心に

中国、日本、韓国との連携が今後重要となっています。こうした経済連携について、社会経済的観点から、各国専門家

との共同研究により、どのような連携が市場を通じて最大の効率をもたらすのか、アジア各国にどのような影響を及ぼ



 
すのかについて、明らかにすることが本研究の目的です。 
◇共同研究7「東アジアを拓く人達：新しい東アジア政治経済・社会・文化モデル構築」 
  近年、東アジアにおいては、中産階級の擡頭、政治経済制度改革、経済連携の進展のなかで、さまざまの新しい「企
業家」entrepreneursが登場しています。たとえば、タイのタクシン首相は、CEOとして新しい政治指導者のモデルを提
出しました。インドネシアの「やくざ」組織のなかには、選挙政治の定着とともに、集票ビジネスに進出しているもの

が少なくありません。また地域的な文化商品市場の拡大と発展の中で、新しい文化商品の開発が行なわれています。で

はこうした新しい企業家はどのような人たちなのでしょうか。かれらはどのような「可能性」を見つけ、どのような活

動を行っているのでしょうか。それにはどのような意義があるのでしょうか。本プロジェクトはこれを明らかにするこ

とによって、東アジアの社会文化政治経済的変容を国民国家のレベルと地域のレベルのふたつで理解することを目的と

しています。 
◇共同研究8「変貌する『家族』」 
 グローバル化の中でいま大きく変容しつつある東南アジアにおいて、「家族」にどのような変化が見られるのでし

ょうか。本プロジェクトでは「家族」が東南アジアにおいて、法的、イデオロギー的にどのようなものとして構築され

たのか。またその実態はどのようなものなのか。これらの問題を地域、民族、階層などの偏差を考慮しつつ、歴史的に、

また比較論的に、考察することを目的とします。  これまでの、「核家族」や「屋敷地共住集団」「家族圏」の議論は、
東南アジアにおける「家族」の特徴として、家族の外延が必ずしも明瞭でなく、二者関係の累積として社会関係のネッ

トワークが家族から外へ広がっていることをあげてきました。しかし、そういった議論は、婚姻や相続を含む家族をめ

ぐる制度とその変遷、その地域差、階級・民族による差異、国家統合との関連など、多くの検討されるべき課題を十分

検討することなく行なわれてきたのです。本プロジェクトの目的はこうした現状に鑑み、HIVウィルス感染、少子高齢
化、老いなどの問題との関連で、変貌する「家族」をさまざまの角度から、言説と社会学的分析の両面について、分析

することにあります。 
 
【交流の状況・成果】 
 これまで、毎年、約 20名のタイ人研究者、その他のアジアから約 15名の研究者が京都大学東南アジア研究や協力
大学の研究者を訪れ、各地でこれまでの研究結果について、研究者との情報交換、共同研究を行なってきました。また、

これまでにタマサート大学において 3回、京都大学において3回のワークショップを開催しています。最近では 2004
年10月に京都大学においてワ共同研究4と5共催でークショップを開催しました。（写真1, 2）。 
本プログラムの実施によって、京都大学東南アジア研究所、タマサート大学(経済学部、東南アジア・プログラム)、
チョラロンコン大学(アジア研究所)を、これまでにない東アジア研究のハブとして構築しました。そして、できるだけ
広い視点から東アジア研究を行っている日本の研究者と、この10-15年に現われてきた一国研究において第1級の業績
を挙げている東南アジアの研究者を中核メンバーとして東アジア地域研究拠点の形成とそのネットワークの構築に成

功してきました。 
 本プログラム実施の結果、タイの東アジア研究は、政治経済研究はチュラロンコン大学アジア研究所を中心として、

歴史・社会・文化研究はタマサート大学経済学部を中心として、さらに経済研究はタマサート大学経済学部を中心とし

て実施されるようになっています。また、これらの研究活動には、フィリピン、インドネシア、マレーシア、シンガポ

ールなどの社会科学者も参加し、東アジア地域システム研究のネットワークは、日本とタイを中心として、東南アジア

の他の国々、さらに香港、台湾、中国へも拡大しつつあります。こうした広域的な東アジア地域研究ネットワークの形

成こそが本プログラムの成果なのです。 
2005 年 3 月には、共同研究 1 と 2 の研究成果の一部として”After the Crisis, Hegemony, Technocracy and 

Governance in Southeast Asian”が京都大学学術出版会より出版されました。また、”State, Market, Society, and 
Economic Cooperation in Asia”が共同研究3の研究報告集として “Middle Classes in East Asia”が、共同研究4の
研究報告集として、そして “Flows and Movements in East Asia” が共同研究5の研究報告集として（写真3）出版
されました。             写真1                         写真2           写真3 
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【研究の背景・目的】 
 我が国は世界第一位の水産物輸入大国であり、タイからも多くの水産物を輸入しています。我が国とタイの水産食資

源に関する研究者は、共同で互いの国の水産関連産業の活性化と安心・安全な水産食資源の生産を支える必要がありま

す。また、世界的に見ても人口および健康食品としての魚介類の需要は年々の増加の傾向にあります。これらのことを

受けて、我が国とタイの研究者は、人的交流や共同研究により、高度な技術を駆使した、持続的産業としての水産食資

源産業の発展を目指し、本事業に取り組んでいます。 
 
【研究テーマ】 
 両国間の共同研究プロジェクトは、3つの大きな柱を立てて行われています。 
(1) 水産食資源動物の生産および管理技術の開発：養殖生産量の増加を目指し、バイオテクノロジーによる食として有
用な魚介類生産技術開発、養殖場の環境浄化、魚介類の病気に対する防疫体制の確立に関する研究です。 
(2)資源再生産・管理型漁業に関する研究：タイ沿岸の水産生物に対する適切な資源量の評価ならびに資源解析結果に基
づく漁具・漁法等の漁業技術の改良・開発により、生態系を維持した管理型漁業への推進・定着化を実施するための研

究です。  
(3)水産食資源の有効利用と付加価値向上のための技術開発：未知海洋資源の効率的利用が図られ、付加価値向上のため
の先端加工貯蔵技術の開発、および熱帯水圏特有の悪条件にも長期保存が可能な水産食品の製造技術開発に関する研究

です。 
 さらに、本プロジェクトでは10年間の事業期間を4年間（第1フェーズ：平成12-15年度）、3年間（第2フェーズ：
平成16-18年度）、3年間（第3フェーズ：平成19-21年度）に分け、第1および2フェーズ終了時に研究進捗状況等
を評価し、修正変更することにしています。 



【交流の状況・成果】 
(1)水産食資源動物の生産および管理技術の開発 
 本プロジェクトの主要な成果として、ブラックタイガーエビやクルマエビについて発現している遺伝子の網羅的解析

（Expresed Sequences tags:EST）を行い、多数の遺伝子およびゲノム情報の収集が可能となりました。また、これらのク
ローン化した遺伝子を用いてマイクロアレイを作製し、このマイクロアレイを用いることによりエビ類の成熟、生殖あ

るいは生体防御メカニズムを遺伝子レベルで解明が出来るようになりました。さらに、魚およびエビの有用形質遺伝子

の機能を解析するためにトランスジェニック魚あるいはトランスジェニックエビの開発を行い、遺伝子を発現させるた

めのプロモターの開発および遺伝子導入法の確立に成功しました。今後、遺伝子工学的手法により有用遺伝子の機能解

析や、病気に強く成長が早い等の新品種への作出の可能性が出て来ました。さらに、タイのメコン川に生息する数種類

の魚において個体や群を識別することが出来るDNAマーカーを発見することが出来ました。これらの、DNAマーカー
を用いることにより、今後は資源の管理技術の開発が遺伝子レベルで実施出来るようになりました。 
 養殖魚介類の感染症の共同研究において、タイと日本の両国で問題となっている魚介類感染症のうち、クルマエビ類

の白点ウイルス感染症（White Spot Virus infection）ならびに種々の細菌感染症について、病原体の遺伝子ならびにタン
パク質の検出診断技法の開発を可能にしました。これらの微生物が感染した際にエビの生体防御に関連する遺伝子の発

現パターンをマイクロアレイ法にて知ることが出来ようになりました。さらに、魚介類の自然免疫の一端を担う重要な

因子である一酸化窒素の測定系の樹立を行い、このことは、今後、健康な魚介類の選別を可能なものとし、感染症の発

生を少なくすることに繋がります。 
(2)資源再生産・管理型漁業に関する研究 
 熱帯水域での水産資源の特性解明と持続的な生産技術を確立することを目的として、タイの大学や水産研究所との共

同研究を進めています。資源生物の分野については、水産重要種となる魚類や甲殻類（カニ類）、頭足類（イカ類）に

ついて、その成長や繁殖といった生物学的知見を蓄積してきており、資源の再生産機構を明らかにするための基礎資料

としてタイ側研究者にその重要性を理解してもらい、また研究手法を定着するための連携を進めています。また漁業技

術の分野では、集魚灯漁業、漁船航法、並びに選択性漁具の３項目をとりあげて研究を実施しています。具体的には東

南アジア漁業開発センター、カセサート大学水産学部，並びに水産研究所の研究者との現地調査、情報交換、そして今

後の研究展開に向けた討議を実施してきました。集魚灯漁業については、タイのバンサレー漁港における漁船の集魚灯

装備状況の調査をもとに、日本や東南アジア各国との比較のもとで合理的な集魚灯利用の方法について検討を始めてい

ます。また、選択性漁具の問題については東南アジア漁業開発センターで実施している底引網の混獲防除装置の導入試

験に参画しました。これは熱帯水域各地で問題となっている水産資源の乱獲を防止するための「責任ある漁業」を東南

アジア地域へ導入し、普及させることを目的としており、FAOの地球環境対策プロジェクトとも連携を図りながら進め
られてきています。また、2004 年度からは日本の定置網漁法をタイへ技術移転するプロジェクトを開始し，沿岸域資
源の管理と持続的な生産に向けて小規模漁業者が組合を作り、協力して定置網を操業するもので、その技術がタイに定

着し、今後各地へ普及していく過程の検証が課題となっています。 
(3)水産食資源の有効利用と付加価値向上のための技術開発 
 すり身製造に使用されるタイ産魚種のゲル形成能に及ぼす凍結の影響について研究を行い、冷凍貯蔵中にタンパク質

が変性を起こすことを明らかにしました。脂質酸化は魚種によってその進行速度は異なっていることが明らかになり、

すり身ゲルの破断強度、破断凹みは凍結期間とともに減少することがわかりました。ゲル形成能の減少は、Ca-ATPase
活性の低下とホルムアルデヒドの生成に起因していることを、エソ肉とその内臓に存在する関連酵素活性を測定するこ

とにより明らかにしました。以上のように、タイ産魚種の肉質について研究すると共に、変性過程を測定する技術につ

いても一部開発することができ、今後、タイ産魚介類をすり身に使用できる可能性が出て来ました。一方、糖類のカラ

メル化反応で生成する各種物質の中から抗酸化活性を有する成分を見出し、これらが魚類ミンチ肉の貯蔵中における酸

化を効果的に抑制することを証明し、今後の実際の利用が期待されています。 
 また、水産加工業から大量に廃棄される魚肉、皮、骨などの有効利用と付加価値化を目標として、生分解性・可食性

包装材特にフィルムの調製とそれらの性状の解明を実施して来ました。さらに、廃棄される魚類の皮からコラーゲンを

効率的に抽出・精製する方法を検討し、これらコラーゲンの性状を明らかにしました。牛・豚のコラーゲンの代替品と

なる可能性を検討しました。これまでの共同研究の結果、魚肉の水溶性あるいは塩溶性タンパク質や皮から得たゼラチ

ン・コラーゲンを用いて、透明で伸性のあるフィルムを調製することができました。現在はこれらフィルムの実用化と

性状改善を検討しています。 
 
 共同研究成果は、本事業開始の平成１２年度より毎年英文にてレポートを発刊しています。また、平成１３年度より、

セミナーを毎年実施しており、その都度、プロシーディングを英文にて発刊しています。 



  
   

薬学 

天然薬物 

 

【開始年度】2001年度（平成13年度）             服 部 征 雄      Boonyong Tantisira Somsak Ruchirawat 
【組織】       

日本側  相手国側 
日本学術振興会 事業主体 タイ学術研究会議 
富山医科薬科大学 拠点大学 チュラロンコン大学，チュラボン研究所 
小野武年・ 
富山医科薬科大学長 

実施組織代表者  

服部征雄・ 
富山医科薬科大学・和漢薬研究所長 

コーディネーター Booyong Tantisira・ 
チュラロンコン大学・薬学部長、 
Somsak Ruchirawat・ 
チュラボン研究所・副所長 

千葉大学・大学院薬学研究院、東京大学・大

学院薬学系研究科、名古屋大学・大学院生命

農学研究科、広島大学・大学院医歯薬学総合

研究科、九州大学・大学院薬学研究院、岐阜

薬科大学、北里大学・北里生命科学研究所、

明治薬科大学 

 協力大学 チェンマイ大学・薬学部、カセサート大学、

コンケン大学・薬学部、マハサラカム大学、

マヒドン大学・薬学部、ナレスワン大学、プ

プリンスオブソンクラ大学・薬学部、シラパ

コーン大学・薬学部、スリナカリンウィロー

大学・薬学部、ウボンラチャタニ大学・薬学

部、ベトナム国立伝統医学研究所、ベトナム

国立薬物研究所 

 
【研究の背景・目的】 
現在、我が国の医療では伝統薬（漢方薬）が一定の役割を担っており、西洋薬が効きにくい病気の患者さんや、西洋

薬の副作用を恐れる患者さんには良く用いられています。そのため、伝統薬の治療効果を基礎研究によってしっかりと

証明しておくことが必要です。近年、伝統薬をめぐって大きな問題が起きています。その一つは資源の問題です。漢方

薬の原料である生薬の供給は多くを中国に依存していますが、最近、供給地が砂漠化するという理由で麻黄と甘草の採

取が制限されました。両方とも漢方薬の重要な構成生薬ですから、輸入が途絶えたら大変です。その二は健康食品とよ

ばれる物の急増です。同食品には多種の生薬や天然物が含まれていますが、基源や品質の保証はありません。ましてど

んな影響が現れるかもわかりません。一方、タイを中心とするアジア諸国でも西洋薬に対する考え方や健康食品をめぐ

る問題は全く同じです。さらに、未だ十分に研究されていない伝統薬や豊富な生薬資源があります。そこで、タイ国、 

ベトナム国との間で天然薬物を研究する人材交流や共同研究を行い、それらの問題の解決を図りたいと考えています。 
 
【研究テーマ】 
共同研究の主課題は「天然薬物」で、研究の対象は古来の伝統薬から新しい天然物（薬用植物や海産物）まで含みま

す。研究の内容も広く、薬用資源の同定（古来から使用されてきたものと現在の薬物が同一であるかどうかの科学的検

証）から、薬物が効果を発揮する理由を明らかにする研究まであります。 

（1）我が国をはじめ東南アジア諸国で人口の高齢化が問題となっていますが、それに伴って増加する老年痴呆や骨粗

鬆症など、老人に多く見られる疾患の予防や治療に有用な天然薬物、（2）蕁麻疹などのアレルギー性の病気や、癌の予

防や治療に有用な天然薬物、（3）我が国や東南アジアでは大きな問題となっているエイズや肝炎（肝障害を含む）、同

じく東南アジアに多いマラリアに有効な天然薬物の研究です。これらの研究により、薬物の構成成分やその化学構造を

明らかにし、合成法を考案し、薬効の発現機構を解明すること、また、試験管内で薬用植物を培養して有用な成分だけ

を作る方法を確立すること等が目標です。 



【交流の状況・成果】   
平成13 (2001)年4月から始まりました本交流事業は５年目を迎えました。過去4年間に我が国からタイ国へ出かけ
た研究者は 116名で滞在日数は 701日間でした。一方、タイから我が国を訪問した研究者は計 111名で、滞在期間は
大凡一人 1～3カ月でした。昨年はバンコクのチュラロンコン大学薬学部創立 19周年記念の一環として、12月 7－9
日の3日間、ワークショップが開催されタイの研究者に対し講義及び実
 本交流事業に参加している日・タイ

習実験を行いました。（写真参照） 
両国の協力大学には交流経験のあ

クルクマ属の植物であるウコン（Curcuma longa）の

て

に関する研究は欧米諸国と競合する部分があ

ての利用が盛

含

通じて共同研究の経験を積むことが期待されています。我々も研究者の交流

るメンバーが多く、活発な共同研究が行われています。そのうちの一部

を紹介します。 
（1）ショウガ科
根茎の粉末は黄色染料やカレー粉の一原料として用いられています。ま

た、ウコンの根茎には芳香性健胃作用、利胆作用、抗炎症作用等のある

ことが報告されています。これまでの共同研究では、○1タイ国産クルク

マ属の植物4種（学名は未確定）について遺伝子解析した結果、C. longa
（ウコン）は日本や中国産と同種と判明しました。しかし、薬用 C. 
zedoaria は日本やインド産と異なり 1 塩基の挿入があり、C. 
aromatica は日本産と全く異なるものでした。今後、正しく同定され
いるクルクマ属植物と比較して、これらの結果を再確認する必要があります（富山医薬大／マヒドン大）。○2薬理作

用も新しい視点から検討しています。ウコンの主成分クルクミンを基本骨格として合成された一連の誘導体には、マウ

スで脳虚血時に見られる学習行動の障害を予防する効果があることを見出しました（マヒドン大／富山医薬大）。また、

○3 Curcuma aromaticaの根茎から、クルクミンとその類縁の成分で化学構造が異なる３種類を分離し、マウス結腸癌
細胞 (colon 26-L5) の増殖、基底膜への浸潤、及び細胞運動に対する効果を検討しました。その結果、一つの成分が癌
細胞の浸潤や運動能に対してクルクミンより強い抑制作用をもつことを見出しています（富山医薬大／タイ癌研究所）。 
（2）タイ国沿岸の海洋生物に含まれる「アルカロイド類の抗がん作用」
ります。タイのプーケット島で採集された群体ホヤから化学的に不安定な塩基性化合物が見出され、種々の化学的な工

夫をこらして分離精製した結果、現在、欧米諸国で新規制癌剤の開発候補物質として注目を集めているエクチナサイジ

ン類であることが確認されました。そのうちの幾つかは満足できる収量で得られています。同じく、バンコク東側の海

で採集された青色海綿 Xestpongia sp. から、数種類の極微量イソキノリンアルカロイドが見出され、レニエラマイシ
ン J-L と命名されました。今回の共同研究では、最近インド洋に生息する同種の海綿から見出されたレニエラマイシ

ンH の化学構造が違っていることも確認されました。これ
らには化学的に不安定な構造が含まれていることから、エ

クチナサイジン類の場合と同様の工夫を重ね、原海洋生物

から効率よくレニエラマイシンＭが得られるようになりま

した。各種実験腫瘍細胞に対する細胞毒性試験が行われ、

レニエラマイシンＭが強い活性を示すことが明らかになり

ました（明治薬科大／チュラロンコン大）。 
（3）タイで伝統医薬として用いられている Pueraria属植
物Pueraria mirificaは、近年、健康食品とし
んになっていますが、その基礎的な研究は少ないのが現状

です。今回、 Pueraria mirifica植物体から組織培養系を誘
導し、カルス化する実験が成功しました。現在、同植物の

めたイソフラボノイドと呼ばれる一連の化合物が、どのよう

な経路で植物中で作られるかを明らかにする研究が進行しています（東大／チュラロンコン大）。 
 タイ国には 10の国立大学に薬学部があります。歴史の浅い薬学部では若いスタッフが多く、独自に研究を進めるに
は経験が少ないため、本事業による交流を

成分で強力な女性ホルモン様活性を示す miroestrol を

や共同研究を通じて相手国の薬学研究のお役に立てれば本望です。共同研究の成果に関する知的所有権は相互に享受で

きる様十分に注意する必要があります。 
  
 



 

 

海上輸送の総合的研究 

(1) アジアにおける河川輸送システムの開発 
(2) ネットワーク解析によるアジアの海上輸送の開発研究 
(3) インドネシア海域における波浪データの集積と船舶の安全性に関する研究 
(4) 海事産業と技術の振興策に関する研究 小瀬 邦治 A.A. Masroeri 
(5) インドネシアにおける海難事故実態調査および救難・サルベージ・修繕計画立案システムに関する研究 

 

【開始年度】1997年度（平成9年度） 
【組織】 

日本側  相手国側 
日本学術振興会 事業主体 高等教育総局（DGHE） 
広島大学・大学院工学研究科 拠点大学 スラバヤ工科大学 
山根八洲男・広島大学・大学院工学研究科長 
 

実施組織代表者 Soegiono・スラバヤ工科大学・教授 

小瀬邦治・広島大学・教授 コーディネーター A. A. Masroeri・スラバヤ工科大学・教授 
 

北海道大学・大学院水産科学研究科、東京大

学・大学院新領域創成科学研究科、横浜国立

大学・工学部、大阪大学・大学院工学研究科、

九州大学・大学院工学研究科／応用力学研究

所、東京海洋大学・海洋工学部、神戸大学・

海事科学部、近畿大学・工学部 

協力大学 バンドン工科大学、ハサヌディン大学、UPN
ベテラン大学、ダルマペルサダ大学、ボゴー

ル農業大学 

 
【研究の背景・目的】 
 造船業の技術移転，海運等の水上輸送の効率化，船舶安全性等において，現状のアジアの海上輸送には様々な問題点

があります．例えば，部品産業のような単純作業を行う分野では比較的技術移転が簡単ですが，個々の労働者が自分の

分担をわきまえ，作業にそれなりの注意を払わなければならない造船業の東南アジアへの技術移転の成功例は多くあり

ません．また，東南アジアを地域として捉えた効率の良い海運のネットワーク整備も遅れています．さらに東南アジア

では大型河川を輸送の経路として使用することが多いことから，河川交通の安全性確保，効率化が急務となっています． 
 以上のような背景の下で，本事業はインドネシアを中心としたアジアの海上輸送に関わる上記のような問題点を，現

地の研究者を中心とした協力体制に日本の研究者が参加する形をとりながら，問題の掘り下げと，解決のための技術的

検討を行うことを目的として始まりました．最終的には，この事業の経験を通じ，次世代の海上輸送システムを発展さ

せるための実際的な施策を作るための土台となる技術的な提言を行うことも考えています． 
【研究テーマ】 
 これまでの，特にインドネシア造船業の現状分析，海上輸送ネットワーク分析，船舶の安全性分析，河川交通の現状

分析等を通じて，それらにおける問題点が明らかになりました．現在は，これを踏まえ，現実的な方策・施策を提言す

るために以下の研究を行っています． 
1) インドネシアの船舶運航の安全管理システムを確立するために，運行を支援するためのシステム作りを行ってい
ます． 

2) アジアの河川交通に最も相応しい輸送形態を提案して，その実現化の検討を行っています． 
3) アジアの海上輸送の効率化を図るために，特定地域の実情に合わせた港湾・船舶システムの概念設計と海上輸送
ネットワークの計画を行っています． 

4) 船舶の安全を確保するために，安全に関わる全てのデータを収集し，実情に合わせた船舶を設計する方法につい
て検討しています． 

5) インドネシア造船業振興のための具体的な施策を提言するための検討を行っています． 



【交流の状況・成果】 
 本事業の交流は，主に日本人研究者を年間 30名規模でインドネシアを中心とするアジア諸国に派遣して，個別の研
究テーマについて，現地研究者と共に議論を進める形で深まっています．また，毎年，海上輸送工学に関するセミナー

を開催し，アジア各国の主要研究メンバーを招聘して，お互

いの成果を公表しつつ，全体の繋がりを図りながら，個別の

議論を深めるという手法をとっています．これらを通じて，

研究者相互が互いの立場を理解し，全体の成果向上のための

機運を高めています．各年度の個別研究テーマの成果および

セミナーを通じて得られた成果はそれぞれ冊子にして，メン

バー全員に配布しており，会議の内容の詳細についての周知

を行うことによって，情報の確認も行えるようにしています．

個別の研究テーマにおいては，日本側，インドネシア側双方

に幹事研究者を設け，また，各国に連絡責任者を置くことに

よって，個別あるいは，総合的な情報交換が瞬時に疎漏なく

実施できるような体制を確立しています．この情報ネットワ

ークは，メンバー同士の情報交換に留まらず，メンバー以外

の研究者からの問い合わせを可能にしており，交流の輪がさらに広がるようになってきました．さらに，従来，インド

ネシアの各大学では個別に入手が難しかった日本の学術誌を定期的に贈呈することによって，インドネシアの大学図書

の充実と研究意欲向上にも貢献しています．特筆すべきは，

インドネシアの大学では，独自の学会組織がないため，研究

者同士が横のつながりをもって，共同の研究を行うことを経

験していませんでしたが，本事業を通じて，大学間の連帯の

重要性に対する認識も高まってきました．さらに，この事業

のテーマは海上輸送という一種のインフラ整備事業であり，

基礎工学の分野と比べて幅広い各界と関連があります．従っ

て，必然的に大学に限定しない幅広い政府機関や産業界とも

連携を保つ形で運用されてきました． 
 これまでは，インドネシアを始めとするアジア諸国の研究

者と共に，アジア海上輸送に関わるあらゆる側面からの問題

分析を行い，改善のための提言を行ってきました．この努力

は各国研究者，行政担当者から共感を得られ，それぞれの国

の反省と新たな施策作りのための動きとなってきています．例えば，本事業の成果がインドネシア海運の現状分析と今

後の振興策検討に使用されて，インドネシア海運総局を主体としたマスタープラン作りのプロジェクト立ち上げの推進

力となりました．また，アジアでも有数の流体研究施設であるインドネシア応用科学技術評価庁（BPPT）流体研究所
（LHI）所有の実験設備の有効利用にも役立っています．具体的には，これまで請負方式でしか実験設備が稼動してい
ませんでしたが，現地研究者が日本の研究者の協力の下で，自身の頭脳と身体を使用して独自の実験を行える体制が整

備されつつあります．2001 年度には，インドネシアでは初めてのフェリーの転覆実験が現地研究者の手で行われ，イ
ンドネシアの船舶安全性に関する貴重なデータの取得と分析に成功しました．これを契機にして，インドネシア現地研

究者に自立した研究意欲が向上し，新しい実験に対し独自の

技術で装置等を設計し実験を実施しようという機運が高まっ

ています．また，アジアの河川輸送に適した輸送形態として

プッシャーバージシステム（タグボートが鉱石，穀物等を積

んだバージを押して運ぶ方式）を提案し，その実現化に向け

ての実験も現地研究者を中心として実施されており，独立し

た流体研究者としての意識が向上しつつあります．その結果，

インドネシア研究者の発案により，2004年度には河川輸送に
関するセミナーをジャカルタで開催し，最終報告に向けた研

究意欲をさらに加速されるものとなりました． 
 
 



 
 

応用生物科学 

生物生産における開発と環境の調和 

 

【開始年度】1998年度（平成10年度）                   會田 勝美      Syafrida Manuwoto 
【組織】                     

日本側  相手国側 

日本学術振興会 事業主体 教育文化省高等教育総局 
東京大学・大学院農学生命科学研究科 拠点大学 ボゴール農科大学 
會田 勝美・東京大学大学院農学生命科学研
究科・研究科長 

実施組織責任者 
 

Ir. A. A. Mattjik・ボゴール農科大学・学長 

會田 勝美・東京大学大学院農学生命科学研
究科・研究科長 

コーディネーター

 
Syafrida Manuwoto・ボゴール農科大学・教授

東北大学・大学院理学研究科／大学院農学研

究科、宇都宮大学・農学部、京都大学・大学

院農学研究科、岡山大学・農学部／大学院自

然科学研究科、九州大学・大学院農学研究院、

神戸大学・大学院国際協力研究科、筑波大

学・大学院システム情報工学研究科 
 
 
 

協力大学 ガジャマダ大学、パジャジャラン大学、バンド

ン工科大学、ウダヤナ大学、インドネシア原子

力庁 

 

【研究の背景・目的】 

 食糧問題と環境問題を同時に解決していくことは、重要かつ急務の世界的課題です。この問題を解決していくうえで、

農林水産業を主体とした生物生産が果たす役割は極めて大きいと考えられます。本共同研究ではこうした問題が顕著に

現れているアジア地域の中で、とくにインドネシアを対象として、環境を保全しながら生物生産の維持・向上を目指す

ための方策について検討することを目的としています。この目的を達成するには、フィールド研究を推進し、現在の生

物生産・地域システムの持続可能性に関する問題点を科学的に解明することが不可欠です。そのためには、相手国との

人的交流を通して協力体制を確立し、共同研究を推進していくことが必要です。さらに、長期的な視点からは、本共同

研究を通して日本・インドネシア両国の当該分野のおける若手研究者の育成に努め、今後の研究の発展に貢献していく

ことも大変重要です。 

 

 

 

【研究テーマ】 

 本共同研究では、相互に密接な関連を持つ4つの研究課題を設定しました。 
○ 開発に伴う環境変化と環境保全に関する研究（研究代表者 教授 塩沢昌） 
○ 植物資源の持続的利用に関する研究（研究代表者 教授 杉山信男） 
○ 環境調和型の農村開発に関する社会経済学的研究（研究代表者 教授 岩本純明） 
○ 持続的生物資源管理システムに関する地域生態学的研究（研究代表者 教授 武内和彦） 
 第1の研究課題では、土地利用変化がもたらす環境変化を広域的に捉え、持続可能な土地利用システムの提案を行な
います。第2の研究課題では植物資源の伝統的利用を再評価するとともに、バイオテクロノジー技術の導入によって革
新的利用の方策を検討します。第3の研究課題では、生物生産を支える社会構造に注目し、環境調和型の農村開発の方
法を提示します。第4の研究課題では、上記3つの研究課題を総合化することによって、地域社会に適合した新たな持
続的生物資源管理システムの提案を行ない、農村生態系の再構築を目指します。 



【交流の状況・成果】 

 本交流事業は、今年度で８年目に入り、4つの研究課題のいずれにおいても、研究成果が順調に蓄積されてきました。
これまでは、日本側研究者をインドネシアへ派遣することによって現地調査を行なうとともに、インドネシア側研究者

を日本に招へいして、研究の進め方についての議論や、データ分析、論文作成などを行なってきました。日本側研究者

の派遣に関しては、若手の研究者を重点的に現地に長期間滞在させることによって、データの蓄積を図ってきました。

また、インドネシア側研究者の招へいに関しては、とくに優れた研究内容を持ち、論文を作成するために来日する研究

者を優先的に日本に長期間招へいすることによって、実質的な研究成果が出せるように配慮してきました。その結果、

国際誌への投稿論文数の増加、日本、インドネシア両国から学位取得者の輩出など、多くの成果をあげてきました。 
本交流事業では、これらの研究成果を取りまとめて公表するために、セミナーを３回開催しました。第1回セミナー
は、2001年（平成13年）2月に東京大学で開催され、早期段階での研究成果の公表と意見交換を行ないました。日本
とインドネシア以外の国からも関連した研究を行なっている研究者を招へいし、相互に意見交流を行うことによって、

これまでの研究成果が国際的に通用しうるのかを確認するとともに、東南アジア全域にわたっての幅広い研究交流の場

を設けることができました。第2回セミナーは、2003年（平成15年）2月に東京大学で開催され、これまでの研究成
果の中間評価を行ないました。そのために、日本、インドネシア、第3国から評価委員を招へいし、外部評価委員会を
独自に設置して、セミナーの最終日に講評を受けました。また、優秀な研究成果は表彰するなどによって、研究グルー

プおよび個々のメンバーの研究活動を促進し、質の高い成果を生み出すために、よい意味での競争的環境を構築するこ

とにも配慮しました。第３回セミナーは，2004年（平成16年）12月にインドネシアバンテン州チレゴンで開催され、
平成１９年度に本事業が完了することに向けて，研究成果の総合的な取りまとめ方針や具体的な社会還元の方策が検討

されました。 
このように、本交流事業では過去7年間にわたる研究者の派遣・招へい、および3回のセミナーを通じて、着実な研
究成果をあげてきました。また、若手研究者の育成、両国のネットワークの強化などの成果も得られています。さらに、

セミナーにおいて日本とインドネシア以外の国からも研究者を招へいしたことによって、東南アジア全域にわたる研究

ネットワークが構築されました。 

本事業による研究成果は、国内外の学術雑誌に論文として公表された以外にも、図書としても公表されています。

2003年（平成15年）5月には、これまでに発表された論文のうち、質の高いものを集めて図書（Sustainable Agriculture 
in Rural Indonesia、写真1）としてガジャマダ大学出版会から出版し、これまでの研究成果を世界に広く発信しまし
た。日本国内においても、2003年（平成15年）7月、岩波書店の科学7月号（写真2）で、本事業による研究成果が
特集されており、一般の読者にもわかりやすいように研究成果が公表されています。 
  

 

 

 

 

 

 

写真1．Sustainable Agriculture in Rural Indonesia 
（2003年5月、ガジャマダ大学出版会） 

写真2．科学7月号 
（2003年7月、岩波書店） 
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熱帯森林資源の持続的な活用のための技術開発 

 

【開始年度】1996年度（平成8年度） 今村祐嗣 
【組織】 

日本側  相手国側 
日本学術振興会 事業主体 インドネシア科学院（LIPI） 
京都大学生存圏研究所 拠点大学 LIPI生物材料研究センター 
松本 紘・京都大学生存圏研究所・所長 
 

実施組織代表者 Luckman Hakim・Vice Chairman, LIPI 

今村 祐嗣・京都大学生存圏研究所・教授 コーディネーター Endang Sukara・Deputy Chairman for 
Life Sciences , LIPI 

北海道大学･大学院農学研究科、秋田県立大

学･木材高度加工研究所、岩手大学･農学部、

宇都宮大学･農学部、東京大学･大学院農学生

命科学研究科、東京農工大学･農学部、岐阜

大学･応用生物科学部、静岡大学･農学部、名

古屋大学･大学院生命農学研究科、京都大学･

大学院農学研究科、京都府立大学･大学院農

学研究科、鳥取大学･農学部、島根大学･総合

理工学部、愛媛大学･農学部、高知大学･農学

部、九州大学・大学院農学研究院、他３大学 

協力大学 LIPI・物理学研究センター／化学研究センタ
ー／生物学研究センター／バイオテクノロジ

ー研究センター、国立林産研究所、農務省農

園作物バイオテクノロジー開発研究所、労働

省建築研究所、ウィナヤムクティ大学、ガジ

ャマダ大学、スリビジャヤ大学、セルロース

開発研究所、パプア大学、タンジュンプラ大

学、ハサヌディン大学、ボゴール農科大学、

北スマトラ大学、ムラワルマン大学、バンド

ン工科大学、プトゥラ大学、他９機関 

 
【研究の背景・目的】 

化石資源の利活用に基づいた産業社会は先進国だけでなく発展途上国にも大いなる繁栄をもたらしましたが、一方で

地球環境、とりわけ熱帯地域の森林に深刻な負の影響を及ぼしています。それゆえ、熱帯木質資源の効率的かつ環境に

調和した生産・利用システムの構築が、持続型社会を確立する上できわめて重要となっています。さらに、早生樹木、

低質・未利用な木材、森林・農産廃棄物等の利用技術の確立が、わが国はもちろんインドネシアをはじめとする東南ア

ジア諸国から強く求められています。 

このような背景のもと、京都大学生存圏研究所は、“循環型社会の構築を目指した熱帯森林資源の持続的な生産と利

用”を目指して、日本学術振興会の木質科学に関する拠点大学方式による学術交流事業をインドネシアやマレーシアと

の間で実施し、アジアの地域性に関連する国際的な学術交流事業を充実・発展させています。 
 
【研究テーマ】 

循環型社会を目指した熱帯森林資源の持続的な活用のため、現在まで以下の4項目に分類される合計26研究課題を

実施してきました。 

１）熱帯木質資源の持続的利用のための木質材料科学 

２）熱帯産樹種を対象とする木質バイオマス利用技術の開発 

３）熱帯産樹種を対象とする木質生命科学およびその応用技術の開発 

４）森林資源と環境科学の横断的研究プロジェクト 

また、本拠点校事業の８年目にあたる平成１５年度には、「循環型社会の構築に向けた熱帯森林資源の持続的生産・

利用に関する俯瞰的研究」を立ち上げ、本事業の総括と今後の進むべき方向性につき検討しています。 



【交流の状況・成果】 

研究者交流並びに国際共同研究 

1996 年に本プログラムを開始して以来、研究者交流および共同研究の波及効果として参加研究者数が年々増加して

きました。特に、相手国からの日本への受入研究者数は、国際的な共同研究の推進と教育・研究の向上を目的とした交 

流方針により、益々増加しています。新たな研究意欲の高い研究者の参

加が、研究活動の活性化につながっています。現在の相手国側参加研究

者数は160名、来日者数は、延べ238名、一方、日本側参加研究者数は

129名、渡航者数は、延べ210名となりました。 共同研究の主な成果の

例として、熱帯早生樹を用いて比較的簡便な装置、手法により、優れた

材質をもつセメントボードを短時間で成形、製造することが可能となっ

たこと、また、アカシア樹皮木粉の接着剤成分としての利用が事業化さ

れたことが挙げられます。 

インドネシアでのシロアリ調査 
国際セミナーの開催 

国際木質科学シンポジウム（セミナー）は、1996 年から隔年に開催しており、これまでに 5 回、日本とインドネシ

アとで交互に開催しています。セミナー参加者数は1996年から回数を重ねるごとに増加し、2004年には202名となり

ました。また、このセミナーにおける論文発表数は1996 年の 44 件から年々増加し、2004 年には115 件となっていま

す。発表論文数の増加は、研究の生産性の量的な増加を示しているといえます。なお、本年度は本事業の最終年度にあ

たり、従来の研究の総括と将来展望を議論するため、第６回シンポジウムがインドネシアのバリ島で開催されます。 

なお、2003年には、熱帯地域における早生造林樹種として重要なAcasia mangiumの持続的な生産と利用に関するシ

ンポジウムが京都で開催され、本事業参加研究者以外の国内外関連研究者の注目を集めました。 

教育面での交流成果

 本プログラムでは、積極的に研究者、留学生を受け入れており、現在までに日本政府国費留学生3名、論博研究者2
名に学位が授与されました。現在､3名の博士課程国費留学生が拠点事業枠で、また 1名の論博研究者が当研究所に在
籍しています。博士号を取得して帰国したこれらの留学生のすべては、現在拠点大学交流事業のメンバーであり、共同

研究の推進に精力的に取り組んでいます。その一方で、学位取得者がインドネシアに帰国後、インドネシア大学内から

日本への留学希望者が増加している様子がみられます。これは日本での留学が高く評価されていることの現れでもあり、

日本が優秀な留学生をひきつけるという意味でも成果があったといえるでしょう。なお､本学で学位を取得したエルマ

ン・ムニール氏は、本学留学中に挙げた卓越した業績に対し、LIPIから特別賞を受賞しました。 

研究実績 

 1996年以来の本プログラムに直接に関連する累積原著論文数は69報であり、国際会議（本事業で実施した国際シン

ポジウム分を除く）等のプロシーディングの数は、64 報となっています。また、原著論文の多くは、インパクトファ

クターの高い国際誌（Proceedings National Academy Sci. USAなど）や当該分野の一流誌（Journal of Wood Science、

Biotech. Bioctechnol. Biochem.など）に掲載されており、交流実績とともに共同 究の成果が表れてきています。 

サテライトオフィスの開設 

過去９年の研究成果を基に、LIPIのご協力の下、京都大学生存圏研究所の拠

点校事業サテライトオフィスを昨年度開設しました。本オフィスは LIPI 

Research and Development Unit for Biomaterials に設置されており、過去

の成果の取りまとめを中心とする情報センターとして、また現地実験室として

の機能を持たせています。なお、本年２月２５日に LIPI 長官 Umar Anggara 

Jenie教授の臨席を得て、開所式を挙行しました。 
サテ

インドネシアにおける研究環境向上への貢献 

インドネシアでの教育・研究への波及効果として、“木質科学会の創設”と “R

Biomaterials， LIPIの設置”をあげることができます。まず、“インドネシア木質

ら現在 200 名以上へと増加しており、インドネシアにおけるこの学会の重要

Development Unit for Biomaterials, LIPI は、LIPI 内に設けられていたR & D C

科学関連の研究者がまとまって、新たに生物材料とくに木質関連の研究所として設

本プログラムによる研究成果がインドネシア政府に高く評価されたことを示してい
研

ライトオフィスの開所式におけるLIPI長官
Umar Anggara Jenie 教授の記念講演 

esearch and Development Unit for 

科学会”の会員数は創設時30名か

性が読み取れます。Research and 

enter for Applied Physics の木質

置されたもの（2003年に発足）で、

ます。 



 

地球環境科学 

東南アジア湿地生態系における環境保全と地域利用 

 

【開始年度】1997年度（平成9年度）                      池田 元美      Dedy Darnaedi 
【組織】 

日本側  相手国側 
日本学術振興会 事業主体 インドネシア科学院 (LIPI) 
北海道大学大学院地球環境科学研究院 拠点大学 インドネシア科学院生物学研究センター 
池田元美・北海道大学大学院地球環境科学研

究院・研究院長 
実施組織代表者 Dedy Darnaedi・インドネシア科学院生物学

研究センター・所長 
池田元美・北海道大学大学院地球環境科学研

究院・研究院長 
コーディネーター Dedy Darnaedi・インドネシア科学院生物学

研究センター・所長 
北海道工業大学・工学部、北海道教育大学・

教育学部釧路校／教育学部札幌校、東京農工

大学・大学院共生科学技術研究部、金沢大

学・自然計測応用研究センター、滋賀県立大

学・環境科学部、京都大学・東南アジア研究

所／アジア・アフリカ地域研究研究科／霊長

類研究所、鳥取大学、鹿児島大学・理学部／

農学部 

協力大学 インドネシア科学院地質工学研究センター、

インドネシア科学院陸水学研究センター、ボ

ゴール農科大学、バンドン工科大学、パラン

カラヤ大学 

 
【研究の背景・目的】 
 インドネシアを中心とする東南アジアには広大な熱帯泥炭地が分布しています。そこでは温暖化物質である炭素を非

常に長い年月を積み重ねて土の中に蓄えてきました。その炭素の堆積には、豊富な水資源と泥炭土に安定的に成立する

豊かな熱帯湿地林が大きな役割を占めてきました。さらにその豊かな熱帯湿地林は植物や動物達に安定した生育場所、

生活空間を長年にわたり与えつづけ、多様な動植物種の宝庫にもなっています。ところが２０世紀後半からの世界的な

工業の発達，人口の増加にともない、それまで最も人為の影響が少ないとされていたこの熱帯泥炭地にも森林伐採や大

規模土地開発の波が押し寄せてきました。近年は森林と泥炭地の火災が頻発し、土地を荒廃し豊かな生態系を破壊する

だけでなく、蓄積されていた大量の炭素を放出し、大気中の二酸化炭素濃度を急激に増加させています。 
 この研究は、地球環境から見ても重要な熱帯泥炭地の無秩序な利用・開発に歯止めをかけ、地球環境への負荷が少な

い土地利用方式を策定し、地域住民の生活と福祉の向上に資することを目的としています。泥炭湿地の保全研究で実績

のある北海道大学と熱帯生態学の研究者を擁するインドネシア科学院生物研究センターが中心となって、日本とインド

ネシア両国間における教育・研究交流を進めるとともに、将来を担う若手研究者を育成しています。 
 
【研究テーマ】 
 主な研究対象地域は、インドネシア中部カリマンタン州の中央から海岸にかけて広がる250万haの熱帯泥炭地帯で
す。そこには多様な植物種が繁茂する森林が分布し、オランウータンをはじめとする多様な動物が生息する自然度の高

い地域と、伐採と不適切な農地開発で利用されずに放棄された荒廃地、泥炭層の薄い土地で細々と農業の営まれている

農村地帯、豊富な水資源に依存する内水面漁業地帯、そして経済活動の中心となる都市・農村集落域が混在しています。

この熱帯泥炭地における天然林の保全と修復、農林水産業の生産性向上、そして都市・農村生活環境の改善などを目的

として、（１）湿地林域における生態系の機能と遺伝的多様性、（２）泥炭地の再生と持続的農業形態の確立、（３）泥炭地

域の自然に調和する持続可能な社会基盤、（４）低湿地の水環境、（５）社会・生活と経済、の５課題に分かれて研究を

行っています。 



【交流の状況・成果】 
 この交流事業では、研究の展開に応じて基礎研究期（平成9～11年）、研究展開期（平成12～16年）、研究応用期（平
成17～18年）にわけて、共同研究を軸として研究者の交流と若手研究者の育成を行っています。基礎研究期では陸域
生態、生物生産、土地基盤、陸水生態を対象とする4課題の研究グループを編成し活動を開始し、研究展開期では地域
へ還元できる具体的成果をあげることを目的としました。 
 平成 17年度には日本・インドネシア合わせて約 270名が参加し、年間 70名を超える活発な研究交流を行っていま
す。インドネシアの若手研究者が北大に留学し、平成17年3月までに6名が博士号を取得しました。また日本学術振
興会論博事業等の支援を受けて、インドネシア人研究者が短期に北大に派遣され、そのうち1名がすでに博士号を取得
しています。日本人学生の研究成果もまとまりはじめ、平成12年以後は毎年1名以上が博士号を取得してきています。 
 事業内容が国際的にも重要な課題であることから、随時国際セミナーを開催しその英文報告書を出版するなど、研究

内容を常に国際的な場で公表するとともに最新の情報を取り込みながら遂行しています。平成9年と 11年に引き続き
開催された平成 14年の国際セミナーでの討論を踏まえ、研究応用・人間社会研究グループを立ち上げることとなり、
その準備ための国際セミナーを平成 15年に開催しました。平成 16年には国際セミナー「地球環境変動の下での熱帯
泥炭地の人間社会的側面」を開催しました。ここでは、伝統的な農地・水域の管理手法の科学的再評価と、最新の手法

を応用した農林地・漁業管理の研究例が多数紹介されました。泥炭湿地における持続的な農畜産業システム構築や環境

教育などの実践的な研究例も紹介されました。研究応用期では、これら熱帯泥炭地の持続可能な土地利用に関する新た

な取り組み・考え方を、地域社会との調和をとりながら適用・具体化することを目指していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）湿地林域における生態系の機能と遺伝的多様性。

インドネシアはオウム類の種多様性の宝庫です。現在、

保全という観点も含め、その分子系統学的解析を進め

ています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）泥炭地域の自然に調和する持続可能な社会基盤。

森林伐採跡地や放置された農地で発生する激しい泥炭

地での地表火。この後長く燻る泥炭火災は、500℃程度
の低い温度の不完全燃焼で煙と有害物質を排出し、このヘイ

ズが住民の健康を脅かし、日照不足も招きます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）泥炭地の再生と持続的農業形態の確立。郷土樹種で

あるShorea balangeranは泥炭湿地性ですが、乾燥す
る裸地環境にも適応します。火災荒廃地の再生植林樹

種として有望で、大規模な植栽試験を行っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）低湿地の水環境。泥炭地に特有の腐植物質に着

目し、熱帯腐植物質の汚染物質吸着能などの特性把握、

水生生物に与える影響、汚染物質の動態に与える影響

などを調査し、汚染環境の修復に向けて化学的、生物

学的修復法の展開を試みています。 



 

水産学 

フィリピン水圏における水産資源の環境保全的開発・利用に関する研究 

 

【開始年度】1998年度（平成10年度）                   越塩 俊介    ロメオ・フォルテス 
 

【組織】                                
日本側  相手国側 

日本学術振興会 事業主体 フィリピン科学技術省（DOST） 
鹿児島大学・水産学部 拠点大学 フィリピン大学・ビサヤス校 
松岡達郎・鹿児島大学水産学部・学部長 
 

実施組織代表者 ロメオ・フォルテス、フィリピン大学・ビサ

ヤス校・学部長 
越塩俊介・鹿児島大学水産学部・教授 コーディネーター ロメオ・フォルテス、フィリピン大学・ビサ

ヤス校・学部長 
北海道大学・水産学部、北里大学・水産学部、

東北大学・農学部、日本大学・生物資源科学

部、東京水産大学・水産学部、東京大学・農

学部、近畿大学・農学部、京都大学・農学部、

同志社女子大学・社会科学部、三重大学・生

物資源学部、広島大学・生物生産学部、高知

大学・農学部、九州大学・農学部、佐賀大学・

農学部、長崎大学・水産学部、宮崎大学・農

学部 
 

協力大学 ドンマリアノマルコスメモリアル州立大学、

マリアノマルコス州立大学、州立ポリテクニ

ックパラワン大学、ザンボアンガ州立海洋科

学技術大学、ミンダナオ州立大学、イロイロ

州立大学、ビコル大学、中央ルソン州立大学、

カガヤン州立大学、パンガシナン州立大学、

パナイ州立ポリテック大学、セブ州立科学技

術大学、ダバオデルノルテ州立大学、水産・

水産資源局、東南アジア水産開発センター 

 
【研究の背景・目的】 

 日本と東南アジアの水産は、その歴史的・地理的条件から、産業・学術の両面から密接な関係を築いています。東南

アジア諸国の中で、フィリピンは日本にもっとも近い国であり、日本の水産学研究者にとって新たな研究協力事業を実

施する上で最も高い可能性を持った国の一つであります。一方、鹿児島大学水産学部は、熱帯・亜熱帯水域におけるさ

まざまな学術的活動を戦略的に進めています。鹿児島大学で学位を取得したフィリピンの水産学研究者の数も多いです。

フィリピン大学ビサヤス校は、フィリピンにおける水産学分野の教育・研究で最も重要な地位を占めており、国内水産

業のための人材育成に多大な貢献をしてきています。日比両国が水産分野での研究協力を組織する上で、両大学は拠点

大学たる最良の組み合わせであると考えられます。 
本事業は、フィリピン水産業の効果的かつ持続的開発への貢献を目的として、フィリピンにおける水産資源および水

圏環境の開発、管理、保全に関する研究協力を行います。成果として、我が国とフィリピンとの間の国際学術交流を通

じて両国の水産学全般に関する研究を推進、貢献することが大いに期待できます。 
 
【研究テーマ】 

 本事業は、２分野、５研究チームからなり、第１分野をフィリピン沿岸域の水産資源の利用と管理に関する研究、第

２分野をフィリピンの水産資源の生産と利用に関する研究としています。第１チームにおいては、水圏環境・資源をキ

ーワードにフィリピンにおける水産および環境保全に関する研究を推進しています。第２チームは、漁業をキーワード

にフィリピンにおける漁業と漁業技術および資源と環境の保全に対する漁業技術の応用について研究しています。第３

チームは、水産社会科学をキーワードとしてフィリピンにおける水産開発および資源管理のための社会経済学的研究を

推進しています。第４チームは、増養殖をキーワードにフィリピンにおける増養殖魚の仔稚魚の生産と育成技術の開発

を行っています。第５チームは、水産食品加工をキーワードとしてフィリピン水産資源の有効利用および水産食品の開

発を行っています。 



【交流の状況・成果】 

 過去５年間（1998 年から 2002 年）に、ほぼ対等な交流が行われ、日本側１０１名、フィリピン側１０２名の研究
者交流が実施されました。研究成果を簡単に述べますと、第１分野においては、フィリピン沿岸域における水産資源の

利用管理に関する調査および基礎研究の目標にしたがい、現地調査による基礎的情報の収集、研究手法の共有化などを

推進しました。平成１３年には、「アジア沿岸水域における責任ある漁業」と題したセミナーをフィリピンのイロイロ

市で開催し、研究成果をプロシーディングにまとめ世界中へ発信しました。個々の研究では、イガン湾、エスタンシア

を中心に、漁具の沿岸漁場環境に与える影響、混獲投棄魚問題、ダイナマイト漁業・毒物漁業問題、沿岸漁業における

漁具・漁法と漁船のマッチング評価、珊瑚礁のおける定置漁具の調査・実験等を行っています。また、フィリピン水産

業の開発に関する社会学、経済学、人文地理学、文化人類学的な総合調査を行い、水圏とその生物資源に関する基礎的

資料収集も継続しています。さらに、フィリピン沿岸水圏の環境悪化とその生物資源の現状評価に関する研究が現在進

行中です。 
第２分野では、増養殖チームにおいて、環境破壊を招かず、環境と 
調和できる増養殖技術開発を目指しながら、フィリピン増養殖分野 
の将来的な方向性を検討することを目的として共同研究が開始されま 
した。フィリピン水圏における水産資源の環境保全的開発・利用に関 

する情報収集及び基礎研究という観点から、特に、フィリピンにおけ 

る増養殖の現状と問題点の調査、研究に焦点を定めて共同研究を開始 

しました。 

研究テーマの一つとしてフィリピン水圏での持続的増養殖を発展さ 

せるために必要な種苗生産技術の開発に必要な生物餌料の培養技術が 

検討されました。いくつかのプランクトン生物がフィリピン水圏内で人為的に培養が可能であることが示唆され、研究

は現在も継続中です。また、環境と調和した配合飼料の開発を行う目的で、フィリピンで入手可能ないくつかのタンパ

ク質素材の分析を行いました。 

その結果、フィリピン水圏で入手可能な素材の潜在性が代替タンパク質検索研究に応用されることが示唆されました。

新たな研究分野としてラグーン域における増養殖と生態系についての検討およびエビ類の病気についての研究が開始

されました。 

 食品分野においても、動物タンパク質供給の維持・増大および水産加工業を含めた水産業の発展のために、食品とし

ての水産資源の有効利用法が望まれています。本分野における共同研究では、2001年度から開始する基礎研究の対象と 

なる水産物の選定を行うために、フィリピンにおける1984～1993年の 

水産物に関する統計データを解析し、イロイロ市内の市場、流通関連施 

設、水産加工工場の視察から始まりました。日本での生産量より多い水 

産物が幾つか見つかり、これらの水産物がフィリピンの特産品原料魚と 

考えられます。現在、フィリピン国内における水産加工品の生産量増大 

が望まれていますが、フィリピンにおける水産加工品の価格は高く、冷 

蔵・凍結貯蔵設備およびHACCP対応加工工場は輸出用水産加工品にのみ 

利用されています。したがって、品質の良い加工品の製造コストは高く 

なり、低所得者層に受け入れられるかが問題となっています。今後もフ

ィリピンにおける 1994 年以降の水産物に関する統計データを解析し、さらにパナイ島以外の地域における市場、水産

加工関連施設を視察する計画を立てています。 

2004度計画の一環として10月16日・17日の両日鹿児島大学において第３回セミナーを開催しました。本セミナー

の目的は、沿岸環境を破壊することなく環境と調和できる合理的な水圏資源の利用を目指した持続的増養殖のためにフ

ィリピンにおいて今まで行ってきた研究成果を発表し、交流事業による増養殖の発展とこれからの方向性について展望

することでした。特に養殖を中心とした持続的な水産資源の活用、経済効果、水産技術開発の領域での共同研究成果に

ついて、また、同事業を通じた両校の今後の交流について意見交換を行いました。セミナーは３年ごとに相互の国で開

催され、今回はこの間の成果として、新技術、免疫賦活物質、魚病、仔魚の発育、魚類の栄養、生物餌料分野について、

２８の研究成果を発表すると共に、鹿児島大学に留学中のフィリピン留学生も発表を行うなど、活発な意見交換及び議

論がなされました。 

 本事業は、フィリピン水産業の効果的かつ持続的開発への貢献を目的とし、我が国とフィリピンとの間の国際学術交

流を通じて両国の水産学全般に関する研究を推進しもってこれに貢献することを目標としていることから、所期の目的

を達成すべく、本事業をさらに推進し、2005年度以降においても活発な研究交流活動を展開する計画です。 



 

環境工学 

アジア型都市地域における環境と調和したインフラ整備モデルの構築 

 

【開始年度】1999年度（平成11年度） 
【組織】                                 日下部 治      Ricardo Sigua 

日本側  相手国側 
日本学術振興会 事業主体 フィリピン科学技術省 
東京工業大学 拠点大学 フィリピン大学 
相澤益男 
東京工業大学・学長 

実施組織代表者 Dr. Emerlinda R. Roman 
フィリピン大学・学長 

日下部治・東京工業大学・大学院理工学研究

科・教授 
コーディネーター Ricardo Sigua・フィリピン大学ディリマン

校・工学部・教授 
北海道大学、室蘭工業大学、東北大学、宇都

宮大学、筑波大学、埼玉大学、東京大学、東

京都立大学、東京海洋大学、一橋大学、横浜

国立大学、山梨大学、長岡技術科学大学、名

古屋大学、岐阜大学、福井大学、京都大学、

神戸大学、岡山大学、広島大学、鳥取大学、

愛媛大学、高知医科大学、山口大学、九州工

業大学、佐賀大学、長崎大学、熊本大学、琉

球大学、芝浦工業大学、政策研究大学院大学、

東京理科大学、東京電機大学、東洋大学、日

本大学、武藏工業大学、明星大学 

協力大学 デラサール大学、フィリピン工科大学、サン

カルロス大学、フィリピン工芸大学、北フィ

リピン大学、マプア工業大学、セントラルル

ソン州立大学、ザビエル大学、聖トーマス大

学、アダムソン大学、聖ルイス大学、アテネ

オデナガオ大学、ミンダナオ州立大学、ファ

ーイースタン大学 

 
【研究の背景・目的】 

本研究では「環境工学」でも特に国土や都市の開発に伴うインフラ整備と環境との調和や新しい環境の創造を目指し

ています。このような「環境」と「インフラ整備」との問題はほとんど手付かずの研究分野であり、インフラ整備が様々

なステージにあるフィリピンとすでにインフラ整備が進んでいる日本との共同研究により、はじめて可能となる研究と

いえます。 
 国土規模、地域規模、都市規模の環境の変化については、自然環境やいろいろな開発行為が複雑に絡み合っています。

環境との調和を考えない開発がどのような結果を生み出すかについては例を引くまでもありません。また、開発により、

より良好な環境を創造できることも確かです。「環境」と「開発」の関係についての研究は、広い分野の研究者が協力

し合い、しかも広い視野に基づいた研究が不可欠です。 
 
【研究テーマ】 

 本研究は次のようなサブグループに分かれて実施しています。また、それぞれのグループの研究テーマは密接に関連

していますので、情報交換や成果の相互評価を行いつつ研究を進めています。 

S-1：水・大気の循環と環境：大気環境、海洋環境、陸水環境、地下水環境を研究対象とし、そのための環境モニタリ

ング法や水・大気の循環シミュレーション法の開発も行います。 

S-2：都市開発と環境制御：都市開発に伴う生活環境の悪化をテーマとし、都市開発と環境制御の制度設計、調査論・

予測論・計画論の再構築や総合的分析システムを研究します。 

S-3：環境外力と基盤施設の安全性：地震、火山、地盤移動、風などの環境外力に対して安全なインフラ施設の整備手

法を目指して、環境外力の評価と設計への反映を研究します。 

S-4：環境低負荷型のインフラ整備：環境負荷が低くしかもローコストのインフラ整備を目的とし、未利用資源やリサ

イクル資源の利用技術やその安全性評価について研究します。 



【交流の状況・成果】 

本プロジェクトではフィリピンからの派遣研究者の滞在期間を、短期３ヶ月、長期１０ヶ月とし、しかも運営委員会

ですべての交流を審議していることが特徴です。そのため、この６年間でフィリピンと日本の研究者間で良好な協力体

制が確立され、それに基づいた共同研究が実施されています。各グループで進行中の研究は次の通りです。 

S-1：マニラ湾やラグナ湖、更にはフィリピンの沿岸域の水環境問題、降雨と土砂流失と水環境、廃棄物処分場による

地下水汚染、大気汚染の評価とその対策、ピナツボ火山からの泥流のシミュレーションなど、 

S-2：交通と大気汚染、それらをモニタリングしコントロールする技術、NOx と SPM のモニタリング、日本、フィリ

ピンの都市･交通システム調査、都市内交通流の改善、都市環境マネージメントへのGIS応用など、 

S-3：既設構造物耐震評価、フィリピンの橋梁の安全性評価、RC橋脚の終局強度、斜面の安定性へのマイクロパイル

の効果、液状化地盤調査と沈下解析、数値解析アルゴリズムの開発など、 

S-4：火山灰や石炭灰等の産業副産物や天然未使用資源のコンクリートへの利用、高温度条件でのコンクリート構造物の

劣化、既設インフラの耐荷力と耐久性評価、簡易的非破壊劣化判定など、 

２００６年からは新たな研究グループを立ち上げ、S-１からS-4での研究成果を総合して、環境とインフラ整備の調

和についての方法論、技術論、法整備などの確立を目指しての研究をスタートさせる予定です。 

 

 

 



 

環境科学 

地域総合管理概念に基づく 
   ゼロディスチャージ・ゼロエミッション社会の構築 
 
【開始年度】2000年度（平成12年度）                                          津野洋          Alias Daud 
【組織】 

日本側  相手国側 
日本学術振興会 事業主体 マレーシア国立大学長会議 
京都大学 拠点大学 マラヤ大学 
荒木 光彦・京都大学大学院工学研究科・研究科長 実施組織代表者  
津野 洋・京都大学大学院工学研究科・教授 コーディネーター Alias Daud・マラヤ大学・大学副学長

代理 
 

北海道大学・大学院工学研究科、東北大学・大学院

工学研究科、東京大学・生産技術研究所、東京農工

大学・工学部、豊橋技術科学大学・工学部、大阪大

学・大学院工学研究科、奈良女子大学・共生科学研

究センター、鳥取大学・工学部、岡山大学・資源生

物科学研究所/環境理工学部、広島大学・大学院工学
研究科/経済学部、愛媛大学・工学部、九州大学・大
学院工学研究院、滋賀県立大学・環境科学部、龍谷

大学・理工学部、摂南大学・工学部、大阪経済大学・

経営情報学部、佛教大学・社会学部、大阪産業大学・

工学部、熊本県立大学・環境共生学部 他 

協力大学 マレーシア理科大学、マレーシアプト

ラ大学、マレーシア国民大学、マレー

シア工科大学、ウタラマレーシア大学、

サワラクマレーシア大学、サバマレー

シア大学、国際イスラム大学、マラ工

科大学 

 
【研究の背景・目的】 
 近年の深刻な地球環境問題を背景とし、維持可能な社会・産業の発展と環境・生態系の保全を目指して、ゼロディス

チャージ（無環境負荷）・ゼロエミッション（無排出物）社会を構築することが、地球規模の課題となってきています。

これらの社会の構築には、先進国・途上国の違い、科学技術の発展段階や自然環境、文化的背景の違いの調和をはかり

ながら、深刻な環境問題に対処するための高度な環境創造技術、人間行動規範としての倫理・経済活動について新たな

提案をしていく必要があります。 
 マレーシアは赤道直下の熱帯性気候で、イスラム文化の影響を大きく受けた社会であり、人種的にも多様であります。

また、近年の産業等の発展はめざましく環境問題の克服を目指しながら質の高い生活を享受しようとしています。本事

業では、マラヤ大学をはじめとする研究者と交流・共同研究を行い、日本とは大きく異なる社会と比較検討することに

よって持続可能な社会を構築するには何が求められるのかを考え、その手段と可能性を検討することを目的としていま

す。 
 
【研究テーマ】 
 平成１２年度から本事業は開始され、当初は 16の研究テーマがありましたが、研究の進捗に合わせて、研究テーマ
の重点化統合を行い、現在 10の研究テーマを掲げ研究交流・共同研究を行っております。それらのテーマは、①環境
倫理・法律・経済に関する研究、②水環境計画に関する研究、③環境計画に関する研究、④環境リスク管理に関する研

究、⑤水質・水量の管理に関する研究、および⑥都市構造と二酸化炭素及び大気汚染物質の排出との関わりに関する研

究の６つの研究テーマと、ゼロディスチャージシステムを構築する基礎技術群に関する４つの研究テーマ、⑦廃棄物・

焼却、⑧地盤環境と生態系関連、⑨天然資源とエネルギー運用、および⑩暑熱地域における環境共生建築技術の構築と

であります。 



【交流の状況・成果】 
 本事業は、共同研究、研究者交流、セミナーを主として実施されております。 
 共同研究では、日本およびマレーシアの参加研究者が、お互いの関連する、および共同研究者の大学を訪問し、研究

内容の講演、知見や情報の交換、共同研究の進捗状況や計画などの打ち合わせを行います。研究者交流では、この事業

の展開に必要な、進捗状況・問題点・事業計画などについての討議・確認をするために両国の代表者、コ－ディネ－タ、

プログラムリ－ダ、関連事務官などが各々の国を訪問し打合・討議を行います。共同研究では、毎年2 0人程度が各々
約6日間程度日本から派遣され、また同程度の人数が各 1々 0日程度マレーシアから来日し、研究活動を行っています。 
 セミナーでは、共同研究の成果が発表・討議され、新たな共同研究の計画に反映されます。開始年である平成１２年

度は、両国の研究者の研究内容を知り、共同研究相手を決めることにつとめた年であったためセミナーは開催しません

でしたが、その後は、毎年 1～3グル－プ共同のセミナ－を２～3件ずつ開催しました。本事業４年目の平成１５年度
に開催した全研究グループ代表者及び研究者が参加する「包括セミナー」では、これまでの事業の成果・問題点を確認

し、新たな研究展開について共通認識を持つ場となりました。 
 その他の事業として、学術情報交換があり、希望された学術書の送付を行っています。これらは研究者のみならず学

生にも利用され、研究教育の両面において有効に利用されています。また、両国の参加者の交流を促進させるため、参

加者各人の写真、所属大学、研究内容、連絡先などを盛り込んだ研究者リストも作成し、参加者に配布することによっ

て研究者交流の促進を図っております。 
 本事業の波及効果としては、本事業の研究者交流を基として、他の資金を使った関連セミナ－や少人数でのセミナー

も開催され、日本側研究者がマレーシアの学生を受け入れて研究指導を行う事例やマレーシア大学での博士後期課程の

学生の副指導教授として指導する事例も見られるようになってきております。また、本事業での研究者ネットワークを

基礎としたマラヤ大学との通信技術を活用した共同同時講義（e-learning）のシステム構築も開始しています。これら
は本事業が初動段階から実質的段階に移行し，交流活動が活発になってきたことを示しています。 
 将来は、本事業の研究活動により、①２１世紀における環境倫理、人間の行動規範および法規の例示、②資源の適正

な再利用と環境経済の評価システムの検討、③環境指向型の都市計画や環境計画の手順と手法の明確化、④ゼロディス

チャージ社会のイメージと環境施設の意義の提示、⑤資源再利用の立場からの循環利用システムの構築と可能性の検討、

⑥広域的視野からのエネルギーの循環利用システムの構築、および⑦高温地域における環境技術の開発と実用化の可能

性の検討がなされるとともに、共同プロジェクト、共同教育への展開が期待されます。 

表１ セミナーの実績 
年度 セミナー名 実施場所 

水資源管理に関するセミナー サバマレーシア大学 
暑熱地域における環境共生建築技術に関するシンポジウム マレーシア理科大学 2001 
環境倫理と法制度、環境教育に関するシンポジウム マラヤ大学 
統合的環境計画とマネージメント－水資源、都市開発、交通をとらえる地域的視座 国際イスラム大学 
ゼロディスチャージシステムのための廃棄物セミナー 京都大学 2002 
環境微量汚染物質による生態系およびヒト環境リスク評価とその国際比較 マレーシア国民大学 
異なった気候化における都市構造と二酸化炭素及び大気汚染物質の排出との関わりに関する研究 マレーシア工科大学 

2003 
包括セミナー 京都大学 
マレーシア－日本共同セミナー－持続可能性のための環境教育－ マラヤ大学 
水質・水量の管理と処理技術 京都大学 
マレーシア－日本共同シンポジウム－地盤災害と環境地盤問題に関するシンポジウム－ マレーシア・バンギ 

2004 

天然資源とエネルギー環境 京都大学 



   

地球環境総合学 

地球環境創造と保全のための環境総合技術の開拓 

 池 道彦 Pham Hung Viet

【開始年度】1999年度（平成11年度） 
【組織】 

日本側  相手国側 
日本学術振興会 事業主体 ベトナム科学技術アカデミー 
大阪大学 拠点大学 ベトナム国立大学ハノイ校 
豊田政男・大阪大学・工学研究科長 
 

実施組織代表者 Dao Trong Thi・ベトナム国立大学ハノイ
校・総長 

池道彦・大阪大学大学院工学研究科・助教授 コーディネーター Pham Hung Viet・ベトナム国立大学ハノイ
校ハノイ科学大学・教授 

北海道大学・大学院工学研究科、東京大学・

大学院工学系研究科、大阪府立大学・大学院

工学研究科、愛媛大学・沿岸環境科学研究セ

ンター、熊本大学・工学部 

協力大学 ベトナム国立大学ホーチミン校、ハノイ土木

大学、フエ大学、ベトナム科学技術アカデミ

ー・生物工学研究所、ベトナム科学技術アカ

デミーホーチミンセンター・熱帯生物研究

所、ノンラム大学 

 
【研究の背景・目的】 
 本事業では、経済発展のフェイズや国情の大きく異なる日本とベトナムの環境科学・工学に関わる研究者が連携し、

必要な産業活動のレベルを維持しつつも、健全で豊かな自然・都市環境を保全・創造していくための『環境総合技術』

についての共同研究を実施し、アジアを中心とした地球・地域環境の保全に貢献するとともに、この過程を通じて、両

国の環境分野における科学技術の開発能力の向上と、研究者、技術者の人材育成に寄与することを包括的な目標してい

ます。本事業によって、ベトナム側は、日本がこれまでに開発してきた環境技術の基本を学びとり、より自国に適用し

やすい技術として発展させる方法を身につけることによって、まずは国内環境問題の対応を進められるものと考えられ

ます。一方、日本側は、地球環境保全の立場から極めて重要なアジアにおける環境データの把握や技術移転のノウハウ、

あるいはアジアの地勢･気象あるいは社会情勢に合った技術開発のヒントを得ることができ、日越双方に大きなメリッ

トがもたらされるものと考えられます。 
 
【研究テーマ】 
 研究分野として、Topic 1: 環境計測分野、Topic 2: 環境創造・保全分野、Topic 3: 環境総合技術開発分野の3分野を
設定し、これら3分野において常時10課題前後の共同研究プロジェクトを実施しています。具体的な共同研究のテー
マをその内容により大まかにまとめると、（1）ベトナムにおける水質モニタリング、（2）有害物質によるベトナムの環
境汚染と生態影響に関する環境化学的研究、（3）ベトナムにおける大気汚染とその影響評価、（4）環境創造・保全、（5）
ベトナムにおける沿岸域の開発に関する環境影響評価、（6）大都市における持続可能な水供給システム、（7）効率的な
上・下水処理技術の開発、（8）高濃度廃水・廃棄物に対する生物・物理化学的処理法の開発、（9）ベトナムにおける有
用微生物の多様性と利用に関する研究、および（10）環境科学・技術に関する諸問題の数理的研究が挙げられます。 
 
 
 



【交流の状況・成果】 
 共同研究の下で、事業開始の平成 11 年度以降、延べ約
270 名の研究者の交流が行われました。主な成果として、
環境計測分野では、現場で容易に利用できる手法を含めた

環境汚染物質分析法の開発・確立、ベトナムにおけるPOPs
（残留性有機汚染物質）、環境ホルモン、重金属類等有害化

学物質による汚染の現状把握と挙動解明、大気汚染の現況

把握と関連するリスク予測モデルの構築が挙げられ、貴重

な環境汚染データベースの構築と対策技術提案に結びつき

つつあります。環境創造・保全分野では、ベトナムにおけ

る都市環境の保全と創造のための土地利用現況や騒音問題

の把握、マングローブ林を含めた沿岸環境の諸現象の解明、

地下水汚染の現況把握が行われ、都市や湾岸域の健全な環

境を維持するための計画手法や方策が具体的に提案されつ

つあります。また、環境総合技術開発分野では、主に地下

水の窒素汚染を対象とした水処理技術の開発や、有機性廃

棄物のコンポスト化、廃棄物処分場浸出水の高度処理技術

の開発、環境ホルモンによるリスクの低減技術の提案、環

境保全・修復に有用な微生物の検索と特徴付けなどで成果

をあげており、一部はベンチスケールの実地試験による評

価も開始されるまでになりました。さらに、これらの分野

を横断する形で、数学モデルによる環境技術支援という新

たな研究課題が立ち上がり、各環境技術の合理的運用を行

うためのサポートとなるモデルの作成を試みています。 

写真1 セミナーの様子 

写真2 Trung Quy Tung氏の受賞を報じる新聞記事

 また、本事業における研究者の情報交換と研究成果の発

表の場として、一同が会するジェネラルセミナーを１年お

きに開催するとともに、各共同研究内においても進捗状況

を披露し、議論を深める目的でワークショップも積極的に

開催しています。平成16年度は中間評価を受けての事業評
価の再確認のため、イレギュラーな年度でのジェネラルセ

ミナーを開催し（写真1はセミナーの様子）、事業の第２フ
ェイズへの展開の方向性を議論することで、共同研究や研

究者交流が時代の流れに合った形で行われるよう微修正を

行いました。 
 さらに、事業計画の議論や共同研究の立ち上げ、あるい

は技術習得・資料収集などを目的とした個人レベルでの研

究者交流も活発に行われており、約60名が両国間を往来し
ました。特に若手研究者の往来が多く、長期滞在による研

究の成果には見るべきものが少なくありません。本事業の

関連で文部科学省奨学生として静岡県立大学に留学してい

たTrung Quy Tung氏（2005年3月に学位取得）は、本事
業に関連する成果により、2004年 11月に日本水処理生物学会論文賞を授与されました（写真 2は新聞報道記事）。派
生効果として、日本での学位取得を目指してベトナムから多くの学生が留学するようになってきていることが挙げられ

ます。これらの交流はまた、新たな時代のニーズに対応した研究課題の模索につながっており、熱帯地方のバイオマス

資源の利用、ナノ技術の環境応用などの新規テーマの提案が相次ぐようになってきており、本事業はベトナムにおける

環境研究の広がりに大いに貢献しているものと考えられます。 

写真3 ベトナム政府友好勲章授章式（左：藤田教授、
右：田辺教授） 

 なお、本事業に関連して、平成15年12月に、藤田正憲教授（大阪大学：前コーディネーター）と田辺信介教授（愛
媛大学）がベトナム政府友好勲章を受章しました（写真 3は授章式の様子）。これは、本事業が単なる研究者レベルで
の交流にとどまらず、国を挙げてその成果に注目していることを表しており、政府レベルでも評価を受けたものといえ

ます。 
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熱帯性感染症の新興･再興の要因とそれに基づく防除対策 

 

【開始年度】2000年度（平成12年度）         高木 正洋   Nguyen Tran Hien 
 

【組織】 
日本側  相手国側 

日本学術振興会 事業主体 ベトナム科学技術アカデミー（VAST） 
長崎大学・熱帯医学研究所 拠点大学 ベトナム国立衛生疫学研究所（NIHE） 
青木克己・長崎大学熱帯医学研究所・所長 実施組織代表者 Nguyen Tran Hien・NIHE・所長 
高木正洋・長崎大学熱帯医学研究所・教授 コーディネーター Nguyen Tran Hien・NIHE・所長 
北海道大学・大学院獣医学研究科／大学院医

学研究科、国立感染症研究所・ウィルスⅠ部、

新潟大学・大学院医歯学総合研究科、神戸大

学・大学院医学系研究科、大分大学・医学部、

鹿児島大学・多島圏研究センター、琉球大

学・大学院医学研究科、国立国際医療センタ

ー研究所、静岡県立大学・薬学部、東京大学・

空間情報科学研究センター、岐阜大学・農学

部、九州大学・大学院医学研究院、大阪大学・

微生物病研究所、大阪工業大学・工学部 等 

協力大学 ホーチミン・パスツール研究所、ナチャン・

パスツール研究所、タイグエン保健所、国立

熱帯医学臨床研究所、国立小児科学研究所、

国立マラリア・寄生虫病害動物研究所、地理

研究所・VAST、バクマイ病院、国立栄養研
究所、ホーチミン動物保健局 

 
【研究の背景・目的】 
かつて熱帯病は熱帯固有の環境にねざした風土病でした。また温帯も含めて感染症の流行には流行地特有の環境が指

摘出来たものでした。ところがその様相は今後次第に変わる可能性が指摘されます。地球温暖化や人と物資の往来の頻

繁化は、マラリアやデング熱など熱帯病の流行を北へと広げる危険性を孕んでいます。熱帯の国々における急激な近代

化は、それに一歩先んじた日本など温帯先進国の感染症を普遍的に蔓延させる下地を整える結果に繋がります。また開

発に伴い未知の病原体や変容を遂げた新しい病原体の株が人類の前に現れてきています。自然と社会の変容が病原体と

宿主の関係を大きく変えつつあるといえましょう。アジアにおいてこの傾向は特に顕著です。いま温帯と熱帯、先進国

と開発途上国にまたがった共同研究が緊急に必要となってきました。日本はアジアの一員でありこの問題に無関心では

いられません。また先進国なら進んだ科学技術によって問題解決の先頭に立つべき責任も負っています。一方ベトナム

は熱帯アジアの中で開発と近代化が急速に進んでいる代表的な国です。この２国が協力して熱帯感染症が流行する根本

要因を科学的に追求し、新しい防除対策を確立することをこの事業は目的としています。その結果、この事業は熱帯医

学の発展を促し、また国際的な社会貢献として大いに意義深いものになると考えています。 
 
【研究テーマ】 
この事業の課題名は「熱帯性感染症の新興・再興の要因とそれに基づく防除対策」としています。しかし熱帯性感染

症として思い当たる疾病はあまた有りますからその全てを研究対象とする訳にはいきません。そこで、①蚊媒介性疾患

に関する研究、②急性呼吸器感染症に関する研究、③腸管感染症に関する研究、④人畜共通感染症に関する研究の４小

課題にグループ分けを行いました。次に、メジャーな感染症であること、両国の研究者間に研究の素地があり関心の深

い感染症であること、両国にとって重要な感染症であることを条件として、グループ毎に両国で話し合い、各小課題に

おける優先順位を決めました。「①蚊媒介性疾患に関する研究」では、マラリア、デング熱、日本脳炎、「②急性呼吸器

感染症に関する研究」では、ＳＡＲＳを含む呼吸器感染症、「③腸管感染症に関する研究」ではコレラと土壌を介して

感染する消化管の寄生虫、「④人畜共通感染症に関する研究」では狂犬病、ハンタウィルスなどについて、環境と変異

の関係を意識しつつ疫学的アプローチが試みられています。 



【交流の状況・成果】 
対策事業を伴わない研究指向の事業に対してベトナム側には少々戸惑いもみられたスタートでしたが、11 月に開催

した第1回国際セミナーや積極的な往来を通じて、共同研究活動の内容や手続きは初年度の内にしっかり固まりました。

その結果、一部では直ぐに成果が挙がり始めました。例えば、ベトナムにおける 93 年以降の日本脳炎ウイルスが全て

中山タイプであること、ハノイ周辺のデング熱媒介蚊腹部斑紋には暗色のもの多いこと等は、初年度中に明らかにされ

ました。平成 13 年度になると蚊媒介性感染症を中心にフィールドの定期調査・採集が本格的に立ち上がり、実質的な

データが蓄積され始めました。国際的学術雑誌への共著論文投稿の準備も始まりました。但し、一般的にフィールドを

舞台とした研究では、直ぐに大量のデータが集まり質の高い分析が出来るのは稀です。季節的な違いを知ろうとすれば

最低 1 年は必要なわけですし、地域間の違いをみるためにはあちらこちらで同じ調査を並行させなければなりません。

そのような事情を十分に考慮して事業3年目以降は、軌道に乗った本格的な調査・研究が滞ることなく展開されるよう

各研究グループが努力し、大部分の研究活動は順調に進捗してきています。平成 16 年度の協力大学は 20 大学、21 部

局、82名（日本側）、11研究所・組織、79名（ベトナム側）に達し、29名、延べ272日（日本から）、19名、457日（ベ

トナムから）が往来して共同研究を進めました。その結果、嬉しいことに５年間（平成12年度～16年度）の活動に対

する中間評価では、非常に優れた事業展開であり成果も挙がっているとして「A」評価を受けました。 

これまでの学術的成果を手短に述べると以下のようになります。日本脳

炎：ベトナム北部における囮ブタ設置による継続的なウイルス定点観測によ

り、ベトナムでは1年を通して感染が繰り返されていること、日・ベ両国の

ウイルスの比較からベトナムのウイルスが渡り鳥によって日本にもたらさ

れているらしいことを知りました。国を超えた感染症対策の必要性を証明し

てみせた重要な発見です。媒介蚊の方でも新しい媒介蚊種の関与が浮上して

きました。デング熱：デング熱ウイルスでは4つの血清型が知られているの

ですが、ベトナムの血清型から調査地固有の遺伝子型をもつものが見つかり

ました。このことは、航空機等によるウイルスのダイナミックな移動とは異

る土着型流行の繰り返しを強く暗示しています。またデングウイルスのヒ

おける感染臓器は不明でしたが、我々は患者血液の末梢血B細胞にウイ

スが感染した症例を発見しました。

な

トに

ル マラリア：ベトナムの山間僻地に毎年

ヶ月も滞在しての苦労の多い調査から、地域の人たちがマラリアに罹る原

は多様なこと、少数民族のマラリアに曝される頻度が高いとこと等が明ら

になりつつあります。（以上①「蚊媒介性疾患に関する研究」より）。

数

因

か ベト

ナム小児における急性呼吸器感染症（ARI）：病原菌決定法の確立と病原菌の

高度薬剤耐性：ハノイの 2 病院のARI（肺炎群と急性気管支炎群）と非AR

者の臨床病歴を調べたり、痰、鼻汁を採取して培養し、肺炎球菌とインフ

エンザ菌を分離して薬剤感受性の測定と薬剤耐性遺伝子を調べました。そ

の結果、患者の多くは1歳未満、②鼻咽頭分泌物による肺炎起炎菌決定法は

妥当、③ベトナム小児におけるARIの主要起炎菌の多剤耐性化が顕著、等を明らかに

出来ました（②「急性呼吸器感染症に関する研究」より）。また、2003 年のベトナム

におけるSARS流行時には呼吸器感染症の臨床研究者やウイルス研究者が現地に駆け

つけ、国際共同研究を通した大きな社会貢献を果たしました。

I

患

ル

腸管寄生虫：住民の糞

便検査、土壌及び埃の虫卵汚染検査、住民の生活習慣調査をハノイ郊外で実施しまし

た。その結果、住民は回虫に37.8%、鞭虫に65.2%、鉤虫には8.9%が感染しており、

土壌の 61.7%、埃の 39.2%が汚染されている実態が明らかになりました。コレラ：ベ

トナム側拠点に保存してあった様々な年の保存菌株を調べ、2002 年の全株は1995 年、2000 年の のと異なっており、

ST合剤感受性であったため大きな流行につながらなかったことを示唆しました。（③「腸管感染症に関する研究」）。

も

狂

犬病：ホーチミン市動物健康局の病獣から得た狂犬病ウイルスの遺伝子を調べました。その結果、これまで報告されて

いたアジア地域のいくつかの株とは系統的に異なることが明らかとなりました。ハンタウイルス：ベトナムにおけるハ

ンタウイルスの流行状況を明らかにすることと、ハンタウイルス感染診断法の技術移転を行うために、ヒトとげっ歯類

の血清の抗体測定を行いました。ドブネズミ2サンプルのみ陽性でした。ヒト血清は全て陰性でした。デングウイルス

に陰性の不明熱患者中にも陽性例は見つかりませんでした。ベトナムにおけるハンタウイルスの流行はあったとしても

それほど大規模ではないことが判明しました。共同研究を通してベトナム側共同研究者に数種の新しい抗体測定法の技

術移転も行いました（④「人畜共通感染症に関する研究」より）。 

これらの成果は国際的な学術雑誌に論文として公表される他、隔年に日・ベで交互に開催している国際セミナーで発

表されています。2004 年 11月には21世紀COEの国際シンポジウムと共催という形で第3回のセミナーを長崎で開催

し大変な盛会でした。 
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高エネルギー加速器研究機構 拠点大学 高能物理研究所 
戸塚洋二・ 
高エネルギー加速器研究機構・機構長 

実施組織代表者 Cheng Hesheng ・ 
高能物理研究所・所長 

黒川眞一・ 
高エネルギー加速器研究機構・教授 

コーディネーター Zhang Chuang・ 
高能物理研究所・副所長 

東北大学・大学院理学研究科／多元物質科学

研究所、茨城大学・工学部、東京大学・大学

院理学系研究科／素粒子物理国際研究セン

ター／物性研究所、東京農工大学･工学部、

東京都立大学・大学院理学研究科、早稲田大

学・理工学部、総合研究大学院大学・教育研

究交流センター、新潟大学・大学院自然科学

研究科、名古屋大学・大学院理学研究科・大

学院工学研究科、岡崎国立共同研究機構・分

子科学研究所、京都大学大学院理学研究科・

基礎物理研究所、大阪大学・大学院理学研究

科、神戸大学・理学部、広島大学・大学院先

端物質科学研究科／放射光科学研究センタ

ー、佐賀大学・理工学部 

協力大学 中国科学院上海放射光施設、中国科学院理論

物理研究所、北京大学、清華大学、中国科学

技術大学、山東大学、浙江大学、中国高等科

学技術中心、復旦大学 

   
相手国側  相手国側 

 事業主体  
浦項工科大学付属加速器研究所(PAL) 拠点大学  
In Soo Ko・ 
浦項工科大学付属加速器研究所・所長 

実施組織代表者  

In Soo Ko・ 
浦項工科大学付属加速器研究所・所長 

コーディネーター  
 

浦項工科大学、 ソウル国立大学、慶北大学、 
高麗大学校、延世大学校、全南大学校、全北

大学、李花女子大学、成均館大学、慶尚国立

大学、韓国高等科学院 

協力大学 



【研究の背景・目的】 
電子加速器そのものと電子加速器を用いた研究は、近年急速な進歩を遂げており、アジア地域では、日本と中国で最

も進んだ研究が行われています。本交流事業は2000年に、まず、日本と中国の研究機関間で人的、技術的交流を進め、

電子加速器そのものの研究及び電子加速器を用いた各種の研究（加速器科学という）を行うことにより、日本と中国に

おける、加速器科学分野のレベルアップを目指すことを目的として始まりました。この５年間の継続的な共同研究によ

り、両国における加速器科学は着実に発展を続けてきました。また、この共同研究には、多くの若手研究者が参加して

おり、次世代の研究者育成にも大きく貢献しています。 

過去５年間の日中共同研究の実績の上に、2005年度からは、韓国が加わり、さらにインドを加えるよう準備を進めて

います。日本、中国、韓国、インドの４カ国では、アジアにおける加速器科学の分野で、最も活発な研究が行われてお

り、この交流事業が、日中韓印に広がることにより、全アジア的な共同研究の基礎ができあがり、今後、アジア全域に

おけるより活発な研究交流が行われていくと考えられます。 

電子加速器を用いた研究は、物質の究極の構成要素と構成要素間に働く力を研究する学問である素粒子物理学から、

円形型電子加速器から発生する放射光と呼ばれる光を用いて、物質を原子や分子のレベルで研究する放射光科学まで多

岐にわたり、基礎科学から応用まで幅広い分野をカバーしています。 

特に平成 16 年度夏に、全世界の素粒子物理学者が、国際リニアコライダー(International Linear Collider, 略称

はILC)を、全世界が協力して建設を行うこと、また、ILCの基盤技術としては、超伝導加速空洞を用いることに合意す

るという、画期的な進展が見られました。この日中韓印共同研究事業は、アジアにおけるILCの活動を支える有力な事

業として今後展開して行くことになります。 

 
 
【研究テーマ】  

研究テーマは、電子加速器そのものに関する研究と、電子加速器を用いる研究に大別され、また、後者は、素粒子物

理学及び放射光科学という２分野からなり、具体的なテーマは以下のとおりです。 

 

(1)電子加速器に関する研究 

リニアコラーダーと呼ばれる直線型電子陽電子衝突型加速器、円形型電子陽電子衝突型加速器、そして、放射光発

生用円形型加速器に関して、加速器の高性能化に関する研究を行います。 

 

(2)素粒子物理学に関する研究 

  リニアコライダーを用いて行う素粒子物理学に関しての理論的な研究と、研究に用いられる測定器についての研究

を行い、また、円形型電子陽電子衝突型加速器であるＢファクトリーおよびタウチャーム・ファクトリーを用いた実

験的な研究を行います。 

 

(3)放射光科学に関する研究 

  放射光発生用円形型電子加速器から発生する放射光を用いて、物質の構造や機能を研究します。 
 
 
【交流の状況・成果】 
 これまで、研究は順調に進行中であり、多くの成果を上げています。主な成果は以下のとおりです。 

  

(1)電子加速器に関する研究 

(1-1)Bファクトリー加速器およびタウチャーム・ファクトリーに関する研究 

 高エネルギー加速器機構には KEKB と呼ばれる２リング型非対称エネルギー電子陽電子衝突型加速器があります。こ

の加速器はB中間子とその反粒子である反B中間子を大量にあたかも工場のごとく生成することから、Bファクトリー

（B 工場）と呼ばれています。また、中国の北京にある高能物理研究所には BEPC と呼ばれる１リング型電子陽電子衝

突型加速器があります。Bファクトリーにおいては、主として５番目のクォークであるボトムクオークに関する研究が

行われ、また、BEPC においては、４番目のクォークであるチャームクォークとタウとよばれる素粒子に関する研究が

主として行われています。 



 これらの加速器の性能を向上する際の最大の問題である、電子雲不安定性の研究が日中共同として継続的に行われて

きました。これまでに、a)BEPC を用いた研究により、電子雲不安定性が陽電子を蓄積する円形加速器において非常に

発生しやすい不安定性であることを確認し、b)KEKB を用いた研究によ

雲不安定性を有効に抑制できることを示す、という大きな成果を上げ

ました。 

り、ソレノイド磁場をかけることにより、電子

 また、2003年からは、高能物理研究所において、BEPCを２リング

型の電子陽電子衝突型加速器タウチャーム・ファクトリーBEPC-IIに

増強する計画が始まっており、超伝導加速空洞の開発をはじめとする

種々の共同研究が進行中です。BEPC-II 用の超伝導加速空洞２台は、

日本企業によって製作され、既に高能物理研究所に納入されています。

この共同研究の一環として、中国人研究者が製作段階のすべてに立ち

会い、また、性能の確認を、KEK において、日中共同で行いました。

この共同研究により、中国への超伝導加速空洞の技術移転が行われる

とともに、先に述べたILCの共同研究にしっかりとした基礎を築くこ

とが出来ました。なお、BEPC-IIは2007年に総合運転を開始する予  図１ 中国人研究者がKEKにて行った超伝導       

定です。図１は、中国人研究者がKEKにて行った超伝導加速空洞の     加速空洞のR&Dの様子 
R&Dの様子です。 

 

(1-2)リニアコライダーに関する研究 

 高エネルギー加速器機構には、ATF(Accelerator Test Facility)とよばれる研究用加速器があり、リニアコライダー

において高い性能を達成するために必須である、非常に小さいビーム・エミッタンスの実現を図る研究が継続的に行わ

れてきており、世界最小のエミッタンスの達成に成功しています。なお、エミッタンスとは、加速器中の電子ビームの

実効的な大きさを表す物理量であり、この値が小さいほど、シャープなビームと言えます。 

 今後は、ATF をさらに発展させた ATF-II 及び ILC の基盤技術である超伝導加速空洞の関する全アジア的な共同研究

が活発化する予定です。 

 

(2)素粒子物理学に関する研究 

 高エネルギー加速器機構の B ファクトリーKEKB においては、測定器 BELLE を用いた、粒子と反粒子の間の微妙な振

る舞いの違いである CP 不変性の破れを検出する実験が進行中です。我々の宇宙は粒子のみから出来ています。宇宙創

世の初めには、等量の粒子と反粒子が存在したはずであり、その後の宇宙の進化の間に、CP 不変性の破れにより、反

粒子が消えて、粒子のみが残ったと考えられています。CP 不変性の破れの研究は、なぜ我々の宇宙は粒子のみで成り

立っているのかという素粒子物理学の最大の謎

を明らかにしようというものです。       

 2001年に、BELLEは、B中間子において 

CP 不変性が破れていることを明確に示すこと

に成功しました。CP不変性の破れは、1964年に

中性K中間子において発見されてから、ほぼ40

年にわたる探求にもかかわらず他の場所ではみ

つからなかったものであり、この発見は、素粒

子物理学における近年の大発見であります。

BELLE においては、蓄積したデータ量の増大に

より、測定精度は著しく向上しています。図２

は最新の CP 不変性の破れの実験結果を示しま

す。B中間子におけるCP不変性の破れは、小林

益川理論の予言に非常に良く一致することが明

らかになりました。 

また、近年のKEKBの性能向上は著しく、いく

つかの注目すべき物理結果が生まれつつありま

す。ちなみに、KEKBがこれまでに達成した最高

ルミノシティは、1.58x1034cm-2s-1、また、2005
      

図２ BELLEによる最新のCP不変性の破れの実験結果 
sin2φ =0.652±0.039±0.020 
1

 



年 6 月末までにBELLEが蓄積した総積分ルミ

ノシティは467/fbであり、KEKB/BELLEの競争

相手のスタンフォード線形加速器センターの

BファクトリーPEP-IIとその実験装置BaBarと

比べ、ルミノシティ、総積分ルミノシティと

も1.7倍です。図３はKEKBとPEP-IIの２つのB

ファクトリーの運転開始からの積分ルミノシ

ティの増加の様子です。 

 中国グループは上記CP 非保存の解明を含

むBelle 実験全般の遂行に積極的に参加する

と共に、グループ独自のテーマをも追求して

います。例えば、D0と反D0混合探索は、チャ

ームクォークが真空中で反チャームクォーク

に変身する現象で、標準理論では起きにくい

とされる効果ですが、もし検出できれば新物

理への大きな手掛かりとなる研究テーマです。

また、B → J/ψΛp 崩壊の探索はQCD(クォー
ク間の力学を支配する理論) におけるグルーボール

本事業における素粒子物理学の研究は KEK/BEL

BEPCの測定器である北京電子・陽電子衝突スペク

5800 万事象例) のJ/ψ データを記録しています。
供を受け、まずσ (シグマ) 粒子の存在を同定する
40 年間に渡る世界的な探求にも関わらず明瞭な証

幅の寄与とそれ以外の背景寄与の相殺にあること

κ の存在を確立し、質量や崩壊幅を決定することが
かせない解析結果を提供したこと、また日中共同作

す。 

 

(3)放射光科学に関する研究 

 中国において、BEPC加速器を放射光モードで運

加速器である上海放射光が計画されており、上海放

BSRF における大きな成果は、真空封止型マルチ

型マルチポールウイグラーは KEK で開発された強

ングに導入することは、硬 X 線利用実験に大きな

にあたって、KEK がBSRF に大きな貢献をしており

れも順調に稼動しており、BSRF の放射光利用研究

な発展をもたらしました。これと並行して、高熱

のビームラインの建設、直接水冷型マイクロチャ

リコン結晶に関しても KEK からの技術供与がなさ

ました。また、硬X 線領域の放射光の利用で特に

れている蛋白質構造解析用のビームライン及び X

ームラインの建設にあたっても、KEK は、設計段

BSRF 側のスタッフを受け入れて技術指導を行い、

BSRF においてもKEK の PF(フォトンファクトリー

ームラインに遜色の無いものが完成しています。

果として、SARS 関連の蛋白質の構造解析が行われ

特筆されます（図４参照のこと）。 
図３ KEKBとPEP-IIの２つのBファクトリーの運転開始からの積分 
ルミノシティの増加の様子 
の存在解明を追求する重要なテーマです。 

LE のみによって行われているだけでなく、北京の高能物理研究所の

トロメータ（BES） によっても行われています。BESSは既に大量(約

この拠点事業により、日本グループは中国側から豊富なデータの提

ことが出来ました。Kπ 共鳴のκ(カッパ)の同定は更に困難で、過去
拠が得られていませんでしたが、共同グループはその原因が共鳴振

を最近突き止めて新解析法を開拓することが出来ました。その結果、

出来ました。比較的地味ではありますが、QCD 理論の精密化には欠

業なしではあり得なかったユニークなテーマとして評価されていま

転するBSRFおける共同研究が進みつつあると共に、第三世代放射光

射光における測定器とビームラインに関する研究が進行中です。 

ポールウイグラーの設計製作とその導入を第一とします。真空封止

力な X 線を発生する挿入光源であり、これを BSRF のストーレジリ

利点を与えます。真空封止型マルチポールウイグラーの設計、製作

、既に２台の真空封止型マルチポールウイグラーが導入され、いず

に大き

負荷型

ネルシ

れてき

力を入

AFS ビ

階から

今では

) のビ

その成

たこが

                                  

 
図４ 放射光実験によって測定されたSARSウィルスの構造 



沿岸海洋学 
１．東アジア・東南アジア沿岸・辺縁海の物質輸送過程に関する研究 

２．海産有害微細藻類の生物生態学に関する研究 

３．東アジア・東南アジアの沿岸域における生物多様性の研究 

４．有害化学物質による沿岸環境の汚染と生態影響に関する研究 
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【開始年度】2001年度（平成13年度） 
【組織】 

日本側  相手国側 
日本学術振興会（JSPS） 事業主体 インドネシア科学院（LIPI） 
東京大学海洋研究所（ORI） 拠点大学 LIPI海洋学研究開発センター 
寺崎 誠・東京大学海洋研究所・所長／教授 実施組織代表者  
塚本 勝巳・東京大学海洋研究所海洋科学国

際共同研究センター・センター長／教授 
コーディネーター オーノ＝クーネン＝スマディハーガ・LIPI

海洋学研究開発センター・所長 
九州大学・応用力学研究所、東京大学・農業

科学生命科学研究科／アジア生物資源環境

研究センター、国立科学博物館・動物研究部、

北里大学・水産学部、京都大学フィールド科

学教育研究センター 

協力大学 サム・ラトゥァンギ大学、ディポネゴロ大学、

ボゴール農科大学 

相手国側  相手国側 
タイ学術研究会議（NRCT） 事業主体 マレーシア国立大学長会議（VCC） 
チュラロンコン大学 拠点大学 マレーシア工科大学 
 実施組織代表者  
チャルン＝ニッタヨング・チュラロンコン大

学・理学部海洋科学部長／助教授 
コーディネーター モハメッド＝イブラヒム＝スィーニ＝モハ

メッド・マレーシア工科大学地球情報理工学

部・教授 
カセッサート大学、ソンガラ王子大学、ブラ

ファ大学、プーケット海洋生物センター、ブ

ラファ大学、チュラロンコン大学・水産学部 

協力大学 セインズ大学、プトゥラ大学、ケバングサー

ン大学、サラワク大学、マレーシア大学、東

南アジア水産開発センター 

相手国側  相手国側 
フィリピン科学技術省（DOST） 事業主体 ベトナム国立自然科学技術センター

（NCST） 
フィリピン大学 拠点大学 海洋環境資源研究所(IMER) 
 実施組織代表者   
ミゲル＝Ｄ＝フォルテス・フィリピン大学デ

ィリマン校海洋科学研究所・教授 
コーディネーター トゥラン＝デュック＝ターン・海洋環境資源

研究所、所長 
 

フィリピンロスバノス大学、デ・ラ・サル大

学、フィリピン大学ヴィサヤス校、サンカル

ロス大学 

協力大学 ベトナム国立大学 



【研究の背景・目的】 

東アジア・東南アジアは30億以上の多くの人口をかかえ、その70％が沿岸で生活しており、彼らの活動が沿岸域に

おける生態系や生物多様性に多大な影響を与えています。また、沿岸域に生息する生物資源は多くの国々に食糧を提供

しており、社会経済の面からも沿岸域の生物資源の持続的で合理的利用・管理は、この地域で最も重要な課題です。 

 このように重要な沿岸域は、近年、工業化が促進され、都市の人口集中にともない自然環境の悪化が著しいです。特

に、沿岸域にみられる富栄養化による赤潮の発生、重金属類汚染、内分泌攪乱物質汚染などは深刻な環境問題となって

きました。また、陸域における土地利用の変化にともなう土砂の堆積、懸濁物の流入などによる藻場、海草群落、マン

グローブ域、サンゴ礁などの破壊は、世界有数の生物多様性を誇る東アジア・東南アジアの海域でウミガメ、ジュゴン、

サンゴなどの野生動物の激減をもたらしています。縁辺海を含む東アジア・東南アジアの沿岸域における生態系の保全、

生物多様性の保護、海洋生物の合理的な利用・管理の観点からも、沿岸海洋学に関する物理・化学・生物にまたがる学

際的総合研究は不可欠です。 

 本共同研究では、日本の研究者が中心になって、インドネシア、マレーシア、タイ、フィリピン，およびベトナムの

５カ国の研究者と連携して、IOC/WESTPACの中でも最も注目されている下記の４課題について平成１３年度からの５年

間にわたって実施しています。 

 

 

【研究テーマ】 

研究課題： 

1. 東アジア・東南アジア沿岸・縁辺海の物質輸送過程に関する研究 

 フィリピンからインドネシアにいたるアジア沿岸海域では、急速な開発に伴って広範囲の生態系の破壊や海洋汚染が

起きており、その解決が求められています。アジアの研究者と密接な連携のもとに、人工衛星を用いて広範囲にわたっ

て精度の高い海洋観測を実施します。同時に、調査船を用いて代表的な沿岸域の観測を行い、人工衛星からの情報と合

わせて生態系モデルを開発し、沿岸生態系の物質輸送過程を定量的に解明します。 

2.海産有害微細藻類の生物生態学 

 日本では、高度成長期の 1970 年代に、赤潮は深刻な社会問題になりました。アジア諸国でも近年、沿岸の富栄養化

によって赤潮が頻繁には発生するようになり、諸外国から日本に研究協力が要請されています。赤潮から毒を産出する

有害微細藻類も多く検出さるとともに、魚介類の毒化により毎年これを食した多くの人々が中毒になり、時には命をお

としています。沿岸環境保全の観点から、有害微細藻類の生態研究と毒性成分の解析により、赤潮や中毒の予防予知を

実施します。 

3．東アジア・東南アジアの沿岸域における生物多様性の研究 

 アジアの沿岸は、世界で最も種の多様性の高い海域です。しかし、近年の開発にともなう環境破壊によって、絶滅す

る種類も出ることが危惧されています。アジアの研究者と協力して、各地で生物多様性の地理的分布を調査すると共に、

多様性の時空間的な変化を追跡して、生物多様性の保護を推進します。 

4.有害化学物質による沿岸環境の汚染と生態影響に関する研究 

 近年、アジアの沿岸においては工業化が進むと共に、都市部への人口集中により、有害化学物質による環境汚染が著

しく、沿岸生態系は深刻な状況にあります。また、都市から排出される廃棄物やゴミの焼却から有毒なダイオキシン類

が発生し、近くに住む人々の健康を害しています。アジア各国の研究者と共同してこれらの化学物質の国際基準の分析

法を確立し、統一した手法を用いて調査を実施します。同時に、このような共同研究体制を生かして、沿岸環境汚染の

長期的な観測をすると共に、科学データに立脚した汚染防止対策を立案・実践します。 

 

 

 

 



【交流の状況・成果】 

 東京大学海洋研究所では、1988 年以来インドネシア、タイ、マレーシアの３ヶ国と拠点大学交流事業で多くの共同

研究を実施してきました。これらの実績をもとに、新たにフィリピンとベトナムを加え、５ヶ国による多国間大型共同

研究「沿岸海洋学」が 2001 年から開始されました。これまでの研究実績と、現在、アジアで最も問題になっている沿

岸環境問題に取り組むために前述の４つの研究課題を核にしたプログラムを設定し、各国の研究者と密接に連携して開

発による環境破壊の問題解決に取り組んでいます。 

 本研究プログラムの開始以来、各研究課題の野外共同調査、調査方法や分析法の国際基準を確立するためのワークシ

ョップ、研究成果の発表や情報交換を行うセミナーなどの開催を通じて多くの成果をあげてきました。次に各研究課題

の概要を示します。 

 

研究課題１：東アジア・東南アジアで、人工衛星を用いた沿岸の海洋状況を観察する方法を確立するため、アジアと日

本の研究者による合同ワークショップが福岡(2001-2004)で開催されました。同時に、このワークショップでは、調査

船で入手した観測したデータも併用して、各国沿岸海域の環境を把握するための基礎的な数値流動モデル・生態モデル

を開発しました。 

 

研究課題２：タイ湾奥部で赤潮プランクトンの生活史が解明されました。貝毒を検出するためのELISAキットの作成に

成功し、各国で毒量調査が実施された。海藻による直中毒の原因となる毒成分を明らかにしました。若手研究者の教育

研修のため、有害藻類に関するガイドブックを出版し、各国の主要な研究機関に配布しました。各国の研究者と麻痺貝

毒と記憶喪失性貝毒のモニタリングの技術標準化を行うためにベトナムでワークショップ(2004)を開催しました。特に、

記憶喪失性貝毒生産のメカニズムを解明することを目的にして、フィリピンのマニラ湾を中心とする沿岸海域から

Nitzschiaに類似した珪藻を採集し、生理・生態学的研究を進めています。 

  

研究課題３：日本やインドネシアの研究船を用いて、アジア各国の研究者が参加して、スル海(2002)、インドネシア沿

岸海域（2001-2004）で生物多様性に関する共同調査を実施し、基礎資料を集積しました。調査海域の選定、対象生物

の採集・固定方法の統一、生物分類など、生物多様性の研究に不可欠な課題を討議するワークショップが、野外調査と

組み合わせて東京(2001)、マレーシア(2002)、タイ(2003)、フィリピン(2004)で開催されました。海藻のフィールドガ

イドブック、魚類分類・同定のためのガイドブックが作成され、各国の関係機関に配布しました。 

 

研究課題４：海水、底泥、海洋生物に存在する有害化学物質（有機塩素系化合物、有機スズ化合物、重金属類など）の

分析法についてのワークショップをタイ（2002）で開催し、国際分析基準の統一を行いました。その後、この共通の分

析手法を踏襲して、各国の研究者と連携してタイ湾（2003）、マニラ湾(2004)で共同調査を実施し、それぞれの化学物

質の専門家の分析データを照会して、沿岸海域における有害化学物質の挙動特性の解析を進めています。インドネシア

のマナドの金鉱山における精錬過程で使用される水銀による汚染、バンコック・マニラなどの大都市のゴミ焼却場にお

けるダイオキシン類の汚染を調査すると共に、人体への影響についても情報収集を実施しています。 

 

  

 

 

 

 

 

   
  マニラ湾におけるフィールド研究         
   室内における化学分析実習 
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